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2. 記載要件(特許法第 36 条)に関する審判決例 

 

分類 内容 番号 審判決日（事件番号） 審査基準の対応箇所 

21 
実施可能要件につい

て 

1 

 

知財高判平成22年12月8日 

（平成22年（行ケ）第10125号） 
第II部第1章第1節 

2 

 

知財高判平成25年2月12日 

（平成24年（行ケ）第10071号） 

21-1 

過度な実験・試行錯誤

を要するか否かにつ

いて 

1 

 

知財高判平成17年6月30日 

（平成17年（行ケ）第10280号） 
第II部第1章第1節2.(2) 

2 

 

知財高判平成23年4月14日 

（平成22年（行ケ）第10247号） 

21-2 
実施可能要件とサポ

ート要件について 

1 

 

知財高判平成17年10月19日 

（平成17年（行ケ）第10013号） 

第II部第1章第1節4.1.2 

2 

 

知財高判平成24年4月11日 

（平成23年（行ケ）第10147号） 

3 

 

知財高判平成24年10月29日 

（平成24年（行ケ）第10076号） 

4 

 

知財高判平成25年4月11日 

（平成24年（行ケ）第10299号） 

5 

 

知財高判平成27年4月28日 

（平成25年（行ケ）第10250号） 

6 

 

知財高判平成28年3月31日 

（平成27年（行ケ）第10052号） 

22 
委任省令要件につい

て  
－ 第II部第1章第2節 

23 

 

サポート要件につい

て 

1 

 

知財高判平成17年11月11日 

（平成17年（行ケ）第10042号） 

第II部第2章第2節 

2 

 

知財高判平成19年10月11日 

（平成18年（行ケ）第10509号） 

3 

 

知財高判平成21年3月31日 

（平成20年（行ケ）第10065号） 

4 

 

知財高判平成21年9月29日 

（平成20年（行ケ）第10484号） 

5 

 

知財高判平成22年7月28日 

（平成21年（行ケ）第10252号） 

6 

 

知財高判平成23年3月24日 

（平成22年（行ケ）第10214号） 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=2
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=10
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0102bm.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
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7 

 

知財高判平成23年9月29日 

（平成23年（行ケ）第10010号） 

8 

 

知財高判平成23年12月26日 

（平成22年（行ケ）第10402号） 

9 

 

知財高判平成24年11月7日 

（平成23年（行ケ）第10235号） 

10 

 

知財高判平成25年6月6日 

（平成24年（行ケ）第10365号） 

11 

 

知財高判平成25年9月10日 

（平成24年（行ケ）第10424号） 

12 

 

知財高判平成25年9月19日 

（平成24年（行ケ）第10387号） 

13 

 

 

知財高判平成30年4月13日 

（平成28年（行ケ）第10182号、

第10184号） 

24 明確性要件について 

1 

 

知財高判平成19年10月30日 

（平成19年（行ケ）第10024号） 

第II部第2章第3節 

2 

 

知財高判平成21年12月10日 

（平成21年（行ケ）第10272号） 

3 

 

知財高判平成22年7月28日 

（平成21年（行ケ）第10329号） 

4 

 

知財高判平成23年9月15日 

（平成22年（行ケ）第10265号） 

5 

 

知財高判平成24年12月20日 

（平成24年（行ケ）第10117号） 

6 

 

知財高判平成25年11月28日 

（平成25年（行ケ）第10121号） 

7 

 

平成28年3月2日審決 

（不服2014-17732） 

8 

 

平成28年6月20日審決 

（不服2014-10863） 

9 

 

知財高判平成28年9月20日 

（平成27年（行ケ）第10242号） 

10 

 

知財高判平成29年12月21日 

（平成29年（行ケ）第10083号） 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
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(21)-1 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節 

裁判例 

分類 

21:実施可能要件について 

キーワード  

 

１．書誌的事項 

事件 「商品の陳列決定装置」（査定不服審判） 

知財高判平成22年12月8日（平成22年（行ケ）第10125号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2000-198633号（特開2002-15231号公報） 

分類 G06F 17/60 

結論 棄却 

関連条文 （旧）第36条第4項 

裁判体 知財高裁第4部 滝澤孝臣裁判長、髙部眞規子裁判官、井上泰人裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

本願発明は、電子商店ならではのコンピュータ情報処理技術を

駆使し、来店者に合わせて来店者ごとに選出した商品群を魅力的

なレイアウトで陳列して提示するようにした電子商店サーバーに

おける商品陳列制御方法を提供するため、アクセスしてきた来店

者についての来店者データと商品データベースにおける各商品属

性データとを照合して所定のマッチング演算処理にかけ、その来

店者が各商品に抱く関心の大きさに相関するであろう予測の数値

である訴求点を計算し、大きな訴求点を計上したいくつかの商品

を陳列対象商品として商品データベースから選出し、選出された

各商品を、より大きな訴求点を計上した商品をより優位の陳列位

置に割り当てて、仮想店舗における陳列レイアウトを決定するも

のである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示（判決の認定） 

「商品データベース中に商品データとして，「商品の外観などを示す図案や写真などの画像データ」が

登録されている旨が記載されており（【０００８】）， 

「訴求点の大きい順に一定数の商品を陳列対象商品として選出する。ここで，陳列対象商品の選出数

は固定的に決めておく必要はない。選出された商品の陳列占有面積に応じて最終的に商品数を増減し

【図３】 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/910/080910_hanrei.pdf
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てもよい。」（【００１３】）， 

「陳列する商品群が決定したならば，商品データベースから必要な情報を取り出してきて，それらの

商品を仮想店舗に陳列した仮想商店Ｗｅｂページを生成する。…そして各商品をその訴求点の大きい

順により優位の陳列位置に割り当ててレイアウトを決めていく。ここで，訴求点以外の要素が陳列レ

イアウトを少し変化させる仕組みを採用してもよい。たとえば訴求点によりいくつかの陳列位置の候

補を決め，その中から商品データの画像の大きさとか色などの要素により最終位置を決定するように

してもよい。」（【００１４】）と記載されている。」（判決より抜粋、適宜改行） 

 

（３）考慮された技術常識等（甲15の記載）（判決の認定） 

「甲１５は，複数の動画というデジタルコンテンツについて，…記載しているものの，これは，平成

１９年４月２５日に発行された文献であるから，本件出願当時（平成１２年６月３０日）の技術常識

を直ちに立証するものではない。」（判決より抜粋） 

 

（４）特許請求の範囲（補正後）（請求項1のみ記載）（本件補正発明） 

【請求項１】インターネットを通じて利用者コンピュータとＨＴＴＰリクエストレスポンスをやり取り

し，利用者コンピュータのブラウザにより可視化される電子商店をＷｅｂページにより表現して送達す

るとともに，その電子商店を介してデジタルコンテンツの販売手続きを処理する電子商店サーバーにお

いて，電子商店における商品の陳列決定装置であって，販売対象商品であるデジタルコンテンツに関す

る情報であって当該デジタルコンテンツ自体を含む情報が各商品ごとに区分して集約して商品データ

として記録されると共に，各商品データに付帯して，各商品のカテゴリーなどの属性情報や各商品に関

心を抱くと予測される消費者に関する属性情報を体系化してデータ表現した商品属性データが記録さ

れた商品データベースと，利用者コンピュータにより当該電子商店サーバーにアクセスしてくる来店者

の個人情報を含む来店者データを取得する手段と，アクセスしてきた来店者についての前記来店者デー

タに含まれる個人情報と，前記商品データベースにおける各商品属性データとを照合して所定のマッチ

ング演算処理にかけ，前記個人情報と前記商品属性データとの一致度，類似度，あるいは関連性を判定

して点数化することにより，その来店者が各商品に抱く関心の大きさに相関する予測の数値である訴求

点を計算する手段と，一定以上の訴求点が計算された商品群の中から所定の規則でまたはランダムに陳

列対象商品を，陳列対象商品の陳列占有面積に応じた数だけ選出する手段と，前記陳列対象商品として

選出された各商品の陳列位置を，各商品の訴求点と，商品データの画像の大きさ又は色とに基づいて決

定し，各商品を前記決定した陳列位置に割り当てた電子商店を表現する前記Ｗｅｂページのデータを生

成する手段と，を備えることを特徴とする電子商店における商品の陳列決定装置。 

 

（５）手続の経緯 

平成20年6月25日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2008-16145号） 

平成20年7月23日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成22年3月15日 ： 上記手続補正を却下、「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 
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審決（判決より抜粋） 

 …本件補正明細書には，商品データベースに登録され，商品ＩＤに対応付けられているマルチメデ

ィア情報が，商品データの画像の大きさを含むことは記載されておらず，しかも，商品データの画像

の大きさが，商品ごとに同じであるとは限らないから，商品データの画像の大きさと陳列占有面積を

考慮して選出すべき商品の数を算出し，算出された商品の数が適切か否かを判断するために，商品デ

ータの画像の大きさに基づいて商品データの画像の陳列位置の割当を行う必要があるのに，そのため

の具体的な情報処理が記載されていないとして，当業者が本件補正発明…を実施することができる程

度に明確かつ十分に記載されているとはいえない旨を判断した。 

判決 

原告の主張 

 …本件補正により，本件補正発明の対象商品

は，無体のコンピュータプログラムであるデジタ

ルコンテンツに限定されたから，視認しうるよう

な商品の画像データは，観念できない。すなわち，

本件補正発明では，商品が被写体となることはあ

り得ず，商品の画像は，その商品が化体されたア

イコン等の画像で代替表示されるにとどまり，そ

の場合，商品画像の大きさや形状については，甲

１５記載の技術により定型化が行われるので，表

示画面及び販売画面において，本件審決が指摘す

るような問題は生じない。 

 また，本件補正明細書には，商品データの画像

のレイアウト及び陳列位置が決まっていること

が記載されており，しかも，画像データが定型化

された状態を崩さない程度に少し変化させる旨

の記載もある（【００１４】）ところ，この記載

は，商品データの画像の大きさが定型であり，実

施の際にこれを変化させる可能性を記述したこ

とが明白である。 

 (3) したがって，本件補正明細書は，当業者

が本件補正発明…を実施することができる程度

に明確かつ十分に記載されている。本件審決は，

商品データの画像の存在を観念した上で，その大

きさが商品ごとに同じであるとは限らないとい

う誤った推測を判断の前提としており，特許法３

６条４項に規定する要件の判断を誤っている。 

被告の主張 

 (1) 本件補正明細書には，販売対象商品である

デジタルコンテンツについて，商品ＩＤに対応付

けされて商品データベースに登録されている旨し

か記載がなく（【０００８】），しかも，商品画

像の大きさが定型化されるのならば，商品データ

の画像の大きさが陳列位置を決定する要素にはな

り得ないはずなのに，商品データの画像の大きさ

が商品の陳列位置を決定する要素になる旨の記載

がある（【００１４】）。以上によれば，本件補

正発明においてデジタルコンテンツを商品とする

場合，商品データの画像の大きさや形状が定型化

されていることが自明であるとまではいえず，こ

れは，商品ごとに同じであるとは限らないと理解

するのが自然である。 

 …本件補正明細書によれば，陳列対象商品の数

は，商品の陳列占有面積に応じて決定される（【０

０１３】）一方，陳列対象商品の陳列位置の決定

は，商品データの画像の大きさ等に基づいて決定

されることになる（【００１４】）結果，最終的

な陳列位置の決定には，陳列占有面積と陳列対象

商品の画像の大きさの総和とを比較する必要があ

ることになる。しかるに，…陳列対象商品を決定

するためには，商品画像の大きさや形状の情報を

用いて最適化処理等を行う必要があるところ，本

件補正明細書には，これらの大きさや形状を管理

することは記載も示唆もされておらず，また，当

業者にも自明でもない。 
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裁判所の判断 

 (1) 本件補正発明は，…商品データ及び商品属性データが記録された商品データベース並びに来

店者の個人情報を含む来店者データを取得する手段を有し，当該個人情報と商品属性データとの関連

性等を点数化することで来店者が各商品に抱く関心の大きさに関する訴求点を計算し，Ｗｅｂページ

上に陳列すべき商品（陳列対象商品）を，その「陳列占有面積に応じた数だけ選出する手段」と，そ

の「陳列位置を，各商品の訴求点と，商品データの画像の大きさ又は色とに基づいて決定し，各商品

を前記決定した陳列位置に割り当てた電子商店」を生成する手段を備えることを特徴とする商品の陳

列決定装置である。 

 …本件補正発明が販売対象商品とするデジタルコンテンツについては，いずれも一定の大きさを有

する商品データの画像が存在することを前提としており，かつ，当該画像の大きさが陳列位置を決定

する条件となっていることから，各販売対象商品ごとに陳列位置を割り当てることができるものであ

ると認められる。 

 したがって，本件補正発明を実施する上では，商品の陳列決定装置が，そのような商品データの画

像の大きさに関する情報をいかなる形態で保存・管理し，また，どのようにＷｅｂページ上に陳列さ

れる商品を選出し，かつ，陳列位置を決定するのかが明らかにされる必要がある。 

 しかしながら，本件補正発明の特許請求の範囲の記載からは，商品データの画像が何をいうかを含

め，これらの点は，一義的に明らかとはいい難い。 

 (3)…本件補正発明は，販売対象商品をデジタルコンテンツに限定しているところ，そもそも，そ

のような無体のデジタルコンテンツについて，Ｗｅｂページ上に陳列されて視認可能となるような

「商品の外観など」（【０００８】）に関する画像データを観念することは，それ自体困難である。

しかも，本件補正明細書は，ここにいう「商品の外観など」と販売対象商品であるデジタルコンテン

ツとの関係について何ら説明を加えていないから，本件補正明細書の記載によっても，本件補正発明

の請求項に記載された「商品」であるデジタルコンテンツに関する「データの画像」という技術的意

義は，明らかではない。そのため，本件補正明細書は，商品データの画像の大きさに関する情報をい

かなる形態で保存・管理しているかや，陳列対象商品として選出された商品（の画像データ）の占有

面積（【００１３】）に応じてどのように陳列される商品数を決定し，更に最終的な商品の陳列位置

を決定する（【００１４】）に当たり，商品データの画像の大きさをどのように要素として考慮して

いるのかを，当該商品であるデジタルコンテンツを対象としてみた場合に，いずれも明らかにしてい

るとはいえない。 
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(21)-2 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節 

裁判例 

分類 

21:実施可能要件について 

キーワード 用途 

 

１．書誌的事項 

事件 「処方した人の脳シチジンレベルを上昇させる薬を調合するためのウリジンの使用方

法」（査定不服審判） 

知財高判平成25年2月12日（平成24年（行ケ）第10071号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2000-562028号（特表2003-517437号公報） 

分類 A61K 31/7072 

結論 棄却 

関連条文 （旧）第36条第4項 

裁判体 知財高裁第2部 塩月秀平裁判長、池下朗裁判官、古谷健二郎裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

本願発明は、外因性ウリジンソースを投与することによってシチジンレベルを上昇させる方法、特

にある種の神経学的障害を治療する際の前記ウリジン又はウリジンソースの単独での又は他の薬学的

物質と組み合わせた薬理学的使用に関する。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【００３４】 

 例２ 

 この例に関しては、ラット又は他のげっ歯類で

はなくアレチネズミを選択する。アレチネズミの

ピリミジン代謝がヒトにより近いためである。実

際的且つ倫理的な理由から、一部の実験的試験に

は必ずしもヒトを使用することができず、当業者

は一般にアレチネズミモデルがヒトモデルと等価

であることを認識している。実際に、アレチネズ

ミは一部のヒト疾患および脳虚血のような脳障害

の選択モデルである（Ｇｉｎｓｂｕｒｇら、脳虚

血のげっ歯類モデル。Ｓｔｒｏｋｅ ２０：１６２

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/981/082981_hanrei.pdf
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７～１６４２，１９８９）。アレチネズミにウリジンを経口投与し、６０分後に例１で述べた修正ＨＰ

ＬＣ法によりシチジンとウリジンの血漿および脳レベルを測定する。図３は、２５０ｍｇ／ｋｇ体重

のウリジンの経口投与後の、血漿中のウリジンとシチジンレベルの相対的比率を示す。図４は、２５

０ｍｇ／ｋｇのウリジンの経口投与後の、脳におけるウリジンとシチジンレベルの相対的比率を示す。

これらの結果は、脳におけるウリジンの代謝プロセシングが血漿中でのウリジンの全身的プロセシン

グとは異なることを示している。またこれらの結果は、脳に輸送されたときウリジンが直ちにシチジ

ンに変換されること、そしてこの変換は血漿中よりも脳中でより効率的であることを示唆する。ヒト

においても同様の実験を実施し、ただしヌクレオシドの脳レベルを測定する代わりにＣＳＦレベルを

測定する。ウリジンが特に脳において直ちにシチジンに変換されるという所見は全く予想外であり、

本発明の基礎を構成する。 

 

（３）特許請求の範囲（補正後）（本願発明） 

【請求項７】処方した人の脳シチジンレベルを上昇させる経口投与薬として使用する，（a）ウリジン，

ウリジン塩，リン酸ウリジン又はアシル化ウリジン化合物と，（b）コリン及びコリン塩から選択され

る化合物と，を含む組成物。 

 

（４）手続の経緯 

平成19年5月21日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成20年6月10日 ： 拒絶査定 

平成20年9月16日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2008-23607号） 

平成20年10月16日 ： 手続補正（審判請求の理由の補充に関する） 

平成23年10月11日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 本願発明は，「処方した人の脳シチジンレベルを上昇させる経口投与薬として使用する，（ａ）ウリ

ジン…と，（ｂ）コリン…から選択される化合物と，を含む組成物。」に係るものであるところ，発明

の詳細な説明には（ａ）成分及び（ｂ）成分の双方を含む組成物を経口投与した場合に，脳のシチジ

ンレベルが上昇することを確認できる試験結果については，何ら記載されていない。 

 …薬理試験結果が記載されていない以上，本願発明の医薬をいかなる疾患に対して用いるのか，…

それぞれの投与量をどの程度とすべきであるのかについての指針は全く示されていないというべき

であって，…当業者が実施できる程度に明確かつ十分に記載したものであるとすることはできない。 

判決 

原告の主張 

 (3) 医薬用途を裏付ける実施例としては，段

落【００３４】は…ウリジンが特に脳において直

ちにシチジンに変換されるという所見は全く予

被告の主張 

 (2) 原告は，「ウリジンとコリンの組合せが，

リン脂質合成のための共力的に作用することを示

す実験結果を記載する必要はない」と主張する。 
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想外であり，本願発明の基礎を構成すると記載さ

れており，ウリジンが脳においてにシチジンに変

換されることは実験的に証明されている。 

 本願明細書には，ウリジンとコリンを併用した

実験結果は記載されていない。しかし，シチジン

が，シチジン三リン酸（ＣＴＰ）として細胞膜を

構成するリン脂質であるホスファチジルコリン

（ＰＣ）及びその他の膜リン脂質合成のための律

速前駆体であることが本件出願時に公知であり，

コリンがＰＣ等の膜リン脂質合成の重要な前駆

体であることが本件出願時に公知であったため，

ウリジンが脳においてにシチジンに変換される

発見と組み合わせると，ウリジンとコリンの併用

が膜リン脂質合成に有効であることは当業者に

理解できた。 

 …化合物は公知であり，各化合物の製造方法も

公知であり，各化合物を投与する方法も公知であ

り，所定の適応症の治療用化合物としての使用さ

えも公知である。したがって，当該技術分野は，

充分に開発されており，当業者の技術水準や技術

常識は高い。この事実は，当業者の技術水準や技

術常識を誤解して過小評価した審査及び審理に

よって不当に無視されている。 

 本件出願には，当業者が出願時の本件出願に記

載される発明及び実験を実施するための充分な

情報が含まれている。本件出願を，技術常識及び

一般的な薬理学的原理と結びつけて読んで理解

した当業者は，…本件出願の教示を容易に実行で

きる。当業者の技術水準や技術常識を考慮すれ

ば，ウリジン類とコリン又はコリン塩との実験的

証拠は不必要である。 

 ２００３年及び２００５年の論文（甲１９～２

１）は，本件出願後に公開されたものであるが，

これら論文に記載された成果を得るために，本件

出願は十分な情報及び指針を当業者に提供した。 

 …の両論文は，本件出願の記載を実行する。両

論文は，組み合わせて理解した場合，ウリジン及

 原告の上記主張は，シチジンとコリンの共力作

用について，甲１７において「全ＰｔｄＣｈｏ濃

度は，コントロール細胞又はコリンのみを補給さ

れた細胞における濃度と比較して，コリンとシチ

ジンの両方で培養された細胞で若干だが有意に増

加した」ことを前提としている。 

 しかしながら，ＰＣ濃度，すなわち，ホスファ

チジルコリンの濃度が上昇することと，「ある種の

神経学的疾患」の治療効果との関係については，

…証拠のいずれにも記載されていない。 

 そして，本願明細書には，例２として，ウリジ

ンを単独でアレチネズミに投与した場合の血漿及

び脳におけるウリジンとシチジンの相対的な比率

が示されていること（段落【００３４】）から，仮

に，ウリジンが脳においてシチジンに変換される

ことが実証されているとしても，ウリジンの投与

量とシチジンレベル（濃度）との相関関係につい

ては具体的な数値が記載されていない。 

 そうすると，ウリジンとコリンを併用する場合

に，それぞれの投与量がどの程度であれば，脳に

おけるシチジンレベルが両者の共力作用が得られ

る程度に上昇するのか，また，治療に十分な程度

にホスファチジルコリンの濃度が上昇するのかが

明らかにされていないのであるから，医薬発明で

ある本願発明を実施できる程度に，発明の詳細な

説明が明確かつ十分に記載されているということ

はできない。 

 原告は，本願発明の各有効成分は公知であり，

各成分の製造方法，各成分を疾患の治療のために

投与する方法も公知であるから，本願発明の技術

分野は，充分に開発されており，当業者の技術水

準や技術常識は高いので，ウリジン類とコリン又

はコリン塩を組み合わせた実験的証拠は不必要で

あると主張する。 

 しかし，原告が高いとする当業者の技術水準や

技術常識によっても，ウリジン類とコリン又はコ

リン塩を含む組成物が人の脳シチジンレベルを上
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びコリンがヒトにおいてシチジンのレベルを増

大させることを明らかにする。両論文では，本件

出願の情報が，当業者の技術常識との組合せで使

用されており，本件出願が，ウリジン及びコリン

はヒト対象において脳のシチジンを増大させる

という技術情報を当業者に実施可能に提供した

ことを意味する。 

昇させることを合理的に説明できない… 

 …原告が提示する甲１９～２１は，本件出願後

に公開された学術論文であり，原告が指摘する内

容も，本件出願の優先日前の技術常識や技術水準

についてのものということはできないから，原告

の主張は，本件出願の優先日における技術常識や

技術水準に基づくものではない。 

裁判所の判断 

 (1) 請求項７…は，（ａ）ウリジン…，及び，（ｂ）コリン…の２成分を組み合わせた組成物が人

の脳シチジンレベルを上昇させるという薬理作用を示す経口投与用医薬についての発明である。 

 そうすると，本願明細書の発明の詳細な説明に当業者が本願発明を実施できる程度に明確かつ十分

に記載したといえるためには，薬理試験の結果等により，当該有効成分がその属性を有していること

を実証するか，又は合理的に説明する必要がある。 

 本願明細書には，例２として，アレチネズミに前記（ａ）成分であるウリジンを単独で経口投与し

た場合に，脳におけるシチジンのレベルが上昇したことが記載されているものの，（ａ）成分と（ｂ）

成分を組み合わせて使用した場合に，脳のシチジンレベルが上昇したことを示す実験の結果は示され

ておらず，（ｂ）成分単独で脳のシチジンレベルが上昇したことを示す実験結果も示されていない。

また，（ｂ）成分…を（ａ）成分と併用して投与した場合，又は（ｂ）成分単独で投与した場合に，

脳のシチジンレベルを上昇させるという技術常識が本願発明の優先日前に存在したと推認できるよ

うな記載は本願明細書にはない。 

 そうすると，詳細な説明には，本願発明の有効成分である（ａ）及び（ｂ）の２成分の組合せが脳

シチジンレベルを上昇させるという属性が記載されていないので，発明の詳細な説明は，当業者が本

願発明を実施できる程度に明確かつ十分に記載したということはできない。 

 原告は，本願発明の各有効成分は公知であり，各成分の製造方法，各成分を疾患の治療のために投

与する方法も公知であるから，…当業者の技術水準や技術常識は高いので，ウリジン類とコリン又は

コリン塩を組み合わせた実験的証拠は不必要であると主張する。 

 しかし，原告が高いとする当業者の技術水準や技術常識によっても，ウリジン類とコリン又はコリ

ン塩を含む組成物が人の脳シチジンレベルを上昇させることを合理的に説明できないから，原告の主

張は失当である。 

 原告は，ウリジンとコリンを投与することにより生体内で所定の効果が得られるという点は甲１９

～２１に記載されており，…当業者は，本願発明を本願の発明の詳細な説明の教示に従って容易に実

行できるから，…実験的証拠は不必要であるとも主張する。 

 しかし，原告が提示する甲１９～２１は，本件出願後に公開された学術論文であり，原告が指摘す

る内容も，本件出願の優先日前の技術常識や技術水準についてのものということはできない… 
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(21-1)-1 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節2.(2) 

裁判例 

分類 

21-1:過度な実験・試行錯誤を要するか否かについて 

キーワード  

 

１．書誌的事項 

事件 「積層セラミックコンデンサー用ニッケル超微粉」（特許異議の申立て） 

知財高判平成17年6月30日（平成17年（行ケ）第10280号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平7-50905号（特開平8-246001号公報） 

分類 B22F 1/00 

結論 棄却 

関連条文 （旧）第36条第4項 

裁判体 知財高裁第4部 塚原朋一裁判長、田中昌利裁判官、佐藤達文裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、磁器コンデンサー製造工程におけるクラッ

クや剥離が発生しにくい、低抵抗な電極材料としてのニッ

ケル粉を提供することを目的とし、平均粒径が0.1～1.0μm

で、かつタップ密度が特定式で表される条件を満足し、さ

らに粒度分布の幾何標準偏差が2.0以下、かつ平均結晶子径

が平均粒径の0.2倍以上である構成とした。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

「ニッケル純度は99.5重量％以上が好ましく，99.5重量％未満では焼成時にデラミネーションやク

ラックが発生しやすいだけではなく，電極としての特性が低下（比抵抗が大きくなる）する。このよ

うな特徴を持つニッケル粉の製造方法としては，塩化ニッケルの気相水素還元法が挙げられる。従来

の湿式法は，ニッケル粉の製造温度が低温（＜100℃）であるのに対し，塩化ニッケルの気相水素還元

法は，製造温度が高温（1000℃付近）であるため，結晶が大きく成長（微細な１次粒子の集合体でな

い）することによって焼成時に過焼結が発生しにくい。また，気相水素還元法では，粒形状が球状と

なり，純度99.5％以上のものが得やすい有利な点もある。上記特徴を持つニッケル粉を効率よく製造

するために，反応器を用いて塩化ニッケル蒸気と水素を化学反応させる方法が適している。具体的に

は，塩化ニッケル蒸気濃度（分圧）を0.05～0.3とし，かつ塩化ニッケル蒸気と水素を1004℃(1277K) 

～1453℃(1726K)の温度で化学反応させる。」（判決より抜粋） 

【図１】 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=2
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/506/009506_hanrei.pdf
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（３）特許請求の範囲（補正後）（請求項1のみ記載）（本件発明1） 

【請求項１】平均粒径が0.1～1.0μmで，かつタップ密度が(2)式で表される条件を満足し，さらに粒度

分布の幾何標準偏差が2.0以下，かつ平均結晶子径が平均粒径の0.2倍以上であることを特徴とする積層

セラミックコンデンサー用ニッケル超微粉。 

タップ密度≧－2.5×（平均粒径）2＋7.0×（平均粒径）＋0.8・・・(2)式 

 

（４）手続の経緯 

平成13年4月23日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照）及び意見書の提出 

平成13年6月8日 ： 特許権の設定登録 

平成13年11月12日 ： 特許異議の申立て（異議2001-73067号） 

平成15年2月19日 ： 「…特許を取り消す。」との決定 

なお、平成13年4月23日の手続補正では、「タップ密度≧－2.5×（平均粒径）2＋7.0×（平均粒径）

＋0.6・・・(1)式」を、上記「特許請求の範囲」に記載の(2)式に限定するとともに、「粒度分布の幾

何標準偏差が2.0以下、かつ平均結晶子径が平均粒径の0.2倍以上である」との要件を付加し、タップ

密度が「(1)式を満たしているが、(2)式を満たしていない」出願時明細書における実施例7及び実施例

8を、比較例1及び比較例2としたものである。 

 

３．判示事項に対応する決定・判決の抜粋 

決定（判決より抜粋） 

 …本件明細書の発明の詳細な説明には，「塩化ニッケル蒸気濃度（分圧）を0.05～0.3とし，かつ塩

化ニッケル蒸気と水素を1004℃（1277Ｋ）～1453℃（1726Ｋ）の温度で化学反応させる」こと，この

化学反応において，「10リットル／分のアルゴンガス」，「反応部５の中央ノズル６から下向きに5リッ

トル／分の割合で供給される水素７」を用いることが記載されているが，「タップ密度が(2)式で表さ

れる条件を満足し，さらに粒度分布の幾何標準偏差が2.0以下，かつ平均結晶子径が平均粒径の0.2

倍以上である」ニッケル超微粉を得るために必要な，塩化ニッケル蒸気濃度及び反応温度の範囲並び

にアルゴンガス及び水素の流量の範囲については記載がなく，当業者が，上記発明の詳細な説明の記

載に従って製造しようとしても，製造できるかどうかも不明のまま不相当に多くの試行錯誤をしなけ

ればならないことになるから，当業者が，「タップ密度が(2)式で表される条件を満足し，さらに粒度

分布の幾何標準偏差が2.0以下，かつ平均結晶子径が平均粒径の0.2倍以上である」ニッケル超微粉を

容易に製造することができるとすることはできず，このような発明の詳細な説明の記載について，「そ

の発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易にその実施をすることができる程

度」に記載されているということはできない。… 

判決 

原告の主張 

 …本件発明は新規な物の発明ではなく，有用性

の高い用途を持つニッケル微粉を選択する指標

被告の主張 

 …実施例１ないし５と比較例１及び２とは，塩

化ニッケルの気相水素還元法の製造条件が本件明
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を与えるものである。このような指標が提示され

れば，当業者は，通常の試行錯誤の範囲内で，本

件明細書に記載された製造方法内において，特定

の製造装置ごとに細部の技術的条件を変化させ，

その結果得られた粉体の特性と指標とを比較し

ながら，適した製造条件を決定することができ

る。 

 …(1)式と(2)式の差は出願時明細書に記載さ

れるように，本発明のニッケル超微粉を用いて積

層セラミックコンデンサーを製造する際にクラ

ック，デラミネーション発生率が１０％以下であ

るか，５％以下であるかの差である。このような

粉体群の製造に際して両方を区別して製造でき

る画期的な製造方法があれば，製造方法の発明と

して特許されるべきものであり，ニッケル超微粉

の用途又は評価の指標の発明である本件発明に

おいて両者を区別する製造方法の記載を求める

のは誤りである。 

細書の段落【0013】に具体的に開示された範囲内

において設定されている点で共通しているが，そ

の結果を対比すると，実施例１ないし５に係るニ

ッケル粉は本件請求項１記載の特性をすべて満た

しているのに対して，比較例１に係るニッケル粉

はタップ密度と粒度分布の特性を満たさず，比較

例２に係るニッケル粉はタップ密度と平均結晶子

径／平均粒径の特性を満たしていない。 

 …請求項１の特性をすべて満たすニッケル超微

粉を製造するためには本件明細書に記載された製

造条件では不足であり，同明細書の記載や技術常

識をもってしても当業者が製造することができな

いのであるから，本件明細書には決定が判断する

とおりの記載不備がある。 

 …本件発明に係るニッケル超微粉は，原告らの

主張するような当業者の試行錯誤の範囲内で簡単

に製造することができるようなものではなく，本

件明細書の記載からはどのような条件設定をすれ

ば製造が可能となるのか明らかではない。 

裁判所の判断 

 ここでいう「実施」とは，「物の発明」の場合，その物を製造，使用等することであるから，当業

者がその物を製造することができる程度に記載しなければならないことはいうまでもなく，そのため

には，明細書，図面全体の記載及び技術常識に基づき特許出願時の当業者がその物を製造できるよう

な場合を除き，具体的な製造方法を記載しなければならないと解すべきである。 

 …本件明細書には，本件発明に係るニッケル粉を製造する具体的方法として，塩化ニッケルの気相

水素還元法を採用し，塩化ニッケル蒸気濃度（分圧）を0.05～0.3とし，かつ塩化ニッケル蒸気と水

素を1004℃(1277K)～1453℃(1726K)の範囲内で化学反応させるという方法が記載されているという

ことができる。…実施例１ないし５のニッケル粉のタップ密度は(2)式（タップ密度≧－2.5×(平均

粒径)2＋7.0×(平均粒径)＋0.8）を満たしているが，比較例１及び２のニッケル粉のタップ密度は(1)

式（タップ密度≧－2.5×(平均粒径)2＋7.0×(平均粒径)＋0.6）は満たすものの，(2)式は満たして

いない。このことは，本件明細書に記載された上記製造方法に従ってニッケル粉を製造したとしても，

本件請求項１記載の特性を満たすニッケル粉が製造できるとは限らないことを示しているというこ

とができる。 

 …前記のとおり，本件明細書の発明の詳細な説明に記載された製造方法に従って製造されたニッケ

ル粉は(1)式は満たすものの，(2)式については必ずしも満たすとは限らないのであるから，本件明細

書の発明の詳細な説明に記載された製造方法は，当業者が容易に本件発明を実施をすることができる

程度に記載されているということはできない。 
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 …当業者が本件請求項１記載の特性を満たすニッケル超微粉を製造するために本件明細書に記載

された製造条件のほかにいかなる条件設定をすべきかについては，本件明細書及び図面に何ら示唆は

ない。…塩化ニッケル蒸気濃度及び反応温度以外のいかなる条件が平均粒径又はタップ密度に影響を

与えるのかについては，…提出された証拠からも明らかとはいえず，まして本件特許の出願当時にか

かる条件設定についての技術常識が存在したことを示す的確な証拠もない。したがって，当業者は，

本件発明を実施するに際して，本件明細書に記載された塩化ニッケル蒸気濃度及び反応温度のほか，

様々な条件を設定・変更して不相当に多くの試行錯誤をしなければならないことは明らかであって，

…発明の詳細な説明の記載に基づいて当業者が…発明を容易に実施し得るということはできない。 
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(21-1)-2 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節2.(2) 

裁判例 

分類 

21-1:過度な実験・試行錯誤を要するか否かについて 

キーワード  

 

１．書誌的事項 

事件 「電解放出デバイス用炭素膜」（査定不服審判） 

知財高判平成23年4月14日（平成22年（行ケ）第10247号） 

出典 裁判所ウェブサイト、判例時報2130号109頁、判例タイムズ1401号296頁 

出願番号 特願2000-510154号（特表2001-516127号公報） 

分類 C01B 31/02 

結論 認容 

関連条文 （旧）第36条第4項 

裁判体 知財高裁第4部 滝澤孝臣裁判長、髙部眞規子裁判官、井上泰人裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、基板上に炭素膜の層を有する電化放出デバイスである。ここで、該炭素膜は、１５７

８ｃｍ－１～１６２０ｃｍ－１の範囲のＵＶラマンバンドを有し、該ＵＶラマンバンドは２５ｃｍ－１～

１６５ｃｍ－１の半値全幅値（ＦＷＨＭ）を有するものである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

 「…本願明細書には，本願発明の製造工程として，以下の記載がある（【００１０】）。 

（ア）炭素層は，熱いフィラメントによって補助された化学蒸着（「ＣＶＤ」）プロセスを用いて堆積

し得る。 

（イ）基板は，ＣＶＤ反応器中のホルダー上に載置される。 

（ウ）水素ガスが，反応器におよそ１０分間未満，流入される。 

（エ）次に，メタンのパーセンテージが５０％未満である，水素及びメタンの混合物が，反応器の中

に１時間未満，流入される。 

（オ）上記工程（エ）におけるよりもメタンのパーセンテージが低い，別の水素及びメタンの混合物

が，反応器に２時間未満，流入される。 

（カ）そして，ＣＶＤ反応器内において，水素のフローが１５分未満行われる。 

 また，本願明細書には，上記製造工程における製造条件としては，以下のことも記載されている（【０

０１１】【００１２】）。 

（キ）少量の酸素，窒素，あるはホウ素ドーパントが，ガス流に含まれてもよい。 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=2
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/256/081256_hanrei.pdf
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（ク）フィラメントの温度は，１６００℃～２４００℃の範囲に設定される。 

（ケ）基板の温度は，６００℃～１０００℃の間に設定されている。 

（コ）堆積圧力は，５～３００torrの間である。」（判決より抜粋） 

 

 

（３）特許請求の範囲（補正後）（請求項1のみ記載）（本願発明1） 

【請求項１】基板上に炭素膜の層を有する電界放出デバイスであって，該炭素膜は電界の影響下で電

子を放出し，該炭素膜は，１５７８ｃｍ－１～１６２０ｃｍ－１の範囲のＵＶラマンバンドを有し，該Ｕ

Ｖラマンバンドは２５ｃｍ－１～１６５ｃｍ－１の半値全幅値（ＦＷＨＭ）を有する，電界放出デバイス。 

 

（４）手続の経緯 

平成18年7月26日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2006-16055号） 

平成21年7月6日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照）及び意見書の提出 

平成22年3月23日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …本願明細書の発明の詳細な説明は，当業者が本願発明１ないし３，本願発明６ないし８に係る発

明を実施することができる程度に明確かつ十分に記載したものとはいえず，平成１４年法律第２４号

による改正前の特許法（以下「法」という。）３６条４項に規定するいわゆる実施可能要件を満たし

ていないから，特許を受けることができない，というものである。 

…本件審決は，「炭素膜の形成に影響を及ぼす他のパラメータ（例えば，反応器の大きさや，メタン

の流入量等）については，何ら規定されていない」と認定した… 

判決 

原告の主張 

 (1) 本願発明に係る電界放出デバイス用炭素

膜の製造方法について 

ア 本願明細書の発明の詳細な説明には， 

（ウ）水素が１０分未満， 

（エ）水素とメタンの混合物が１時間未満， 

（オ）他の水素とメタンの他の混合物が２時間未

満， 

（カ）水素が１５分未満， 

の各々を，ＣＶＤ反応器に順次流入することが記

載されている。 

 したがって，本願発明の代表的な製造方法を示

す実施例としては，（ウ）ないし（カ）の全ての

被告の主張 

 (1) 本願発明に係る電界放出デバイス用炭素

膜の製造方法について 

 (ア) 本願発明の「電界放出デバイス用炭素膜」

に係る製造方法について，本願明細書の発明の詳

細な説明の記載（【００１０】～【００１２】）に

よれば，本願発明に係る電界放出デバイス用炭素

膜の製造方法には，原告主張の製造工程（ウ）な

いし（カ）が含まれることが把握されるところ，

上記各工程の流入時間は上限のみが規定され，下

限に関する規定がないことから，流入時間が０分

である場合も含まれることとなる。流入時間が０

分とは，かかる流入工程がないことを意味する。 
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製造工程が必須である。よって，原告が代表的な

実施例として記載した事項から，本件審決が必須

事項と選択事項とを認定して実施可能要件を判

断する基礎としたことは，的外れである。 

 イ 本件審決は，「…炭素膜の形成に影響を及

ぼす他のパラメータ（例えば，反応器の大きさや，

メタンの流入量等）については，何ら規定されて

いない」と認定したが，パラメータを全て列挙し

なければならないとするのであれば，出願人に過

度の負担を強いるものである。 

 実施可能要件に対する本件審決のような過度

な要求は，発明の保護をないがしろにするもので

あって，差し控えるべきである。 

 製造工程（ウ）（オ）（カ）のは，いずれも省略

可能な選択的製造工程であり，本件審決の認定に

誤りはない。 

 炭素膜の形成に影響を及ぼすパラメータについ

て規定されていないとした本件審決の説示は，本

願発明に係る炭素膜の製造方法についての説明

が，本願明細書の発明の詳細な説明（【００１０】

～【００１２】）の記載箇所に限られていることを 

指摘したものであり，原告が主張するような，製

造方法に必要なあらゆるパラメータを全て列挙す

ることを要求したものではない。 

裁判所の判断 

 …製造工程のうち，上記…（ウ）（オ）（カ）の工程について，時間の上限のみが言及されているか

らといって，その工程が省略可能であり，その余の同（ア）（イ）（エ）の工程のみが必須の製造工程

であると解することは相当とはいえない。また，…本願明細書の記載（【００１０】～【００１２】）

及び本件意見書（甲５）の上記記載等によると，水素流速を非常に小さくして形成するとダイアモン

ド微結晶が形成できることが示されており，本願明細書の【００１０】ないし【００１２】で示され

た範囲の中でも，ガス濃度を小さくする等の結晶を大きくさせない条件によって，ダイアモンド微結

晶が形成できることが示唆されているということができる。 

 …本願明細書に記載された複数の条件の全範囲で，本願発明が製造できる必要はなく，技術分野や

課題を参酌して，当業者が当然行う条件調整を前提として，【００１０】ないし【００１２】に記載

された範囲から具体的製造条件を設定すればよい。 

 …本来，物の発明において，適用可能な条件範囲全体にわたって，実施例が必要とされるわけでは

ない。物の発明においては，物を製造する方法の発明において，特許請求の範囲に製造条件の範囲が

示され，公知物質の製造方法として，方法の発明の効果を主張しているケースとは，実施例の網羅性

に関して，要求される水準は異なるものと解される。 

 以上のとおり，本願明細書【００１０】ないし【００１２】の条件範囲は，製造可能なパラメータ

範囲を列挙したと捉えるべきで，当業者は具体的な製造条件決定に際しては，技術常識を加味して決

定すべきものである。 
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(21-2)-1 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節4.1.2 

裁判例 

分類 

21-2:実施可能要件とサポート要件について 

キーワード 実施可能要件とサポート要件の関係について 

 

１．書誌的事項 

事件 「体重のモジュレータ」（査定不服審判） 

知財高判平成17年10月19日（平成17年（行ケ）第10013号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平10-4989号（特開平10-262688号公報） 

分類 B21B 17/14 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第1部 篠原勝美裁判長、青柳馨裁判官、宍戸充裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、哺乳動物（動物およびヒトを包含する）の体重の制御に関し、詳細には、哺乳動物の

体重を調整する生物学的活性を有する肥満症（ＯＢ）ポリペプチドの発現を得るために用いられるＤ

ＮＡ分子にハイブリダイズし得る検出可能な標識をされた核酸分子に関する。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示（判決の認定） 

 「本件明細書の発明の詳細な説明の記載について見ると，「ここでこの核酸分子の配列は，…配列番

号１…配列番号３…配列番号２２…のヌクレオチド配列中の同じヌクレオチド数のヌクレオチド配列，

またはそれに相補的な配列に相当する。」（段落【０１０６】）との記載，配列番号１，３，２２，もし

くは２４の本件ＯＢ遺伝子に係る塩基配列の記載及び弁論の全趣旨によれば，本願発明の「少なくと

も１５ヌクレオチドの検出可能な標識をされた核酸分子」は，２７３９塩基対，７００塩基対，４１

４塩基対，８０１塩基対もの長さを持つ配列番号１，３，２２又は２４の各遺伝子配列からランダム

に選択されるところ，その長さは，最短で１５ヌクレオチド長のものから，最長で上記各遺伝子配列

と同程度の長さのものが包含されることになるものと認められ，この中の本件ＯＢ遺伝子に「高度の

厳密性の条件下でハイブリダイズする能力を有する」ものが本願発明の対象となり得る核酸分子であ

るが，その数は，おそらく膨大なものとなると推測される。」（判決より抜粋） 

 「…５０余りの実施例を除いた，残りの膨大なものとなると推測される核酸分子については，…「本

発明は，このような核酸プローブを提供し，これは本明細書中で開示される特異的な配列から容易に

調製され得る。例えば，…配列番号１…配列番号３…に記載される配列の少なくとも１０，好ましく

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=10
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/324/009324_hanrei.pdf
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は１５ヌクレオチドフラグメントに相当するヌクレオチド配列を有するハイブリダイズし得るプロー

ブがある。好ましくは，フラグメントは本発明のモジュレーターペプチドに高度に特有であるように

選択される。プローブに対して実質的に相同であるＤＮＡフラグメントがハイブリダイズする。上記

のように，相同性の程度が大きければ大きいほど，より厳密なハイブリダイゼーション条件が使用さ

れ得る。」（段落【０１７６】）などといった概括的な記載があるのみで，発明の詳細な説明のその余の

記載部分にも，具体的な記載は見当たらない。」（判決より抜粋） 

 

（３）特許請求の範囲（補正後） 

【請求項１】配列番号１，３，２２，もしくは２４に記載のＤＮＡ分子の連続する配列または配列番

号１，３，２２，もしくは２４に記載のＤＮＡ分子の相補鎖に，高度の厳密性の条件下でハイブリダ

イズする能力を有する，少なくとも１５ヌクレオチドの検出可能な標識をされた核酸分子。 

 

（４）手続の経緯 

平成12年8月30日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2000-13740号） 

平成15年12月25日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成16年3月17日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …③本件明細書の発明の詳細な説明が，当業者において本願発明を容易に実施をすることができる 

程度に記載されているものと認められないので，同法３６条４項（注，平成１４年法律第２４号によ

る改正前のもの。以下「特許法旧３６条４項」という。）に規定する要件を満たしていない，④本願

発明が発明の詳細な説明に実質的に記載されているとはいえないから，同法３６条６項１号に規定す

る要件を満たしていない… 

 …本願の請求項１に記載の『核酸分子』は，配列番号１，３，２２もしくは２４のＤＮＡ分子の連

続配列またはその相補鎖に，高度の厳密性の条件下でハイブリダイズする能力を有する，検出可能な

標識のされた１５ヌクレオチド以上の核酸分子であり，そこに，元のＤＮＡ分子との間で不規則な核

酸配列のミスマッチを含む，長短の無数の核酸分子が含まれる…本願明細書の発明の詳細な説明にお

いてプローブ又はプライマーとして利用できたものとして具体的に開示されている『標識核酸分子』

は，ヌクレオチド数１８～４０の配列番号８，９，１３～１６，２９～３７，３９～７６，９３のみ

にすぎない。…わずか１５ヌクレオチドの長さで検出プローブや増幅プライマーとして利用できるこ

とを本願出願人は明細書において何ら具体的に開示していない。また，これらの数十種類の標的核酸

分子の結果のみで，この請求項に含まれる，元のＤＮＡ分子と配列が不規則に異なる，長短の無数の

標的核酸分子が，同様にＯＢポリペプチド遺伝子の検出プローブまたは増幅プライマーとして使用で

きることを，本願出願人は明細書において具体的に説明していない。… 

判決 

原告の主張 被告の主張 
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…ハイブリダイズ技術は，本件出願の原出願優

先日当時に慣用されていた技術であり，数十の実

施例があれば，当業者は，本願発明の核酸分子が

使用できることを十分に理解し，本願発明を実施

することができるのである。 

 すなわち，本件明細書の発明の詳細な説明にお

いては，１８ヌクレオチドを実際に用いた実験に

関する記載があり，しかも，１５ヌクレオチドを

利用することについての記載があるので，本件明

細書の記載に基づけば，当業者は，１５ヌクレオ

チド長のプライマーやプローブを作製し，そして

標的核酸と高い厳密性の条件下でハイブリダイ

ズするか否かを決定できるから，少なくとも１５

ヌクレオチドの核酸分子を用いる「発明」は，本

件明細書の発明の詳細な説明に記載されている。 

 

 特許法は，特許請求の範囲に記載するものすべ

ての実験データを発明の詳細な説明に記載する

ことを要求していない。同法が保護対象とする

「発明」とは，同法２条に明記されるように「技

術的思想」であって，個々の具体的な実験データ

のみを意味するものではない。要するに，同法３

６条６項１号が求めるのは，特許請求の範囲に記

載された「技術的思想」としての「発明」が発明

の詳細な説明に記載されていなければならない

ということであって，決して，特許を受けようと

する発明の実施形態のすべての実験データが発

明の詳細な説明に記載されていなければならな

いというものではない。 

…本件明細書の発明の詳細な説明において具体

的な開示があるものは，たかだか数十種類の標的

核酸分子のみであり，それらは，長さが最低でも

１８ヌクレオチドのものであるから，本願発明の

特許請求の範囲に含まれ得る，長短の無数の標的

核酸分子について，同様に本件ＯＢ遺伝子を検出

するためのプローブ又は増幅するためのプライマ

ーとして使用できることが，発明の詳細な説明に

おいて具体的に説明されていない。 

 

…本願発明は，無数に近い膨大な量の核酸分子

群を対象としているのに，発明の詳細な説明にお

いて具体的な開示があるものは，たかだか数十種

類の標的核酸分子のみであるから，原告の主張は，

そもそも，それを裏付けるだけの十分な記載が本

件明細書においてされているとはいえない。 

裁判所の判断 

一般に，化学物質の発明は，新規で，産業上利用できる化学物質（すなわち有用性のある化学物質）

を提供することにその本質があると解されるが，その化学物質が遺伝子等の，元来，自然界に存在す

る物質である場合には，単に存在を明らかにした，確認したというだけでは発見にとどまるものであ

り，自然界に存在した状態から分離し，一定の加工を加えたとしても，物の発明としては，いまだ産

業上利用できる化学物質を提供したとはいえないものというべきであり，その有用性が明らかにさ

れ，従来技術にない新たな技術的視点が加えられることで，初めて産業上利用できる発明として成立

したものと認められるものと解すべきである。 
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 そして，遺伝子関連の化学物質発明においてその有用性が明らかにされる必要があることは，明細

書の発明の詳細な説明の記載要領を規定した特許法旧３６条４項の実施可能要件についても同様で

ある。なぜならば，当業者が，当該化学物質の発明を実施するためには，出願当時の技術常識に基づ

いて，その発明に係る物質を製造することができ，かつ，これを使用することができなければならな

いところ，発明の詳細な説明中に有用性が明らかにされていなければ，当該発明に係る物質を使用す

ることはできず，したがって，その実施をすることができる程度に明確かつ十分に，発明の詳細な説

明に記載する必要があるからである。 

…本件明細書の全体を検討し，その他本件記録から把握できる従来技術や本件出願の原出願優先日

当時の技術常識を勘案しても，発明の詳細な説明において，上記５０余りの実施例の結果から，当業

者にその有用性，すなわち，明白な識別性が認識できる程度のものとなっているものと認めるに足り

ない。 

 

 （1） 特許法３６条６項１号の記載要件は，特許請求の範囲に対して発明の詳細な説明による裏

付けがあるか否かという問題であり，…同条４項の記載要件の議論とは，いわば表裏一体の問題とい

うことができる。 

 …本願発明は，…特許請求の範囲において，「本件ＯＢ遺伝子に高度の厳密性の条件下でハイブリ

ダイズする能力を有する」という性質又は作用効果を有する本件核酸分子であれば，すべて，本願発

明に含まれるような形になっているところ，…本件明細書の発明の詳細な説明において，…５０余り

の実施例の結果から，当業者にその有用性，すなわち，明白な識別性が認識できる程度のものとなっ

ているものと認めるに足りず，また，一部の核酸分子が有用性を有しないという客観的な事情が存在

するのである。 

 …遺伝子に関する発明は，有用性が明らかにされて初めて産業上利用できる発明として認めるべき

ものであるのに，明細書の発明の詳細な説明に記載された有用性の明らかな核酸分子のみならず，有

用性を有しない核酸分子をも包含している本願発明の特許請求の範囲は，発明の詳細な説明に記載さ

れた発明を超えるものを記載していることとなり，同条６項１号の記載要件を満たしていないことが

明らかである。 

 …本願発明は，本件核酸分子が塩基配列などによって物質構造の面から特定されていないため，発

明の外延が不明りょうとなりかねないという問題を含んでいるのであり，あえてそのような形で特許

出願をしている以上，本件明細書の発明の詳細な説明には，特許請求の範囲記載の構成を満たす，す

べての「核酸分子」について，その有用性，すなわち，プローブやプライマーとして利用して本件Ｏ

Ｂ遺伝子を特異的に検出，増幅することができることが明らかであるように記載されていなければな

らないというほかない。… 

 …実験をしてみなければ当該発明かどうかが分からず，特定条件下でのハイブリダイズ実験という

確認作業を必要とするというのであれば，当該発明は，発明の詳細な説明に記載されているといえな

いのであり，… 
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(21-2)-2 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節4.1.2 

裁判例 

分類 

21-2:実施可能要件とサポート要件について 

キーワード 実施可能要件とサポート要件の関係について 

 

１．書誌的事項 

事件 「医薬」（無効審判） 

知財高判平成24年4月11日（平成23年（行ケ）第10147号） 

出典 裁判所ウェブサイト、判例時報2154号105頁 

出願番号 特願平9-360756号（特開平10-167986号公報） 

分類 A61K 31/4439 

結論 認容 

関連条文 （旧）第36条第4項、第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 滝澤孝臣裁判長、井上泰人裁判官、荒井章光裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、ピオグリタゾン（インスリン感受性増強剤）と、ビグアナイド剤またはグリメピリド

（ＳＵ剤）を配合する、糖尿病治療用の医薬に関する。いわゆる、二薬剤の併用の発明である。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示（判決の認定） 

 「本件各発明の特許請求の範囲の記載及び本件明細書の記載によれば，本件各発明は，糖尿病治療

に当たって，薬剤の単独の使用には，十分な効果が得られず，あるいは副作用の発現などの課題があ

った一方で，インスリン感受性増強剤でありほとんど副作用がないピオグリタゾンを，嫌気性解糖促

進作用等を有するビグアナイド剤（フェンホルミン，メトホルミン又はブホルミン）や，あるいは膵

β細胞からのインスリン分泌促進作用を有するＳＵ剤であるグリメピリドと組み合わせた医薬につい

ては知られていなかったことから，ピオグリタゾンとそれ以外の作用機序を有するビグアナイド剤又

はピオグリタゾンとを組み合わせることで，薬物の長期投与においても副作用が少なく，かつ，多く

の糖尿病患者に効果的な糖尿病予防・治療薬又は医薬組成物とすることをその技術的思想とするもの

であるといえる。 

 そして，本件明細書には，前記(1)オ及びクに記載のとおり，塩酸ピオグリタゾンとＳＵ剤であるグ

リベンクラミドとの併用実験に関する記載があるが，ピオグリタゾンとビグアナイド剤との併用実験

や，ピオグリタゾンとＳＵ剤であるグリメピリドとの併用実験に関する記載はない。」（判決より抜粋） 

 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=10
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/189/082189_hanrei.pdf
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（３）考慮された技術常識等（判決の認定） 

 「以上の本件明細書及び引用例等の各文献の記載によれば，少なくとも，①非インスリン依存性糖

尿病（ＮＩＤＤＭ）に対して，従前，主に膵β細胞からのインスリン分泌を促進するＳＵ剤であるグ

リベンクラミドの投与がされてきており，新たなＳＵ剤としてグリメピリドも存在すること，…⑤Ｓ

Ｕ剤，インスリン感受性増強剤，α－グルコシダーゼ阻害剤及びビグアナイド剤は，…いずれも血糖

値の降下に関する作用機序が異なることについては，本件優先権主張日及び本件出願日に先立つ複数

の文献におおむね同じ趣旨の記載があることから，いずれもその当時の糖尿病又は糖尿病性合併症の

予防・治療薬に関する当業者の技術常識であったと認めることができる。」（判決より抜粋） 

 

（４）特許請求の範囲（訂正後）（請求項1及び7のみ記載）（順に「本件発明1」、「本件発明7」） 

【請求項１】ピオグリタゾンまたはその薬理学的に許容しうる塩と，ビグアナイド剤とを組み合わせ

てなる，糖尿病または糖尿病性合併症の予防・治療用医薬。 

【請求項７】０．０５～５mg/kg体重の用量のピオグリタゾンまたはその薬理学的に許容しうる塩と，

グリメピリドとを組み合わせてなる，糖尿病または糖尿病性合併症の予防・治療用医薬。 

 

（５）手続の経緯 

平成22年5月11日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2010-800088号） 

平成22年7月27日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成23年3月22日 ： 「訂正を認める。請求項１…に係る発明についての特許は無効とする。請求

項７に係る発明についての審判請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …審決の理由は，要するに，①本件発明１…についての特許は，平成１４年法律第２４号による改

正前の特許法（以下「法」という。）３６条４項の規定する実施可能要件及び同条６項１号の規定す

るサポート要件に違反してされたものである，②本件発明７…についての特許は，実施可能要件及び

サポート要件に違反しない… 

 …ピオグリタゾンとスルフォニール尿素剤（ＳＵ剤）であるグリベンクラミドとの併用についての

薬理試験結果（実験例２）を具体的に記載した本件明細書の記載と，ＳＵ剤に係る技術常識とに基づ

いて，本件発明７をどのように実施するかを当業者が理解することができるから，本件発明７…につ

いて本件明細書には実施可能要件及びサポート要件の違反がない…。 

 …本件発明１…のビグアナイド剤が，本件明細書に記載のＳＵ剤（グリメピリド）やα－グルコシ

ダーゼ阻害剤（ボグリボース）とは異なる糖尿病治療薬…として当業者に認識されており，…異なる

薬効の作用機序をも備えて…ＳＵ剤やα－グルコシダーゼ阻害剤による糖尿病治療に関して新たに

判明した事項が直ちにビグアナイド剤についても当てはまるとは認識できず，したがって当業者がこ

れらの事項に関する本件明細書に記載の教示及び技術常識に基づいて本件発明１の実施の当否を判

断できず，また，本件発明１が本件明細書により当業者が認識できる範囲を超えている…。 
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判決  ※以下、斜体文字は、抜粋に付加した事項である。 

原告の主張 

１ …本件発明７…に係る実施可能要件及びサ

ポート要件について… 

 …明細書の発明の詳細な説明には，出願に係る

発明が公知技術を基礎として容易に到達するこ

とができない技術内容を含んだ発明であること

を当業者が理解できるように解決課題及び解決

手段，すなわち発明の効果が記載されている必要

がある。 

 そして，本件明細書には，本件発明７のグリメ

ピリドとは異なるＳＵ剤であるグリベンクラミ

ドとピオグリタゾンとの併用しか記載されてい

ない… 

 したがって，本件明細書には，発明の効果が記

載されておらず，実施可能要件及びサポート要件

を充足しない。 

３ 本件発明１に係る実施可能要件及びサポー

ト要件について 

(2) ビグアナイド剤とα－グルコシダーゼ阻害

剤の作用機序は，異なるものであり，…α－グル

コシダーゼ阻害剤の効果の記載からビグアナイ

ド剤の効果を期待することは，困難であった…。 

 以上のとおり，ボグリボースのようなα－グル

コシダーゼ阻害剤やグリベンクラミドのような

ＳＵ剤を用いた糖尿病治療に関して新たに判明

した事項が，直ちにビグアナイド剤による糖尿病

治療についても当てはまると当業者が認識でき

たとは，到底認められない。 

 したがって，本件明細書は，本件発明１…につ

いてサポート要件を満たすものではない。 

被告の主張 

１ 本件発明７に係る実施可能要件及びサポート

要件について 

 …本件明細書には，ピオグリタゾンとα－グル

コシダーゼ阻害剤であるボグリボースとの併用投

与（実験例１）及びピオグリタゾンとＳＵ剤であ

るグリベンクラミドとの併用投与（実験例２）に

ついて，単独投与と対比した場合の血糖降下作用

の顕著な増強が実証されている。 

 そして，グリメピリドは，グリベンクラミドと

同じＳＵ剤に分類され，…ピオグリタゾンとグリ

メピリドとの併用効果を十分に推認させる。 

 …本件明細書は，本件発明７…について，その

併用効果を記載しており，記載不備の問題はない。 

３ …本件発明１…に係る実施可能要件及びサポ

ート要件について… 

 …医薬発明の実施可能性…は，当該発明の技術

上の意義を理解した上で，それが発明の詳細な説

明に記載されているか否かを，明細書の開示を含

めた一切の事情に照らして判断するものであっ

て，薬理データの記載があるか否かのみによって

判断されるものではない。 

 むしろ，ピオグリタゾン及びビグアナイド剤は，

いずれも本件優先権主張日当時，公知の物質であ

り，当業者であれば製造が可能であるし，本件明

細書の記載に基づけば，両者の組み合わせにより

糖尿病の予防・治療薬として製造・使用等するこ

とができるのは明白である。 

 …医薬発明のサポート要件…は，発明の詳細な

説明の記載と特許請求の範囲とを対比した上で，

出願時の技術常識に照らして，発明の詳細な説明

の記載により当該発明の課題を解決できると当業

者が認識できる範囲のものであるか否かを検討し

て判断するものであって，薬理データの記載の有

無で判断するものではない。 

 …本件明細書の開示及び出願時の技術常識に照
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らせば，当業者は，ピオグリタゾンとビグアナイ

ド剤との組み合わせについても併用効果（本件各

発明の技術上の意義）を期待できる。 

 …本件明細書には，インスリン感受性増強剤（ピ

オグリタゾン）と，…インスリン感受性増強剤と

は異なる作用機序を有する他の糖尿病予防・治療

薬との組合せにより，単独投与よりも一層効果的

に血糖を低下させ，糖尿病や糖尿病治療性合併症

を効果的に予防又は治療できること…を見出し，

実証した…という本件各発明の技術上の意義が明

記されている…といえるから，特許請求の範囲に

記載された発明（本件発明１…）の課題が解決さ

れるものと認識しうる程度の記載が存在するとい

える。 

裁判所の判断 

(1) 実施可能要件について 

 …物の発明における発明の実施とは，その物を生産，使用等をすることをいうから…明細書及び図

面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき当業者がその物を製造することができるのであれば，上

記の実施可能要件を満たすということができる… 

 …本件各発明が実施可能であるというためには，…本件明細書の記載及び本件出願日当時の技術常

識に基づき当業者が本件各化合物を製造することができる必要があるというべきである…各薬剤や，

ピオグリタゾンの薬理学的に許容し得る塩は，いずれもその当時，ＮＩＤＤＭに対する薬剤として既

に製造可能となっていたことが明らかである。 

 したがって，本件明細書は，本件発明１…及び７について，実施可能要件を満たすものであること

が明らかである。 

(2) サポート要件について 

 …特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と

発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載

された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範

囲内のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該

発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである… 

 …作用機序が異なる薬剤を併用する場合，通常は，薬剤同士が拮抗するとは考えにくいから，併用

する薬剤がそれぞれの機序によって作用し，それぞれの効果が個々に発揮されると考えられる… 

…当業者は，インスリン感受性増強剤であるピオグリタゾン又はその薬理学的に許容し得る塩の投与

により血糖値の降下を発生させる場合に，併せてこれとは異なる作用機序で血糖値を降下させるビグ

アナイド剤であるフェンホルミン，メトホルミン又はブホルミンも投与すれば，ピオグリタゾンとは

別個の作用機序で，やはり血糖値の降下を発生させることができ，もって本件各発明の課題である糖
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尿病に対する効果が得られることを当然想定できるものというべきである。 

…本件明細書の記載は，本件出願日当時の技術常識に照らすと当業者が本件各発明の前記課題を解決

できると認識できる範囲内のものであるから，本件発明１…は，本件明細書に記載されたものである

ということができる。 

…本件明細書は，本件発明１…について，サポート要件に違反するものではない 
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(21-2)-3 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節4.1.2 

裁判例 

分類 

21-2:実施可能要件とサポート要件について 

キーワード 実施可能要件とサポート要件の関係について 

 

１．書誌的事項 

事件 「ヒンダードフェノール性酸化防止剤組成物」（査定不服審判） 

知財高判平成24年10月29日（平成24年（行ケ）第10076号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2002-72173号（特開2002-31717号公報） 

分類 C09K 15/08 

結論 認容 

関連条文 第36条第4項第1号、第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 塩月秀平裁判長、真辺朋子裁判官、田邉実裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、従来のメチレン架橋化多環ヒンダードフェノール性酸化防止剤組成物よりも、向上した

酸化安定性、向上した油溶解性、低い揮発性及び低い生物蓄積性を有するものを得るためのものであり、

本非常に低レベルのオルソ-tert-ブチルフェノール（OTBP）、2,6-ジ-tert-ブチルフェノール（DTBP）

及び2,4,6-トリ-tert-ブチルフェノール（TTBP）の単環ヒンダードフェノール化合物を含有するヒンダ

ードフェノール性酸化防止剤組成物に関するものである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

 「…「本発明のヒンダードフェノール性組成物は，本発明の範囲外の量の単環ヒンダードフェノール

化合物を含有するヒンダードフェノール性組成物に比べて，本ヒンダードフェノール化合物を含有す

る・・・燃料および潤滑剤組成物に向上した酸化安定性を与える」（段落【０００１】）、「【解決す

べき課題】ＯＴＢＰ及びＤＴＢＰは，製造後の生成物中に残る多環ヒンダードフェノール性酸化防止剤

の出発材料である。ＴＴＢＰは一般に，多環ヒンダードフェノール性酸化防止剤を調製するために使用

されるＯＴＢＰおよびＤＴＢＰ中に混入物として見いだされる。これらの単環ヒンダードフェノール化

合物は水溶性であり，そして多環ヒンダードフェノール性酸化防止剤よりも揮発性である。多環ヒンダ

ードフェノール性酸化防止剤はそのより高い分子量により，水溶性が一層低く，しかも揮発性が低い。」

（段落【０００８】）、「さらにこれらの酸化防止剤は向上した油溶解性を有し，そして適切な・・・

プロセス油中にブレンドすることにより液状で容易に取り扱うことができる。」（段落【００１０】）、

「このような条件下で製造した多環ヒンダードフェノール性酸化防止剤は，潤滑剤中で効果的な酸化防

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=10
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/681/082681_hanrei.pdf
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止剤である組成物を与え，低い揮発性および低い生物蓄積性を有し，そして油希釈として・・・容易に

取り扱える。」（段落【００２０】）と記載されている…」（判決より抜粋） 

 

（３）考慮された技術常識等（判決の認定） 

 「酸化防止作用を示す成分が揮発することによって減少すれば，組成物の酸化防止能も減少するので，

組成物中の揮発性の成分の量を減らすことにより組成物の酸化防止能が向上することも，当業者の技術

常識に沿った…。」（判決より抜粋） 

 

（４）特許請求の範囲（補正後）（本願発明） 

【請求項１】化合物の混合物を含んで成るヒンダードフェノール性酸化防止剤組成物であって、該化合

物の混合物が、式 

【化1】 

 

 

 

 

 式中，ｎは少なくとも０，１，２，および３であり，場合により３より多い， 

の複数の化合物を含んで成り；そして組成物が非希釈基準で， 

(a)3.0重量％未満のオルソ-tert-ブチルフェノール， 

(b)3.0重量％未満の2,6-ジ-tert-ブチルフェノール，および 

(c)50ppm未満の2,4,6-トリ-tert-ブチルフェノールを含む， 

上記組成物。 

 

（５）手続の経緯 

平成20年6月9日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2008-14384号） 

平成23年9月5日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成23年10月11日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …発明の詳細な説明には，本願発明の組成物を具体的に製造し，その酸化安定性，油溶解性，揮発

性及び生物蓄積性について確認し，上記課題を解決できることを確認した例は記載されていないか

ら，本願発明が，発明の詳細な説明の記載により，上記課題を解決できると認識できるものとはいえ

ない。 

 また，従来のヒンダードフェノール系酸化防止剤よりも低レベルの単環ヒンダードフェノール化合

物，すなわち，「(a)3.0重量％未満のオルソ-tert-ブチルフェノール，(b)3.0重量％未満の2,6-ジ

-tert-ブチルフェノール，および(c)50ppm未満の2,4,6-トリ-tert-ブチルフェノールを含む」ことに
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より，「酸化安定性，油溶解性，揮発性及び生物蓄積性」が改良されることが，当業者であれば，出

願時の技術常識に照らし認識できるといえる根拠も見あたらない。そうすると，具体的に確認した例

がなくとも，当業者が出願時の技術常識に照らし，本願発明の課題を解決できると認識できるとはい

えない。 

 本願発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該

発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるとは認められないし，また，その記載や示唆

がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のも

のであるとも認められないから，この出願の特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項１号に適合

しない。 

判決 

原告の主張 

 …「特許請求の範囲」に記載された技術的事項

は，その全範囲にわたって「発明の詳細な説明」

に記載されている。 

 …単環化合物がポリフェノール化合物の混合

物中に含有されたときに，より揮発性でより水溶

性でより油溶解性が低いという影響をもたらす

ことが技術常識であることに鑑みれば，当業者

は，請求項１の(a)～(c)に定義されるような少量

の単環ヒンダードフェノールを含むことを特徴

とする本願発明の組成物が，向上した油溶解性お

よび低い揮発性を有すると認識し，潤滑油の使用

期間中に失われる揮発性成分が少ない向上した

酸化防止剤であると認識するものである。低い揮

発性を有する組成物が向上した酸化防止剤の課

題を解決できることについては段落【００２２】

の記載によっても裏付けられている。したがっ

て，特許請求の範囲に記載された発明は，当業者

が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を

解決できると認識できる範囲のものである。 

被告の主張 

 …本願発明の組成物の具体的な製造，を確認し

た例は記載されておらず，これらが技術常識によ

り当然に予想できるとする技術的根拠も記載さ

れていないのであるから，本件出願の「特許請求

の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に

記載された発明」であるということはできない。 

 …ＤＴＢＰ単量体の具体的入手手段について

何ら明らかにされていない発明の詳細な説明の

記載に基づいて，本願発明の組成物を具体的に製

造できるとは到底いえない。 

 従来のヒンダードフェノール系酸化防止剤に

不純物として含まれる単環化合物は，ごく少量で

あるところ，もともとごく少量しか含まれていな

い単環化合物の量をさらに低減したからといっ

て，従来のものと比較して，向上した油溶解性及

び低い揮発性について，有意な差異をもたらし得

る程の効果を奏するとまでは認識することはで

きない。 

 …発明の詳細な説明には，「向上した酸化安定

性，及び低い生物蓄積性」という，本願発明の課

題を達成し得ることの技術的裏付けが記載され

ていないし，「向上した酸化安定性，及び低い生

物蓄積性」という本願発明の課題を達成し得るこ

とが技術常識により当然に予想できるとする技

術的根拠も記載されていない。 
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裁判所の判断 

 …発明の詳細な説明には，非常に低レベルのＯＴＢＰ，ＤＴＢＰ及びＴＴＢＰの単環ヒンダードフ

ェノール化合物を含有することによって，従来のメチレン架橋化多環ヒンダードフェノール性酸化防

止剤組成物よりも向上した油溶解性を有する組成物を得ることができ，また，低い揮発性を有し，そ

の結果，向上した酸化安定性を有する組成物を得ることができる点が記載されているということがで

きるから，発明の詳細な説明の記載から，本願発明の構成を採用することにより本願発明の課題が解

決できると当業者は認識することができる。 

 したがって，発明の詳細な説明は，請求項１に係る発明について，その発明の課題を解決できると

当業者が認識できる範囲のものとして記載されているということができるから，請求項１に係る発明

は発明の詳細に記載されているということができる。これとは異なるサポート要件に関する審決の判

断には誤りがある。 

 被告の主張は，従来のヒンダードフェノール系酸化防止剤に不純物として含まれる単環化合物（Ｄ

ＴＢＰ，ＯＴＢＰ及びＴＴＢＰ）がごく少量であることを前提とするものである。しかし，発明の詳

細な説明には，…の記載があるところ，これらの記載からすると，従来のヒンダードフェノール系酸

化防止剤は，ＴＴＢＰを不純物として含有するＤＴＢＰ及びＯＴＢＰをその製造原料として使用する

ものなので，その調製物には一定量以上の未反応のＤＴＢＰ及びＯＴＢＰや不純物のＴＴＢＰを含ん

でいるものと認められる。そうすると，従来のヒンダードフェノール系酸化防止剤が不純物として含

む単環化合物（ＤＴＢＰ，ＯＴＢＰ及びＴＴＢＰ）がごく少量であるとまではいえないというべきで

あって，従来のヒンダードフェノール系酸化防止剤に不純物として含まれる単環化合物はごく少量で

あることを前提とする被告の主張は採用することはできない。 

 …発明の詳細な説明には，生物蓄積性についての課題が解決できることを示す記載はない。しかし，

発明の詳細な説明の記載から、本願発明についての複数の課題を把握することができる場合，当該発

明におけるその課題の重要性を問わず，発明の詳細な説明の記載から把握できる複数の課題のすべて

が解決されると認識できなければ，サポート要件を満たさないとするのは相当でない。 

 …発明の詳細な説明の記載と出願時の技術常識からは本願発明に係る組成物を製造することはで

きないというのであれば，これは特許法３６条４項１号（実施可能要件）の問題として扱うべきもの

である。審決は，本件出願が特許法３６条６項１号（サポート要件）に規定する要件を満たしていな

いことを根拠に拒絶の査定を維持し，請求不成立との結論を出したものであるから，被告の上記主張

は，審決の判断を是認するものとしては採用することができない。なお，被告は本願発明の具体的な

製造を確認した例の記載はないと主張するが，サポート要件が充足されるには，具体的な製造の確認

例が発明の詳細な説明に記載されていることまでの必要はない。 
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(21-2)-4 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節4.1.2 

裁判例 

分類 

21-2:実施可能要件とサポート要件について 

キーワード 実施可能要件とサポート要件の関係について 

 

１．書誌的事項 

事件 「液体調味料の製造方法」（無効審判） 

知財高判平成25年4月11日（平成24年（行ケ）第10299号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2006-49713号（特開2006-314316号公報） 

分類 A23L 1/238 

結論 一部取消、一部棄却 

関連条文 第36条第4項第1号、第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 土肥章大裁判長、井上泰人裁判官、荒井章光裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、液体調味料の加熱処理を行う前に血圧降下作用を有する物質であるＡＣＥ阻害ペプチ

ド又はコーヒー豆抽出物を混合し、次いで加熱処理を行うか、あるいはこれらの物質を混合しながら

液体調味料を加熱処理するなどして、血圧降下作用を有する物質を日常的に摂取する食品である液体

調味料に配合した場合の風味変化を改善し、風味の一体感付与を図り、メニューによる風味の振れが

少なくて継続的な摂取が容易な、血圧降下作用等の薬理作用を高いレベルで発揮する液体調味料及び

その簡単な製造方法を実現するものである（なお、ＡＣＥ阻害ペプチドとはアンジオテンシン変換阻

害活性を有するペプチドを指す。）。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示（判決の認定） 

「ＡＣＥ阻害ペプチドの配合量は，血圧降下作用及び風味の点から液体調味料中０．５～２０％，更

に１～１０％，特に２～５％が好ましい（【００３０】）。」（判決より抜粋） 

「本件明細書の発明の詳細な説明には，…血圧降下作用を有する物質として，ポリフェノール類，Ａ

ＣＥ阻害ペプチド，交感神経抑制物質，…等が列記されており（【００１３】），コーヒー豆抽出物がポ

リフェノール類の一種であるクロロゲン酸類を含有しており（【００１４】【００１７】），γ－アミノ

酪酸が交感神経抑制物質の一種であること（【００３１】）のほか，…コーヒー豆抽出物（【００６４】

～【００７０】【００７３】【００７５】【００７６】【表１】）又はγ－アミノ酪酸（【００６４】【００

６５】【００７０】～【００７２】【００７４】【００７７】【００７８】【表２】）を本件発明における

血圧降下作用を有する物質として液体調味料に混合して加熱処理した場合にも，液体調味料の風味変

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=10
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/186/083186_hanrei.pdf
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化を改善し，本件発明の解決すべき課題を解決できることが実施例をもって記載されている。」 

（判決より抜粋） 

 

（３）考慮された技術常識、追加の試験結果等 

（ⅰ）乙１ないし乙３：本件明細書【０００５】に記載の特許文献1ないし特許文献3（判決の認定） 

 「生理活性機能を有する素材の一つとして，血圧降下作用を有する物質がある。なかでも食品中に

含まれ安全性の高い物質として，ペプチド，γ－アミノ酪酸，クロロゲン酸，コーヒー豆抽出物等が

あり，これらを含有する高血圧に有効な食品が提案されている（乙１～３）」（判決より抜粋） 

（ⅱ）甲１７：実験データ 

ＡＣＥ阻害ペプチドを添加して加熱処理した液体調味料の風味が改善されたことを示す本件出願後

に行われた試験結果の報告書 

 

（４）特許請求の範囲（訂正後）（請求項1及び6のみ記載）（順に「本件発明1」、「本件発明6」） 

【請求項１】工程（Ａ）：生醤油を含む調味液と，コーヒー豆抽出物，及びアンジオテンシン変換阻害

活性を有するペプチドから選ばれる少なくとも１種の血圧降下作用を有する物質とを混合する工程と，

／工程（Ｂ）：工程（Ａ）の後に生醤油を含む調味液と，コーヒー豆抽出物，及びアンジオテンシン変

換阻害活性を有するペプチドから選ばれる少なくとも１種の血圧降下作用を有する物質との混合物を

その中心温度が６０～９０℃になるように加熱処理する工程／を行うことを含む液体調味料の製造方

法。 

【請求項６】血圧降下作用を有する物質がコーヒー豆抽出物である請求項１～５のいずれか１項に記

載の液体調味料の製造方法。 

 

（５）手続の経緯 

平成23年11月14日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2011-800233号） 

平成24年6月21日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成24年7月13日 ： 「訂正を認める。本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …②本件明細書の発明の詳細な説明は，当業者が本件発明を実施することができる程度に明確かつ

充分に記載したものであり，特許法３６条４項１号に規定する要件（いわゆる実施可能要件）を満た

す，③本件発明は，本件優先日前の技術常識に照らせば，実質，本件明細書の発明の詳細な説明に記

載された範囲のものであり，同条６項１号に規定する要件（いわゆるサポート要件）を満たす… 

判決 

原告の主張 

…審査基準によれば，一般に，化学物質のよう

に物の構造や名称からその物をどのように作り，

被告の主張 

…物の発明（本件発明９）について，実施をす

ることができるとは，その物を作ることができ，
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どのように使用するかを理解することが比較的

困難な技術分野に属する発明については，当業者

がその発明の実施をすることができるように発

明の詳細な説明を記載するためには，通常，１つ

以上の代表的な実施例が必要であるし，医薬等の

ように物の性質等を利用した用途発明において

は，通常，用途を裏付ける実施例が必要である。

…しかるに，本件明細書は，上記実施例がないか

ら，実際にＡＣＥ阻害ペプチドを一定量配合した

液体調味料が風味の改善と血圧降下作用の発揮

という相反する作用効果を適切に発揮させるた

めに当業者に期待し得る程度を越える試行錯誤

を要求させるものである。 

 

 …甲１７には，ＡＣＥ阻害ペプチドを含有する

液体調味料が血圧降下作用を有することを示す

データが一切記載されていないなど様々な問題

点がある（なお，本件明細書に記載の事項につい

て求められる実験データは，甲１７のように新た

に作成されたものではなく，出願当初の実験デー

タであるべきである。）。 

 課題に照らすと…本件明細書のサポート要件

の充足性を判断するに当たっては，実際にＡＣＥ

阻害ペプチドを配合した液体調味料（本件発明

９）を用いて血圧降下作用の評価試験を行わなけ

ればならないというべきである。しかるに，本件

明細書には，そのような実施例の記載がないばか

りか，乙１ないし３及び甲１７は，前記のとおり

ＡＣＥ阻害ペプチドを配合した液体調味料が血

圧降下作用を有する実験データを示していない

から…本件明細書は，サポート要件に適合しない

ことが明らかである。 

かつ，その物を使用できることであるから，発明

の詳細な説明にも，これらが可能となるように記

載する必要がある。…このような意味において，

本件明細書には，当業者が本件発明１ないし９を

実施可能な程度に明確かつ十分な記載がされてお

り，本件審決の認定判断は，正当である。 

 

 …本件明細書には，本件発明に用いられる血圧

降下作用を有する物質としてＡＣＥ阻害ペプチド

が好ましいこと（【００１３】）…のほか，ＡＣＥ

阻害ペプチドの配合量について，「血圧降下作用及

び風味の点から液体調味料中０．５～２０％，更

に１～１０％，特に２～５％が好ましい。」との具

体的な数値（【００３０】）が，それぞれ記載され

ており… 

 …ＡＣＥ阻害ペプチドに苦味等があることは，

本件優先日前に周知の事項であるし，甲１７は，

ペプチドを添加して加熱処理した液体調味料の風

味が改善されたことを示しているから，本件明細

書の記載（【００３０】）を裏付けるものである。

なお，甲１７は，本件明細書に記載された技術的

内容を確認したものであるにすぎない。 

裁判所の判断 

…物の発明における発明の実施とは，その物の生産，使用等をする行為をいうから（同項１号），

物の発明については，明細書にその物を製造する方法についての具体的な記載が必要であるが，その

ような記載がなくても明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき当業者がその物を

製造することができるのであれば，上記の実施可能要件を満たすということができる。…本件発明９
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は，本件発明１ないし８のいずれかの方法により製造した液体調味料という物の発明であるが，以上

のとおり，本件明細書の発明の詳細な説明には，これに接した当業者が本件発明１ないし８の使用を

可能とする具体的な記載がある以上，当業者は，本件発明９を製造することができるものといえる。 

 

 …本件明細書の発明の詳細な説明に列記された…血圧降下作用を有する物質の間には，その化学構

造に何らかの共通性を見いだすことができず，その風味にも共通性が見当たらないばかりか，発明の

詳細な説明において実施例について記載のあるクロロゲン酸類及びγ－アミノ酪酸は，いずれもＡＣ

Ｅ阻害ペプチドと共通する化学構造を有するものではなく，また，ＡＣＥ阻害ペプチドと共通する風

味を有するものでもないことに加え，上記血圧降下作用を有する物質の風味とその血圧降下作用に関

連性がないこともまた，技術常識に照らして明らかである。 

 以上によれば，本件明細書の発明の詳細な説明に，コーヒー豆抽出物及びγ－アミノ酪酸を本件発

明における血圧降下作用を有する物質として液体調味料に混合して加熱処理した場合の実施例があ

り，それにより液体調味料の風味変化を改善し，本件発明の解決すべき課題を解決できることが示さ

れているとしても，これらは，ＡＣＥ阻害ペプチドを本件発明における血圧降下作用を有する物質と

して液体調味料に混合し加熱処理した場合に，液体調味料の風味変化の改善という本件発明の解決す

べき課題を解決できることを示したことにはならない。 

 その他，本件明細書の発明の詳細な説明には，ＡＣＥ阻害ペプチドを本件発明における血圧降下作

用を有する物質として液体調味料に混同して加熱処理をした場合に，上記課題が解決されたことを示

す記載はない以上，本件明細書の発明の詳細な説明に接した当業者は，血圧降下作用を有する物質と

してＡＣＥ阻害ペプチドを使用した場合を包含する本件発明１ないし５及び９が，液体調味料の風味

変化の改善という課題を解決できると認識することができるとはいえず，また，当業者が本件出願時

の技術常識に照らして本件発明の課題を解決できると認識できることを認めるに足りる証拠もない。 

 …被告は，本件発明１ないし５及び９がサポート要件を満たす根拠として，ＡＣＥ阻害ペプチドを

添加して加熱処理した液体調味料の風味が改善されたことを示す本件出願後に行われた試験結果の

報告書（甲１７）が，本件明細書に記載された技術的内容を確認し，かつ，裏付けるものであると主

張する。 

しかしながら…本件明細書の発明の詳細な説明には，その他にＡＣＥ阻害ペプチドを本件発明にお

ける血圧降下作用を有する物質として液体調味料に混同して加熱処理をした場合に，上記課題が解決

されたことを示す記載はなく，また，このことを示す技術常識も見当たらない以上，サポート要件の

適否の判断に当たって，本件出願後にされた試験の結果を参酌することはできない。 

 以上によれば，血圧降下作用を有する物質として専らコーヒー豆抽出物を使用した本件発明６ない

し８は…サポート要件を満たすものといえる一方，血圧降下作用を有する物質として，コーヒー豆抽

出物に加えてＡＣＥ阻害ペプチドを使用する場合を包含する本件発明１ないし５及び９は…発明の

詳細な説明の記載により当業者がその課題を解決できると認識できるものではなく，また，当業者が

本件出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できるものであるともいえない

から，サポート要件を満たすものとはいえない。 
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(21-2)-5 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節4.1.2 

裁判例 

分類 

21-2:実施可能要件とサポート要件について 

キーワード 実施可能要件とサポート要件の関係について 

 

１．書誌的事項 

事件 「ポリイミドフィルムおよびそれを基材とした銅張積層体」（無効審判） 

知財高判平成27年4月28日（平成25年（行ケ）第10250号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2010-180128号（特開2011-12270号公報） 

分類 H05K 1/03 

結論 認容 

関連条文 第36条第4項第1号、第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 富田善範裁判長、大鷹一郎裁判官、田中芳樹裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

【課題】寸法安定性に優れ、ファインピッチ回路用基板、特にフィルム幅方向に狭ピッチに配線され

るＣＯＦ（Ｃｈｉｐ ｏｎ Ｆｉｌｍ）用に好適なポリイミドフィルム及びそれを基材とした銅張積層

体を提供する。 

【解決手段】フィルムの機械搬送方向（ＭＤ）の熱膨張係数αＭＤが３～１０ｐｐｍ／℃、幅方向（Ｔ

Ｄ）の熱膨張係数αＴＤが１０～２０ｐｐｍ／℃であることを特徴とするポリイミドフィルムであり、

また、上記のポリイミドフィルムを基材とし、この上に厚みが１～１０μｍの銅を形成させることを

特徴とした銅張積層体である。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

「【背景技術】 

【０００２】フレキシブルプリント基板や半導体パッケージの高繊細化に伴い，それらに用いられる

ポリイミドフィルムへの要求事項も多くなっており，例えば金属との張り合わせによる寸法変化やカ

ールを小さくすること，およびハンドリング性の高いことなどが挙げられ，ポリイミドフィルムの物

性として金属並の熱膨張係数を有すること及び高弾性率であること，さらには吸水による寸法変化の

小さいフィルムが要求され，それに応じたポリイミドフィルムが開発されてきた。 

【０００５】ところで近年，配線の微細化への対応で，銅貼り積層体は接着剤を用いない２層タイプ

（ポリイミドフィルム上に銅層が直接形成）が採用されている。これはフィルム上へのめっき法によ

り銅層を形成させる方法，銅箔上にポリアミック酸をキャストした後イミド化させる方法があるが，

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0101bm.pdf#page=10
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/069/085069_hanrei.pdf
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いずれもラミネーション方式のような熱圧着工程ではなく，したがってフィルムのＭＤの熱膨張係数

をＴＤより小さくする必要は無くなり，さらには２層タイプで主流をしめるＣＯＦ用途では，フィル

ムのＴＤに狭ピッチで配線されるパターンが一般的で，逆にＴＤの熱膨張係数が大きいとチップ実装

ボンディング時等で配線間の寸法変化が大きくなり，ファインピッチ化要求への対応が困難であった。

これに対応するにはフィルムの熱膨張係数をシリコンに近似させるほどに小さくさせるのが理想であ

るが，銅との熱膨張差異が生じるのでチップ実装のボンディング時をはじめとする加熱される工程に

よりひずみが生じるという問題がある。 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００７】本発明は，上述した従来技術における問題点の解決を課題として検討した結果なされた

ものであり，金属に近似した熱膨張係数を保持しつつ，フィルムＴＤの寸法変化を低減させることが

できるＣＯＦ用などのファインピッチ回路用基板に好適なポリイミドフィルムおよびそれを基材とし

た銅張り積層体の提供を目的とするものである。 

【課題を解決するための手段】 

【０００８】上記の目標を達成するために，本発明のポリイミドフィルムは，フィルムの機械搬送方

向（ＭＤ）の熱膨張係数αＭＤが１０～２０ｐｐｍ／℃，幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数αＴＤが３～

１０ｐｐｍ／℃であり，好ましくはαＭＤが１４～１８ｐｐｍ／℃，αＴＤが３～７ｐｐｍ／℃であ

ることを特徴とする。 

【発明の効果】 

【００１１】本発明のポリイミドフィルムは，フィルムのＴＤへの配向を進ませることで，この方向

の熱膨張係数を低く抑えることができ，かつＭＤの熱膨張係数は金属に近似した値を持ち，さらに加

熱収縮率も低く，また高い引っ張り弾性率を保持している。 

【発明を実施するための形態】 

【００３９】このようにして得られるポリイミドフィルム及びそれを基材とした銅張積層体は，フィ

ルムのＴＤへの配向を進ませることで，この方向の熱膨張係数を低く抑えることができ，かつＭＤの

熱膨張係数は金属に近似した値を持ち，さらに加熱収縮率も低く，また高い引っ張り弾性率を保持し

ているので，ファインピッチ回路用基板，特にフィルムのＴＤに狭ピッチに配線されるＣＯＦ（Ｃｈ

ｉｐ ｏｎ Ｆｉｌｍ）用に好適である。 

【実施例】 

【００５８】［実施例１］ 

５００ｍｌのセパルブルフラスコにＤＭＡｃ２３９．１ｇを入れ，ここにＰＰＤ４．５３ｇ（０．０

４２モル），４，４’－ＯＤＡ２１．５３ｇ（０．１０８モル），ＢＰＤＡ８．７９ｇ（０．０３０モ

ル），ＰＭＤＡ２６．０６ｇ（０．１１９モル）を投入し，常温常圧中で１時間反応させ，均一になる

まで撹拌してポリアミック酸溶液を得た。 

【００５９】続いて粒径０．０８μｍ未満及び２μｍ以上が排除された平均径０．３０μｍのシリカ

のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミドスラリーを前記ポリアミド酸溶液に樹脂重量当たり０．０３重量％

添加し，十分攪拌，分散させた。 

【００６０】その後このポリアミック酸溶液をマイナス５℃で冷却した後，ポリアミック酸溶液１０

０重量％に対して無水酢酸１５重量％とβ－ピコリン１５重量％を混合した。 
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【００６１】この混合液を，９０℃の回転ドラムに３０秒流延させた後，得られたゲルフィルムを１

００℃で５分間加熱しながら，走行方向に１．１倍延伸した。次いで幅方向両端部を把持して，２７

０℃で２分間加熱しながら幅方向に１．５倍延伸した後，３８０℃にて５分間加熱し，３８μｍ厚の

ポリイミドフィルムを得た。このポリイミドフィルムを２２０℃に設定された炉の中で２０Ｎ／ｍの

張力をかけて１分間アニール処理を行った後，各特性を評価した。 

フィルムＭＤの熱膨張係数αＭＤ：１５．８ｐｐｍ／℃ 

フィルムＴＤの熱膨張係数αＴＤ：４．８ｐｐｍ／℃ 

【００６２】［実施例２～１５］ 

実施例１と同様の手順で，芳香族ジアミン成分および芳香族テトラカルボン酸成分の原料及び比率，

シリカの添加量，平均粒子径を表１，２，３に示すように反応させ，それぞれポリアミック酸溶液を

得た後，横方向・縦方向の延伸倍率を表１，２，３のように行い実施例１と同じ操作で得られたポリ

イミドフィルムの各特性評価を行い，表１，２，３にその結果を示した。 

【００６７】［比較例１～４］ 

実施例１と同様の手順で，芳香族ジアミン成分および芳香族テトラカルボン酸成分，シリカの添加量，

平均粒子径を表４に示す割合でそれぞれポリアミック酸溶液を得た後，横方向・縦方向の延伸倍率を

表４のよう行い実施例１と同じ操作で得られたポリイミドフィルムの各特性評価を行い，表４にその

結果を示した。」 

 

（３）特許請求の範囲（請求項9のみ記載） 

【請求項９】パラフェニレンジアミン，４，４’－ジアミノジフェニルエーテルおよび３，４’－ジ

アミノジフェニルエーテルからなる群から選ばれる１以上の芳香族ジアミン成分と，ピロメリット酸

二無水物および３，３’－４，４’－ジフェニルテトラカルボン酸二無水物からなる群から選ばれる

１以上の酸無水物成分とを使用して製造されるポリイミドフィルムであって，該ポリイミドフィルム

が，粒子径が０．０７～２．０μｍである微細シリカを含み，島津製作所製ＴＭＡ－５０を使用し，

測定温度範囲：５０～２００℃，昇温速度：１０℃／ｍｉｎの条件で測定したフィルムの機械搬送方

向（ＭＤ）の熱膨張係数αＭＤが１０ｐｐｍ／℃以上２０ｐｐｍ／℃以下の範囲にあり，前記条件で

測定した幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数αＴＤが３ｐｐｍ／℃以上７ｐｐｍ／℃以下の範囲にあり，前

記微細シリカがフィルムに均一に分散されているポリイミドフィルム。 

 

（４）手続の経緯 

平成24年11月30日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2012-800199号） 

平成25年 7月30日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …① 本件明細書の発明の詳細な説明には，本件発明についての技術的な意義，本件発明に係るポ

リイミドフィルムを得るための一般的手段，４成分系のポリイミドフィルムについて具体的な実施例
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が各々記載されていて，本件発明における複数の選択肢の一つである４成分系のポリイミドフィルム

の発明に関しては，特許法３６条４項１号に規定する要件（以下「実施可能要件」ということがある。）

を満足していることは明らかである上，本件発明の２成分系のポリイミドフィルムについても，発明

の詳細な説明の記載及び本件原出願時の技術常識に基づいても実施できないという具体的な理由が

あるとまではいえないから，発明の詳細な説明は，本件発明を当業者が理解し，実施することができ

る程度に明確かつ十分に記載したものであるといえ，本件明細書の発明の詳細な説明の記載は，実施

可能要件を満足しているといえる， 

② 本件発明に関しての本件明細書の記載に基づき，本件原出願時における当業者の技術常識を踏ま

えれば，ポリイミドフィルムを構成する樹脂組成には無関係に，ポリイミドフィルムのＴＤ及びＭＤ

の熱膨張係数を特定値とすることで，本件特許発明の課題を解決できると理解できるものと認めら

れ，２成分系を含む「パラフェニレンジアミン，４，４’－ジアミノジフェニルエーテルおよび３，

４’－ジアミノジフェニルエーテルからなる群から選ばれる１以上の芳香族ジアミン成分と，ピロメ

リット酸二無水物および３，３’－４，４’－ジフェニルテトラカルボン酸二無水物からなる群から

選ばれる１以上の酸無水物成分とを使用して製造されるポリイミドフィルム」についての本件発明

が，当業者において，本件発明の課題を解決できると認識できるような記載があるといえるから，本

件発明は，発明の詳細な説明に記載された発明であって，特許法３６条６項１号に規定する要件（以

下「サポート要件」ということがある。）を満足しているといえる，… 

判決 

原告の主張 

…２成分系のポリイミドフィルムでは，ジアミ

ン成分は１種類に限定されているから，ジアミン

成分の配合比率を変えることによって熱膨張係

数を調整することができない。ＰＰＤ／ＢＰＤＡ

の２成分系について化学イミド化法を用いたポ

リイミドフィルムの熱膨張係数は低いため，延伸

をしない状態の熱膨張係数を６．５ｐｐｍ／℃～

１３．５ｐｐｍ／℃の範囲とすることができず，

そのため，本件明細書に基づきポリイミドフィル

ムの製造過程で延伸によって，本件発明９のＭＤ

とＴＤの熱膨張係数の範囲に調整することはで

きない。また，ＰＭＤＡ／ＯＤＡやＯＤＡ／ＢＰ

ＤＡの２成分系では逆に熱膨張係数の値が大き

すぎて，延伸をしない状態の熱膨張係数を６．５

ｐｐｍ／℃～１３．５ｐｐｍ／℃の範囲とするこ

とができず，そのため，延伸をしても，本件発明

９のＭＤとＴＤの熱膨張係数の範囲に調整する

ことはできない。 

被告の主張 

…ポリイミドフィルムについて最終的に得られ

る熱膨張係数は，延伸倍率に大きく影響されるほ

かに，延伸に際しての，溶媒含量，温度条件，延

伸速度等多くの条件に影響される。またフィルム

の厚さにも影響されることが甲９に記載されてい

る。したがって，上記の２成分系について，甲８

のデータのみに基づいて，本件発明９の熱膨張係

数の数値範囲を実現することができないと断定す

ることはできない。 

また，本件発明９の熱膨張係数とならない２成

分系ポリイミドフィルムが存在しても，それは，

本件発明９の範囲には含まれず，本件発明９の実

施品ではないから，そのような２成分系ポリイミ

ドフィルムが存在することは，本件発明９が実施

可能要件に違反することを意味するものではな

い。本件発明９は，ＣＯＦ用などのファインピッ

チ回路用基板に好適なポリイミドフィルムを提供

することを課題とし，特定の範囲の異方性のある
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このように，２成分系のポリイミドフィルムの

場合は，本件明細書に記載されている方法を用い

て，本件発明９の熱膨張係数の値を得ることは，

原理的にできない。 

 

…本件明細書が２成分系のポリイミドフィル

ムの本件発明を実施可能に記載していないので

あるから，本件発明は，本件明細書によってサポ

ートされていないことも明らかである。 

熱膨張係数を有するポリイミドフィルムによって

課題を解決する発明である。熱膨張係数の特定が

発明の本質であり，ポリイミド樹脂は公知のもの

であってよく，ポリイミドの製造に使用する化合

物の選択に本質がある発明ではない。ポリイミド

フィルムを製造するための原料の選択範囲は規定

されているけれども，その選択範囲において，所

定の数値範囲を充足するフィルムを得ることがで

きれば実施可能要件を充足する。請求項記載の芳

香族ジアミン成分と酸無水物成分のすべての材料

の範囲について，所定の熱膨張係数が達成できる

ことを充足する立証が必要であるとすることは合

理的でない。 

裁判所の判断 

…特に熱膨張係数の数値の大きい４，４’－ＯＤＡ／ＢＰＤＡ（前記アのとおり，甲８及び甲１０

によれば，Bifix の条件においても，熱膨張係数の数値は４５．６ｐｐｍ／℃である。）の２成分系

ポリイミドフィルムについて検討する。 

一般に，膜厚を薄くすると熱膨張係数が小さくなることが知られているから（甲９。訳文１頁），

甲８及び甲１０のような熱イミド化によるポリイミドフィルムにおいて，膜厚を薄くすることでさら

に熱膨張係数を下げることが可能であるとはいえるものの，どの程度まで下げることができるのかに

ついて，本件明細書には具体的な指摘がされていない。 

また，熱イミド化によるポリイミドフィルムの場合には，固形分量が多くなり延伸することが困難

とされている（甲１３の段落【００１８】）。そして，甲２９の実施例５のように，約１．０４倍程度

の延伸が可能であるとしても，４５．６ｐｐｍ／℃の熱膨張係数を３～７ｐｐｍ／℃という低い数値

まで下げることが可能であるとする根拠はなく，本件明細書にも何ら具体的な指摘がない。 

さらに，４，４’－ＯＤＡ／ＢＰＤＡの２成分系ポリイミドフィルムを化学イミド化により製造し

て，膜厚や延伸倍率等を調節したとしても，３～７ｐｐｍ／℃という低い数値まで下げることが可能

であるとする根拠はなく，本件明細書にも何ら具体的な指摘がない。 

被告は，この点について，ポリイミドフィルムについて最終的に得られる熱膨張係数は，延伸倍率

に大きく影響されるほかに，延伸に際しての，溶媒含量，温度条件，延伸速度等多くの条件に影響さ

れ，またフィルムの厚さにも影響されることが甲９に記載されているから，ＯＤＡ／ＢＰＤＡの２成

分系について，甲８のデータのみに基づいて，本件発明９の熱膨張係数の数値範囲を実現することが

できないと断定することはできない旨主張する。しかし，本件明細書は，具体的に溶媒含量，温度条

件，延伸速度等をどのように制御すれば熱膨張係数が本件発明９の程度まで小さくできるのかについ

て具体的な指針を何ら示していない。本来，実施可能要件の主張立証責任は出願人である被告にある

にもかかわらず，被告は，本件発明９の熱膨張係数の範囲を充足するＯＤＡ／ＢＰＤＡの２成分系ポ

リイミドフィルムの製造が可能であることについて何ら具体的な主張立証をしない。 
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したがって，本件明細書の記載及び本件優先日当時の技術常識を考慮しても，４，４’－ＯＤＡ／

ＢＰＤＡの２成分系フィルムについては，本件発明９の熱膨張係数の範囲とすることは，当業者が実

施可能であったということはできない。 

 

特許法３６条６項１号は，特許請求の範囲の記載について，特許を受けようとする発明が発明の詳

細な説明に記載したものであることを要件とし，発明の詳細な説明において開示された技術的事項と

対比して広すぎる独占権の付与を排除しているのであるから，特許請求の範囲の記載がサポート要件

に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲

に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者

が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か，また，発明の詳細な説明に記

載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる

範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものと解される。 

(2) そこで，特許請求の範囲の記載と本件明細書の発明の詳細な説明の記載とを対比するに，本件

発明９の特許請求の範囲の記載は前記第２の２の【請求項９】のとおりである。そして，本件明細書

の発明の詳細な説明には，前記２(3)のとおり，本件発明９は，金属に近似した熱膨張係数を保持し

つつ，フィルムＴＤの寸法変化を低減させることができるＣＯＦ用等のファインピッチ回路用基板に

好適なポリイミドフィルムを提供することを目的とするものであり（段落【０００２】，【０００５】，

【０００７】），当該課題を解決する手段として，フィルムのＴＤへの配向を進ませることで，この方

向の熱膨張係数を低く抑えることができ，かつＭＤの熱膨張係数は金属に近似した値を持ち，「フィ

ルムの機械搬送方向（ＭＤ）の熱膨張係数αＭＤが１０ｐｐｍ／℃以上２０ｐｐｍ／℃以下の範囲」

かつ「幅方向（ＴＤ）の熱膨張係数αＴＤが３ｐｐｍ／℃以上７ｐｐｍ／℃以下の範囲」とする構成

を採用することにより，ＣＯＦ用等のファインピッチ回路用基板に好適なポリイミドフィルムとなる

という効果を奏するものであり（段落【０００８】，【００１１】，【００３９】），実施例として，化学

イミド化により，ＰＰＤ／４，４’－ＯＤＡとＢＰＤＡ／ＰＭＤＡの４成分（実施例１～１０），ま

たは，ＰＰＤ／３，４’－ＯＤＡとＢＰＤＡ／ＰＭＤＡの４成分（実施例１１～１５）を含むゲルフ

ィルムとし，ＭＤに１．１倍，ＴＤに１．５倍延伸してポリイミドフィルムを製造したところ，本件

発明９の熱膨張係数を満たし，「フィルムＴＤの寸法変化率」と「カール」が少ないポリイミドフィ

ルムであったことが示され（段落【００５８】～【００６６】），比較例１，２として，化学イミド化

により，実施例１～１０と同じ４成分を用いて，各成分の比率や延伸倍率を変えてポリイミドフィル

ムを製造したところ，本件発明９の熱膨張係数を満たさないものとなり，その結果，フィルムＴＤの

寸法変化率とカールが大きいことが（段落【００６７】～【００６９】），それぞれ記載されている。 

そして，ＰＰＤ／ＯＤＡとＢＰＤＡ／ＰＭＤＡの４成分系ポリイミドフィルム，及び前記２(4)の

とおり，ＰＰＤ／ＢＰＤＡの２成分系ポリイミドフィルムについては，当業者が，本件明細書の記載

及び本件優先日当時の技術常識に基づき，これを実施することができる。そうすると，ＰＰＤ／ＯＤ

ＡとＢＰＤＡ／ＰＭＤＡの４成分系ポリイミドフィルム及びＰＰＤ／ＢＰＤＡの２成分系ポリイミ

ドフィルムの構成に係る本件発明９は，本件明細書の記載及び本件優先日当時の技術常識により，当

業者が本件発明９の上記課題を解決できると認識できる範囲のものということができ，サポート要件
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を充足するというべきである。 

しかし，前記２(5)のとおり，少なくともＯＤＡ／ＢＰＤＡの２成分系ポリイミドフィルムについ

ては，当業者が，本件明細書の記載及び本件優先日当時の技術常識に基づき，これを実施することが

できない。そうすると，上記２成分系のポリイミドフィルムの構成に係る本件発明９は，本件明細書

の記載及び本件優先日当時の技術常識によっては，当業者が本件発明９の上記課題を解決できると認

識できる範囲のものということはできず，サポート要件を充足しないというべきである。 
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(21-2)-6 

審査基準の

該当箇所 

第II部第1章第1節、第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

21-2:実施可能要件とサポート要件について 

キーワード 出願後に提出された実験結果 

 

１．書誌的事項 

事件 「ナルメフェン及びそれの類似体を使用する疾患の処置」（査定不服審判） 

知財高判平成28年3月31日（平成27年（行ケ）第10052号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2007-531272号（特表2008-512462号公報） 

分類 A61K 31/485 

結論 棄却 

関連条文 第36条第4項1号、第36条第6項1号 

裁判体 知財高裁第1部 設樂隆一裁判長、大寄麻代裁判官、岡田慎吾裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 ナルメフェンを含む６－メチレンモルヒナン類を、①Ｂ型肝炎ウィルスの感染，②肝臓，肺及び腎

臓の損傷である器官の損傷，並びに，③クローン病，潰瘍性大腸炎，及び肺繊維症からなる群より選

択された疾患，より選択された健康状態を予防又は治療するという従来とは異なる目的で使用する。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示（判決より抜粋） 

「本願発明は，ナルメフェンを含む６－メチレンモルヒナン類の新しい医学的な用途に関する（【００

０１】）。モルヒネの誘導体であり麻薬拮抗薬であるナルメフェンは，リュウマチ様関節炎，アレルギ

ー性鼻炎，そう痒症，小児における運動亢進症，老人性痴呆症，乳幼児突然死症候群，自己免疫疾患，

アルコール中毒症などの様々な健康状態を処置することに有用であることが見出されてきたが（【００

０３】，【０００４】，【００１３】，【００２２】），これらは，鎮痛薬，モルヒネの拮抗薬，又は鎮咳薬

としての使用の調査に焦点を合わせてきたものである（【００２２】）。しかし，最近の文献は，モルヒ

ネの誘導体について，モルヒネの受容体を介在しないこともあるいくつかの新しい医学的な用途を報

告している（【００２２】）。そこで，本願発明は，ナルメフェンを含む６－メチレンモルヒナン類（式

Ｒ－Ａ－Ｘの化合物）の新しい医学的な用途を提供することを課題とし，当該課題を解決する手段と

して，請求項１に記載された式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物を，①Ｂ型肝炎ウィルスの感染，②肝臓，肺及び

腎臓の損傷である器官の損傷，並びに，③クローン病，潰瘍性大腸炎，及び肺繊維症からなる群より

選択された疾患，より選択された健康状態を予防又は治療するために，ヒト又は動物へ投与する医薬

として用いるものである（請求項１）。」 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/pdf/tukujitu_kijun/02_0101.pdf#page=1
http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/pdf/tukujitu_kijun/02_0202.pdf#page=1
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/819/085819_hanrei.pdf
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（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染，器官の損傷が肝臓の損傷，肺の損傷，及

び腎臓の損傷であるところの非静脈内の虚血性の再灌流の器官の損傷，並びに，クローン病，潰瘍性

大腸炎，及び肺繊維症からなる群より選択された，ＴＮＦ－αの過剰生産と関連させられた疾患より

選択された健康状態を予防する又は治療するための医薬において， 

 それは，式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物の治療的な量をそれを必要とするヒト又は動物へ投与することを具

備すると共に， 

 Ｒは，Ｈ，アルキル，アリル，フェニル，ベンジル，又は（ＣＨ２）ｍＲ４であると共に，  

 ｍは，０から６までであると共に， 

 Ｒ４は，環の構造であることができると共に， 

 Ａは， 

  【化１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

であると共に， 

 Ｘは，水素，アリル，シンナモイル，クロトニル，（ＣＨ２）Ｃ６Ｈ５－４Ｆ，（ＣＨ２）ｎＣ＝ＣＲ１

Ｒ２，（ＣＨ２）ｎＣ≡ＣＲ３，（ＣＨ２）ｎＲ５，及び（ＣＨ２）ｍＣＨＲ６Ｒ７であることができると共に， 

 ｍは，０から６までであると共に， 

 ｎは，０から６までであると共に， 

 Ｒ３は，Ｈ，アルキル，又はＲ４と同じものであると共に， 

 Ｒ４は，上に記載されたものであると共に， 

 Ｒ５は，アルキル，ＣＮ，ＣＯＲ８，又は以下に続く構造 

  【化２】 
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からなる群より選択された構造であることができると共に， 

 Ｒ６及びＲ７は，各々独立に，上に定義されたようなＲ４と同じものであると共に， 

 Ｒ８は，アルキル，上に定義されたようなＲ４と同じもの，又は，Ｒ５が，上に記載された構造（Ｉ

Ｘ－ＸＶＩＩＩ）であることができるとき，Ｒ５と同じものである， 

医薬。」 

 

（４）手続の経緯 

平成24年 6月14日 ： 拒絶査定 

    10月19日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2012-20646号）及び手続補正（上記「特許請

求の範囲」を参照） 

平成26年10月27日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

（３－１） 特許法第３６条第６項第１号について 

 …本願発明は，「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染を予防する又は治療するための医薬

において」，ナルメフェンを含む「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物」「の治療的な量をそれを必要とするヒト又

は動物へ投与することを具備する医薬」に関するものを包含しており，「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物」を

「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染を予防する又は治療するための医薬」とすることを課

題とするものである。 

 そして，本願において発明の課題が解決できることを当業者が理解できるためには，「式Ｒ－Ａ－

Ｘの化合物」が，「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染を予防する又は治療する」という医

薬用途において有用なものであることが理解できる必要がある。 

 ここで，「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物」はナルメフェンを含む，公知の化合物である（１．（３）イ参照）。 

 しかし，上記（１）の各摘示事項をみても，上記化合物が「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性

の感染」に使用されたことは記載されていない。また，摘示事項アないしウに，ウィルス感染に関す

る記載はあるものの，予防または治療すべき状態の羅列列挙の一部に過ぎず，「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合

物」が，「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染を予防する又は治療するための医薬」として

使用できることの客観的な根拠を伴った記載ではない。 

 したがって，発明の詳細な説明の記載によって，本願発明，すなわち，「Ｂ型肝炎より選択された，

ウィルス性の感染を予防する又は治療するための医薬において」，ナルメフェンを含む「式Ｒ－Ａ－

Ｘの化合物」「の治療的な量をそれを必要とするヒト又は動物へ投与することを具備する医薬」が記

載されたものとはいえないから，本願発明は，発明の詳細な説明に記載されたものとはいえない。 

 

（３－２） 特許法第３６条第４項第１号について 

 上記，（３－１）に記載のとおり，本願明細書には，予防または治療すべき状態について，羅列列

挙されるのみで，具体的に「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物」を用いることにより，「Ｂ型肝炎より選択され
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た，ウィルス性の感染」を予防する又は治療することができるのかについて，実際に確認した実施例

が何ら記載されていない。 さらに，実施例に変わる理論的説明により，「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物」を

用いることにより，「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染」を予防する又は治療することが

できることが明らかにされているとも認められない。 

 そして，当該技術分野において，「式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物」と，「Ｂ型肝炎より選択された，ウィル

ス性の感染」についての関係が明らかであったという技術常識が，本願の優先日当時に存在していた

とも認めることはできない。 

 そうしてみると，本願の発明の詳細な説明の記載は，所期の医薬として使用できるように記載され

ているとはいえない。 

 したがって，本願発明については，本願明細書の発明の詳細な説明は，当業者が本願発明の実施を

することができる程度に明確かつ十分に記載したものとはいえない。 

判決 

原告の主張 

 …審決は，本願が特許法３６条６項１号及び同

条４項１号に規定する要件を満たしていないと

判断する際に，審判請求書（平成２４年１２月５

日付け手続補正書）に添付の薬理試験結果（甲１

１。以下「審判請求書添付の試験結果」という。）

及び本願のパリ優先権主張の基礎出願である米

国特許出願第１０／９３６４３１号（以下「基礎

出願」という。ＵＳ２００５／０１０７４１５Ａ

１〔甲１５〕）の試験結果についての認定，判断

をしなかった。しかし，審決は，これらの各試験

結果の記載が，本願の出願当初の明細書等の開示

範囲を超えたものである否か，又は本願発明の効

果の範囲内での補充にすぎないものであるかの

判断を行うべきであり，当該判断を怠って，特許

法３６条６項１号及び同条４項１号に規定する

要件を満たさないと判断した審決には，判断手法

の誤りがある。 

被告の主張 

 …本願明細書には，Ｂ型肝炎の予防又は治療の

機構について一切説明はなく，「Ｂ型肝炎から選択

された，ウィルス性の感染」を予防又は治療する

ための医薬としての有用性は示されておらず，本

願に係る意見書，手続補正書，回答書等の経緯に

おいても，一度も「Ｂ型肝炎から選択された，ウ

ィルス性の感染」について客観的な根拠を伴った

主張はされていない。したがって，審決が，審判

請求書添付の試験結果について認定しなかった点

にも誤りはない。 

 

裁判所の判断 

 … 

 (3)… 

 ア 特許法３６条６項１号は，特許請求の範囲の記載について，「特許を受けようとする発明が発

明の詳細な説明に記載したものであること」を要件として規定している。 

 特許制度は，発明を公開させることを前提に，当該発明に特許を付与して一定期間その発明を業と

して独占的，排他的に実施することを保障し，もって発明を奨励し，産業の発達に寄与することを趣
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旨とするものである。そして，ある発明について特許を受けようとする者が願書に添付すべき明細書

は，本来，当該発明の技術内容を一般に開示するとともに，特許権として成立した後にその効力の及

ぶ範囲（特許発明の技術的範囲）を明らかにするという役割を有するものであるから，特許請求の範

囲に発明として記載して特許を受けるためには，明細書の発明の詳細な説明に，当該発明の課題が解

決できることを当業者において認識できるように記載しなければならないというべきである。そし

て，特許請求の範囲が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の

詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された

発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のも

のであるか否か，また，その記載や示唆がなくても，当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の

課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである（知財高裁

平成１７年１１月１１日大合議判決）。 

 …一般に本願発明のような医薬用途発明においては，一定の予防又は治療すべき状態に対して，特

定の医薬を投与するという用途を記載するのみで，その作用効果について何ら客観的な裏付けとなる

記載を伴わず，そのような技術常識もない場合には，当業者において，実際に有用性を有するか，す

なわち，課題を解決できるかどうかを予測することは困難である。 

 そうすると，本願明細書の発明の詳細な説明には，式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物が，「Ｂ型肝炎より選択

された，ウィルス性の感染を予防又は治療するための医薬」という医薬用途において使用できること，

すなわちヒト又は動物の生体内におけるＢ型肝炎ウィルスの増殖抑制作用を有することを当業者が

理解できるように記載されているとはいえない。 

 したがって，本願発明は，発明の詳細な説明の記載及び出願時の技術常識により当業者が課題を解

決できると認識できる範囲のものであるとは認められず，特許法３６条６項１号の規定を満たさな

い。 

 (4)特許法３６条４項１号（実施可能要件）について 

発明の詳細な説明の記載は，「経済産業省令で定めるところにより，その発明の属する技術の分野に

おける通常の知識を有する者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載したもので

あること」を要する（特許法３６条４項１号）。 

 前記(3)で判示したところによれば，本願明細書の発明の詳細な説明には，式ＲＡ－Ｘの化合物を

「Ｂ型肝炎より選択された，ウィルス性の感染を予防又は治療するための医薬」として使用できるこ

とが，当業者が理解できるように記載されているとはいえない。 

 したがって，本願明細書の発明の詳細な説明は，当業者が本願発明の実施をすることができる程度

に明確かつ十分に記載したものとはいえない。 

 (5)…一般に明細書に薬理試験結果等が記載されており，その補充等のために，出願後に意見書や

薬理試験結果等を提出することが許される場合はあるとしても，前記(3)のとおり，本願明細書の発

明の詳細な説明には，式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物を，Ｂ型肝炎ウィルスの感染を予防又は治療するために

用いるという用途が記載されているのみで，当該用途における化合物の有用性について客観的な裏付

けとなる記載が全くないのであり，このような場合にまで，出願後に提出した薬理試験結果や基礎出

願の試験結果を考慮することは，前記(3)アで述べた特許制度の趣旨から許されないというべきであ
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る。 

 そうすると，原告が，審判手続において，審判請求書添付の試験結果及び基礎出願の試験結果を参

酌すべき旨を主張していたことからすれば（甲１１，１３），審決において，同主張を明示的に排斥

することが相当であったとはいえるとしても，出願後に提出された薬理試験結果である審判請求書添

付の試験結果や，基礎出願の試験結果は，本願明細書に記載された本願発明の効果の範囲内で試験結

果を補充するものということはできないから（…），これらの資料を考慮しないで，サポート要件及

び実施可能要件を満たさないとの判断をした審決の判断手法が違法であるということはできない。ま

た，その点が審決の判断を左右するものとは認められないから，審決の取消事由には当たらない。 
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(23)-1 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード パラメータ、実験成績証明書 

 

１．書誌的事項 

事件 「偏光フィルムの製造法」（特許異議の申立て） 

知財高判平成17年11月11日（平成17年（行ケ）第10042号） 

出典 裁判所ウェブサイト、判例時報1911号48頁、判例タイムズ1192号164頁 

出願番号 特願平5-287608号（特開平7-120616号公報） 

分類 G02B 5/30 

結論 棄却 

関連条文 （旧）第36条第5項第1号 

裁判体 知財高裁特別部 

篠原勝美裁判長、塚原朋一裁判官、佐藤久夫裁判官、青柳馨裁判官、岡本岳裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

本願発明は、偏光性能及び耐久性に優れ、かつ一

軸延伸による製造時の安定性に優れた偏光フィル

ムを得るための原反（原材料としての反物）フィル

ム選択に主たる特徴を有しており、熱水中での完浴

温度（熱水に対する耐性を示す）（Ｘ）と平衡膨潤

度（液体に浸した際の重量増加の度合い）（Ｙ）と

が以下の式（Ｉ）、（ＩＩ）を示すポリビニルアルコ

ール系原反フィルムを用いるものである。 

Ｙ＞－０．０６６７Ｘ＋６．７３ ・・・・（Ｉ） 

Ｘ≧６５ ・・・・（ＩＩ） 

なお、右図は、判決書に掲載されている実験デ

ータ（出願後に実験成績証明書で提出されたもの

も含む）をプロットしたグラフである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

「…「【課題を解決するための手段】しかるに，本発明者等はかかる課題を解決すべく鋭意研究を重ね

た結果，ポリビニルアルコール系原反フィルムを一軸延伸して偏光フィルムを製造するに当たり，原

○、●：明細書開示の実施例・比較例 

□、■：実験成績証明書による実験例 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/286/009286_hanrei.pdf
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反フィルムとして厚みが３０～１００μｍであり，かつ熱水中での完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度（Ｙ）

との関係が下式で示される範囲であるポリビニルアルコール系フィルムを用い，かつ染色処理工程で

１．２～２倍に，さらにホウ素化合物処理工程で２～６倍にそれぞれ一軸延伸するとき，特に平均重

合度が２６００以上のポリビニルアルコール系フィルムを用いる場合，上記の目的が達成できること

を見出し，本発明を完成した。 

Ｙ＞－０．０６６７Ｘ＋６．７３・・・・（Ⅰ） 

Ｘ≧６５・・・・（ⅠⅠ） 

但し，Ｘ：２ｃｍ×２ｃｍのフィルム片の熱水中での完溶温度（℃）Ｙ：２０℃の恒温水槽中に，１

０ｃｍ×１０ｃｍのフィルム片を１５分間浸漬し膨潤させた後，１０５℃で２時間乾燥を行った時に

下式浸漬後のフィルムの重量／乾燥後のフィルムの重量より算出される平衡膨潤度（重量分率）」（段

落【０００８】）」（判決より抜粋） 

「…【実施例】膜厚が８０μｍで，完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度（Ｙ）が下記の値であるＰＶＡフィ

ルムを，ヨウ素０．２ｇ／ｌ，ヨウ化カリ６０ｇ／ｌよりなる水溶液中に３０℃にて２４０秒浸漬し，

同時に１．２倍に一軸延伸し，次いでホウ酸６０ｇ／ｌ，ヨウ化カリ３０ｇ／ｌの組成の水溶液に浸

漬すると共に，同時に６倍に一軸延伸しつつ５分間にわたってホウ酸処理を行った後，室温で２４時

間乾燥して，偏光フィルムを得，その得られた偏光フィルムについて，耐湿熱性の評価のために水中

退色温度を測定したところ，それぞれ下記の値となったこと，実施例１及び２ではフィルムの染色後

ホウ酸処理中６．４倍に一軸延伸してもフィルムの切断や亀裂は見られなかったのに対し，比較例１

及び２ではフィルムの染色後ホウ酸処理中の延伸倍率が６倍を越えたところでフィルムの切断が見ら

れたこと。 

 

 

 

 

（段落【００２０】～【００２６】の記載の要約）」 

（判決より抜粋、ただし表は特開平7-120616号公報の【表１】より抜粋） 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】ポリビニルアルコール系原反フィルムを一軸延伸して偏光フィルムを製造するに当たり，

原反フィルムとして厚みが３０～１００μｍであり，かつ，熱水中での完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度

（Ｙ）との関係が下式で示される範囲であるポリビニルアルコール系フィルムを用い，かつ染色処理 

工程で１．２～２倍に，さらにホウ素化合物処理工程で２～６倍にそれぞれ一軸延伸することを特徴

とする偏光フィルムの製造法。 

Ｙ＞－０．０６６７Ｘ＋６．７３ ・・・・（Ｉ） 

Ｘ≧６５   ・・・・（ＩＩ） 

但し，Ｘ：２ｃｍ×２ｃｍのフィルム片の熱水中での完溶温度（℃）Ｙ：２０℃の恒温水槽中に，１

０ｃｍ×１０ｃｍのフィルム片を１５分間浸漬し膨潤させた後，１０５℃で２時間乾燥を行った時に

下式浸漬後のフィルムの重量／乾燥後のフィルムの重量より算出される平衡膨潤度（重量分率）。 
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（４）手続の経緯 

平成14年7月12日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成15年3月20日 ： 特許異議の申立て（異議2003-70728号） 

平成16年11月26日 ： 「…特許を取り消す。」との決定 

 

３．判示事項に対応する決定・判決の抜粋 

決定 

…Ｙ＞－０．０６６７Ｘ＋６．７３及びＸ≧６５の二式が規定する範囲は、広範囲に及ぶものであ

り、この数式を満たすものが全て偏光性能及び耐久性能が優れた効果を奏するとの心証を得るには、

実施例が十分ではなく、また、他に、本件特許明細書の記載及び当該分野の技術常識に照らして上記

二式を満足するものが前述の優れた効果を奏するとの確証を得られるものではない。してみれば…本

件発明１に記載の二式が、どのようにして導き出されたのか、その根拠、理由が依然として不明であ

るから、結局、特許を受けようする発明が…発明の詳細な説明に記載されたものとは認めることはで

きず、したがって、本件特許請求の範囲の記載は、特許法第３６条第５項第１号の規定に違反するも

のである。 

…実験条件の大きく異なる実験の追加は，本件発明の実施例を補足するものではなく，新たな実施

例の追加となり，本件事件の審理にあたってそれらの実験結果を参酌することはできないものであ

る。したがって、このような実験成績証明書に基づく特許権者の主張は理由がない。 

判決 

原告の主張 

 …〔式（Ｉ）〕は，本件明細書記載の実施例等

の４点の実験データのほか，…甲６証明書記載の

１０点のデータを併せ，合計１４点の実験データ

をプロットして導き出されたものである。また，

本件明細書…には，熱水中での完溶温度（Ｘ）が

６５℃以下のＰＶＡフィルムでは，延伸時にフィ

ルムが一部溶解したり劣化が起こったりして，実

用にならないことが記載されている。したがっ

て，熱水中で…式（Ｉ）及び式（ＩＩ）の二式が

限定する範囲内であるＰＶＡフィルムが，偏光性

能及び耐久性能が優れた効果を奏することは，当

業者であれば容易に理解できることである。 

ア 甲６証明書に記載した実験１ないし８は，単

に周知の技術を用いて熱水中での完溶温度と平

衡膨潤度を制御したにすぎない。 

 したがって，甲６証明書記載の実験データは，

被告の主張 

 …本件明細書の発明の詳細な説明において，…

完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度（Ｙ）の値と…具体

的性質との関連を記載しているのは，実施例及び

比較例の４種のフィルムの製造方法のみである。 

 …これら４点のみから，所望の特性が得られる

熱水中での完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度（Ｙ）の

範囲は，完溶温度（Ｘ）が６５℃以上であり，か

つ，平衡膨潤度（Ｙ）が－０．０６６７Ｘ＋６．

７３の式〔式（Ⅰ）〕による数値を超える範囲であ

るとまで導き出すことは到底できない。 

 特許請求の範囲の記載が特許法旧３６条５項１

号の規定に適合するか否かの判断は，特許出願の

願書に添付した明細書及び図面の記載のほか，特

許出願時の当業者の技術常識をも参酌して行うべ

きである。 

 したがって，甲６証明書記載の実験データが本
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本件明細書記載の実施例を補足するものであっ

て，甲６証明書を参酌できないとする決定の判断

は失当である。 

件出願時の当業者の技術常識である場合には，上

記の判断において，これを参酌することができる

が，そうでない場合にはこれを参酌することはで

きないと解される。 

裁判所の判断 

１ 取消事由１（特許法旧３６条５項１号違反の判断の誤り）について 

(1) 特許法旧３６条５項は，「第三項四号の特許請求の範囲の記載は，次の各号に適合するものでな

ければならない。」と規定し，その１号において，「特許を受けようとする発明が発明の詳細な説明に

記載したものであること。」と規定している（なお，平成６年改正法により，同号は，同一文言のま

ま特許法３６条６項１号として規定され，現在に至っている。以下「明細書のサポート要件」ともい

う。）。 

特許制度は，発明を公開させることを前提に，当該発明に特許を付与して，一定期間その発明を業

として独占的，排他的に実施することを保障し，もって，発明を奨励し，産業の発達に寄与すること

を趣旨とするものである。そして，ある発明について特許を受けようとする者が願書に添付すべき明

細書は，本来，当該発明の技術内容を一般に開示するとともに，特許権として成立した後にその効力

の及ぶ範囲（特許発明の技術的範囲）を明らかにするという役割を有するものであるから，特許請求

の範囲に発明として記載して特許を受けるためには，明細書の発明の詳細な説明に，当該発明の課題

が解決できることを当業者において認識できるように記載しなければならないというべきである。特

許法旧３６条５項１号の規定する明細書のサポート要件が，特許請求の範囲の記載を上記規定のよう

に限定したのは，発明の詳細な説明に記載していない発明を特許請求の範囲に記載すると，公開され

ていない発明について独占的，排他的な権利が発生することになり，一般公衆からその自由利用の利

益を奪い，ひいては産業の発達を阻害するおそれを生じ，上記の特許制度の趣旨に反することになる

からである。 

そして，特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の

記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明

に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識で

きる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし

当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものであ

り，明細書のサポート要件の存在は，特許出願人（特許拒絶査定不服審判請求を不成立とした審決の

取消訴訟の原告）又は特許権者（平成１５年法律第４７号附則２条９項に基づく特許取消決定取消訴

訟又は特許無効審判請求を認容した審決の取消訴訟の原告，特許無効審判請求を不成立とした審決の

取消訴訟の被告）が証明責任を負うと解するのが相当である。 

… 

(4) 発明の詳細な説明に記載された発明と特許請求の範囲に記載された発明との対比 

ア …本件発明は，…いわゆるパラメータ発明に関するものであるところ，このような発明において,

特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するためには，発明の詳細な説明は，その数

式が示す範囲と得られる効果（性能）との関係の技術的な意味が，特許出願時において，具体例の開
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示がなくとも当業者に理解できる程度に記載するか，又は，特許出願時の技術常識を参酌して，当該

数式が示す範囲内であれば，所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程度に，具

体例を開示して記載することを要するものと解するのが相当である。 

イ そこで，本件明細書の記載が，…サポート要件に適合するか否かについてみると，…耐久性及び

偏光性能に優れ，かつ製造時の安定性に優れた性能を有する偏光フィルムを製造するための手段とし

て，本件請求項１に記載された構成を採用したことが記載されているものの，その構成を採用するこ

との有効性を示すための具体例としては，…高度の耐久性を持ち，かつ，高延伸倍率に耐え得る偏光

フィルムを得たことを示す実施例が二つと，…耐久性が十分でなく，高延伸倍率に耐えられない偏光

フィルムを得たことを示す比較例が二つ記載されているにすぎない。 

 他方，本件発明は，原反フィルムとして用いられるＰＶＡフィルムが満たすべき完溶温度（Ｘ）と

平衡膨潤度（Ｙ）とが，…〔式（Ｉ）〕及び…〔式（ＩＩ）〕の二式で画定される範囲に存在する関係

にあることにより，上記所望の性能を有する偏光フィルムが得られる…ところ，少なくとも，上記範

囲が，…式（Ⅰ）の基準式…式（ⅠⅠ）の基準式…として画されるということが，本件出願時におい

て，具体例の開示がなくとも当業者に理解できるものであったことを認めるに足りる証拠はない。 

 …本件明細書に接する当業者において，ＰＶＡフィルムの完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度（Ｙ）とが，

ＸＹ平面において，式（Ⅰ）の基準式を表す…線と式（ⅠⅠ）の基準式を表す…線を基準として画さ

れる範囲に存在する関係にあれば，従来のＰＶＡ系偏光フィルムが有する課題を解決し，上記所望の

性能を有する偏光フィルムを製造し得ることが，上記四つの具体例により裏付けられていると認識す

ることは，本件出願時の技術常識を参酌しても，不可能というべきであり，本件明細書の発明の詳細

な説明におけるこのような記載だけでは，本件出願時の技術常識を参酌して，当該数式が示す範囲内

であれば，所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程度に，具体例を開示して記

載しているとはいえず，…本件請求項１の記載が，明細書のサポート要件に適合するということはで

きない。 

(5) 原告は，本件異議申立ての審理の段階で提出した，甲６証明書記載の１０ 

 …発明の詳細な説明に，当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる程度に，具体例を開示

せず，本件出願時の当業者の技術常識を参酌しても，特許請求の範囲に記載された発明の範囲まで，

発明の詳細な説明に開示された内容を拡張ないし一般化できるとはいえないのに，特許出願後に実験

データを提出して発明の詳細な説明の記載内容を記載外で補足することによって，その内容を特許請

求の範囲に記載された発明の範囲まで拡張ないし一般化し，明細書のサポート要件に適合させること

は，発明の公開を前提に特許を付与するという特許制度の趣旨に反し許されないというべきである。 

ウ そうすると…甲６証明書記載の実験データは，本件明細書の発明の詳細な説明に具体的に開示さ

れていない，特定の完溶温度（Ｘ）と平衡膨潤度（Ｙ）の数値を有するＰＶＡフィルムから得られた

偏光フィルムの性能の測定結果と，その測定データに基づき判断されるＰＶＡフィルムの完溶温度

（Ｘ）及び平衡膨潤度（Ｙ）の数値と偏光フィルムの性能との関係を，本件出願後になって開示する

ものにほかならず，これを上記発明の詳細な説明の記載内容を記載外で補足するものとして参酌する

ことは…許されないというべきである。 
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(23)-2 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード  

 

１．書誌的事項 

事件 「中間鎖分岐界面活性剤」（査定不服審判） 

知財高判平成19年10月11日（平成18年（行ケ）第10509号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平9-537385号（特表2000-503700号公報） 

分類 C11D 1/14 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 中野哲弘裁判長、森義之裁判官、澁谷勝海裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明の目的の１つは、低い使用温度で大きな界面活性力、水硬度への抵抗性の増加、界面活性

剤系で大きな効力、布帛から脂肪または体汚れの改善された除去性、洗剤酵素との改善された適合性

などを含めて、１以上の利点を有するクリーニング組成物を提供することである。本願発明の解決す

べき課題には、低水温洗浄性及び生分解性が含まれる。そして、本願発明の洗剤界面活性剤組成物は、

後述する式であらわされるアルキル長鎖中間鎖分岐界面活性剤化合物を含むものである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

 「…中間鎖分岐を含んだある比較的長鎖のアルキルサルフェート界面活性剤組成物は、特に冷却ま

たは冷水洗浄条件下（例えば、２０～５℃）で、洗濯製品用に好ましいことが、意外にもわかったの

である。…」（特表2000-503700号公報の14頁より抜粋） 

 「…本願発明の背景として，分岐がアルキル疎水性部分の中心の方に２‐アルキル位から移動する

と，クラフト温度が低下するという観察があるものの，慣例および公開文献の双方によると，中間鎖

領域における分岐の望ましさについてあいまいであり…分岐アルキルサルフェートで更に改善させる

開発においてどの方向に向かうべきかが直ちにはわからない状況にあった…」(判決より抜粋) 

 

（３）特許請求の範囲（補正後）(本願発明1) 

【請求項１】下記式のアルキル長鎖中間鎖分岐界面活性剤化合物を少なくとも５重量％で含んだ洗剤

界面活性剤組成物： 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/218/035218_hanrei.pdf
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   Ａｂ－Ｘ－Ｂ 

〔上記式中： 

(a) Ａｂは，全炭素としてＣ９－Ｃ２２の疎水性中間鎖分枝アルキル部分であり…上記式中のＡｂ－Ｘ

部分に，１４．５より大きくて１７．５までの範囲内で炭素原子の平均総数を有する； 

(b) Ｂはスルホネート，アミンオキシド，アルコキシル化サルフェート…から選択される親水性部分

である； 

(c) Ｘは－ＣＨ２－および－Ｃ（Ｏ）－から選択される；および 

(d) Ａｂは実質的にジェミナル置換炭素原子を含まない〕。 

 

（４）手続の経緯 

平成13年6月19日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2001-10354号） 

平成18年1月5日 ： 手続補正（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成18年7月5日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 本願発明１…は本願発明の明細書中に記載又は示唆されていないから，特許請求の範囲の記載が特

許法３６条６項１号…に規定する要件を満たしていない… 

…「…一般的に配合成分の化学構造とその配合割合から洗剤界面活性剤組成物としての性能を正確

に予測することは困難であるから，発明の詳細な説明には，当該組成物について，その洗剤界面活性

剤としての性能を裏付けるデータ又はそれと同視すべき程度の記載をすることによって，その効果を

十分に開示する必要があり」…本願が旧３６条６項１号に規定する要件を満たしているというために

は，「…本願明細書には，この洗剤界面活性剤組成物が，低い水温洗浄条件を使う洗濯プロセスに用

いられること（記載事項１），及び生分解性であること（記載事項２）が記載されているから，明細

書にはこれらの点についてデータ又はそれと同視すべき程度の記載をすることによって，本願発明の

組成物が洗剤界面活性剤としての性能を有していることを客観的に開示する必要がある。」…。 

判決 

原告の主張 

 …発明の詳細な説明には当業者が特許請求の

範囲に記載された発明が当該発明の課題を解決

できるものであると認識できる程度の記載がな

されていれば足りるのである。 

 したがって，本願が旧３６条６項１号に規定す

る要件を満たしているというためには，洗剤界面

活性剤としての性能が定性的にでも記載されて

さえいれば足りると解すべきである。 

 …性能を裏付けるデータ又はそれと同視すべ

被告の主張 

イ …平成１５年（２００３年）１０月発行の藤

本武彦著「全訂版新・界面活性剤入門」…には，

「界面活性剤の洗浄作用は…実際には現在でもま

だまだ十分な研究が完成しておらず」と記載され

ており，本願明細書…にも「…分岐アルキルサル

フェートで更に改善させる開発においてどの方向

に向かうべきかが直ちにはわからない。」…と記載

されている。 

ウ 以上の記載からすれば，中間鎖分岐一級アル
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き程度の記載がなくても，洗剤界面活性剤として

の性能が定性的にでも記載されてさえいれば，当

業者はその化学構造等と洗剤界面活性剤組成物

としての性能との対応関係を理解することがで

きる。当業者にとっては，洗剤界面活性剤として

の性能が具体的な実験データの集合として記載

されていようが，その性能が実験の結論として定

性的に記載されているだけであろうが，大きな違

いはないといえる。したがって，審決の上記判断

は誤りである。 

キルサルフェート化合物についても，その化学構

造から洗浄性能は予測できないというべきである

し，そうである以上，置換基Ｂがアルキルサルフ

ェート化合物以外のものであればなおさらその洗

浄性能は予測できないというべきである。 

 したがって，洗剤界面活性剤としての性能が定

性的にでも記載されてさえいれば，当業者はその

化学構造等と洗剤界面活性剤組成物としての性能

との対応関係を理解することができるという主張

は，単なる推測であって説得力を有するものでは

ない。 

裁判所の判断 

２ 旧３６条６項１号の要件充足性について 

 …ある発明について特許を受けようとする者が願書に添付すべき明細書は，本来，当該発明の技術

内容を一般に開示するとともに，特許権として成立した後にその効力の及ぶ範囲（特許発明の技術的

範囲）を明らかにするという役割を有するものであるから，特許請求の範囲に発明として記載して特

許を受けるためには，明細書の発明の詳細な説明に，当該発明の課題が解決できることを当業者にお

いて認識できるように記載しなければならないというべきである。 

 …特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と

発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載

された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範

囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発

明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである。 

 …本願発明の解決すべき課題に低水温洗浄性及び生分解性が含まれることは明らかであるから，発

明の詳細な説明には，本願発明がこれらの性能において有効であることが客観的に開示される必要が

あるというべきである。 

 …本願明細書上…例９～例１６，例２３～例２５は，いずれも置換基Ｂがアルコキシル化サルフェ

ートである化合物の実施例であり，置換基Ｂの要件は満たすものの，例２３を除いては成分の配合例

が記載されるだけであって，低水温洗浄性及び生分解性に及ぼす効果についての言及がない…。 

 …また，例２３の洗剤界面活性剤組成物の性能については，「得られた組成物は，標準布帛洗濯操

作で用いられたときに，優れたしみおよび汚れ除去性能を発揮する，安定な無水重質液体洗濯洗剤で

ある。」…との記載があるものの，この記載からは低水温洗浄性及び生分解性に関する具体的な評価

を導くことはできない。 

(6) 以上述べたところに照らせば，本願発明の詳細な説明には，当業者（その発明の属する技術の

分野における通常の知識を有する者）が本願発明１の組成物が発明の課題である低水温洗浄性及び生

分解性を解決できるものであると認識できるに足る記載（旧３６条４項参照）を欠いているといわざ

るを得ない。 
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３ 原告の主張についての補足的説明 

(1) 原告は，本願が旧３６条６項１号に規定する要件を満たしているというためには，洗剤界面活

性剤としての性能が定性的にでも記載されていれば足りると主張する…。 

 …これらの事情にかんがみれば，本願発明に係る洗剤界面活性剤の組成等を定性的に記載するのみ

では，当業者が低水温洗浄性能等の本願発明の課題の解決について具体的に認識することは困難とい

わざるを得ない。したがって，原告の上記主張は採用することができない。 
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(23)-3 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明のポイントとサポート要件 

 

１．書誌的事項 

事件 「経口投与用吸着剤，並びに腎疾患治療又は予防剤，及び肝疾患治療又は予防剤」（無

効審判） 

知財高判平成21年3月31日（平成20年（行ケ）第10065号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2004-548107号（国際公開第2004/39381号） 

分類 A61K 33/44 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 中野哲弘裁判長、森義之裁判官、澁谷勝海裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 熱硬化性樹脂を炭素源として製造され、直径が０．０１～１ｍｍであり、そしてラングミュアの吸

着式により求められる比表面積が１０００ｍ2／ｇ以上である球状活性炭からなることを特徴とする、

経口投与用吸着剤を開示する。また、熱硬化性樹脂を炭素源として製造され、直径が０．０１～１ｍ

ｍであり、ラングミュアの吸着式により求められる比表面積が１０００ｍ2／ｇ以上であり、全酸性基

が０．４０～１．００ｍｅｑ／ｇであり、そして全塩基性基が０．４０～１．１０ｍｅｑ／ｇである

表面改質球状活性炭からなることを特徴とする、経口投与用吸着剤を開示する。これらの経口投与用

吸着剤は、体内有益成分の吸着性が少なく、毒性物質の吸着性能が多いという有益な選択吸着特性を

示す。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【００２２】  本発明による経口投与用吸着剤として用いる球状活性炭又は表面改質球状活性炭は、熱

硬化性樹脂を原料として、例えば前記製造方法によって製造すると共に、直径が０．０１～１ｍｍであ

る。球状活性炭又は表面改質球状活性炭の直径が０．０１ｍｍ未満になると、球状活性炭又は表面改質

球状活性炭の外表面積が増加し、消化酵素等の有益物質の吸着が起こり易くなるので好ましくない。ま

た、直径が１ｍｍを越えると、球状活性炭又は表面改質球状活性炭の内部への毒性物質の拡散距離が増

加し、吸着速度が低下するので好ましくない。直径は、好ましくは０．０２～０．８ｍｍである。なお、

本明細書で「直径がＤｌ～Ｄｕである」という表現は、ＪＩＳ Ｋ １４７４に準じて作成した粒度累積

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/505/037505_hanrei.pdf
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線図（平均粒子径の測定方法に関連して後で説明する）において、ふるいの目開きＤｌ～Ｄｕの範囲に

対応するふるい通過百分率（％）が９０％以上であることを意味する。 

【００２３】  本発明による経口投与用吸着剤として用いる球状活性炭又は表面改質球状活性炭は、ラ

ングミュア（Ｌａｎｇｍｕｉｒ）の吸着式により求められる比表面積（以下「ＳＳＡ」と省略すること

がある）が１０００ｍ２／ｇ以上である。ＳＳＡが１０００ｍ２／ｇより小さい球状活性炭又は表面改

質球状活性炭では、毒性物質の吸着性能が低くなるので好ましくない。ＳＳＡは、好ましくは１０００

ｍ２／ｇ以上である。ＳＳＡの上限は特に限定されるものではないが、嵩密度及び強度の観点から、Ｓ

ＳＡは、３０００ｍ２／ｇ以下であることが好ましい。 

【００２４】  前記特公昭６２－１１６１１号公報（特許文献１）には、細孔半径１００～７５０００

オングストロームの空隙容積（すなわち、細孔直径２０～１５０００ｎｍの細孔容積）が０．１～１ｍ

Ｌ／ｇの表面改質球状活性炭からなる吸着剤が記載されているが、本発明による経口投与用吸着剤とし

て用いる球状活性炭又は表面改質球状活性炭においては、細孔直径２０～１５０００ｎｍの細孔容積が

０．１～１ｍＬ／ｇであることも、あるいは０．１ｍＬ／ｇ以下であることもできる。なお、細孔直径

２０～１０００ｎｍの細孔容積が１ｍＬ／ｇを越えると消化酵素等の有用物質の吸着量が増加するこ

とがあるので、細孔直径２０～１０００ｎｍの細孔容積が１ｍＬ／ｇ以下であることが好ましい。 

  なお、本発明による経口投与用吸着剤として用いる球状活性炭又は表面改質球状活性炭においては、

一層優れた選択吸着性を得る観点から、細孔直径７．５～１５０００ｎｍの細孔容積が０．２５ｍＬ／

ｇ未満であり、０．２ｍＬ／ｇ以下であることが好ましい。 

【００２５】  本発明による経口投与用吸着剤として用いる表面改質球状活性炭（すなわち、前記の球

状活性炭を更に酸化処理及び還元処理することによって製造される生成物）では、官能基の構成におい

て、全酸性基が０．４０～１．００ｍｅｑ／ｇであり、全塩基性基が０．４０～１．１０ｍｅｑ／ｇで

ある。官能基の構成において、全酸性基が０．４０～１．００ｍｅｑ／ｇであり、全塩基性基が０．４

０～１．００ｍｅｑ／ｇの条件を満足すると、前記の選択吸着特性が向上し、特に前記の有毒物質の吸

着能が高くなるので好ましい。官能基の構成において、全酸性基は０．４０～０．９０ｍｅｑ／ｇであ

ることが好ましく、全塩基性基は０．４０～１．００ｍｅｑ／ｇであることが好ましい。 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】フェノール樹脂又はイオン交換樹脂を炭素源として製造され，直径が０．０１～１ｍｍ

であり，ラングミュアの吸着式により求められる比表面積が１０００㎡／ｇ以上であり，そして細孔

直径７．５～１５０００ｎｍの細孔容積が０．２５ｍＬ／ｇ未満である球状活性炭からなるが，但し，

式（１）： 

Ｒ＝（Ｉ１５－Ｉ３５）／（Ｉ２４－Ｉ３５） （１） 

〔式中，Ｉ１５は，Ｘ線回折法による回折角（２θ）が１５°における回折強度であり，Ｉ３５は，

Ｘ線回折法による回折角（２θ）が３５°における回折強度であり，Ｉ２４は，Ｘ線回折法による回

折角（２θ）が２４°における回折強度である〕 

で求められる回折強度比（Ｒ値）が１．４以上である球状活性炭を除く， 

ことを特徴とする，経口投与用吸着剤。 
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（４）考慮された技術常識等 

…甲５公報には， 

「…本明細書の実施例に示すとおり，細孔直径２０～１５０００ｎｍの細孔容積を０．０４ｍＬ／ｇ

以上で０．１０ｍＬ／ｇ未満に調整すると，毒性物質であるβ－アミノイソ酪酸に対する高い吸着特

性を維持しつつ，有益物質であるα－アミラーゼに対する吸着特性が有意に低下する。多孔性球状炭

素質吸着剤の細孔直径２０～１５０００ｎｍの細孔容積が大きくなればなるほど消化酵素等の有益物

質の吸着が起こりやすくなるため，有益物質の吸着を少なくする観点からは，前記細孔容積は小さい

ほど好ましい。しかしながら，一方で，細孔容積が小さすぎると毒性物質の吸着量も低下する。」（段

落【０００７】） 

として，細孔容積が小さすぎると毒性物質の吸着能に支障がある等，細孔容積の大小により選択吸

着率が変化し得る旨の知見が開示されていることが認められ，このような知見は，本件出願日（平成

１５年１０月３１日）当時公知の技術であったと認めることができる。 

 

（５）手続の経緯 

平成18年 8月 4日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成19年 6月 4日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2007-800108号） 

平成20年 1月23日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 …本件明細書の製造例では、フェノール樹脂を炭素源とする場合には０．０４ｍｌ／ｇと０．０６

ｍｌ／ｇの例しか、またイオン交換樹脂を炭素源とする場合には０．４２ｍｌ／ｇ（本件特許で特定

する０．２５ｍＬ／ｇより多い）の例しか示されていない。 

 しかし…かかる細孔容積の条件が臨界的な意義を有すると解するよりも、選択吸着率を優れたもの

とするために、孔径の大きな細孔を少なくすべきことを単に表現している目安にすぎないものと理解

でき、一方公知技術として細孔容積が小さすぎると毒性物質の吸着能に支障があることが明らかであ

る。 

 そうであるから、「細孔容積が０．２５mＬ／ｇ程度に大きいものや０．０４mＬ／ｇよりも極端に小

さいものについては、経口投与用吸着剤として有効に機能することを推認することもできない。」と

の請求人の主張は採用できない。 

判決 

原告の主張 

 …本件特許発明に係る細孔容積要件は，細孔容

積を「０．２５ｍＬ／ｇ未満」という明確な数値

で限定しているのであるから，それが臨界的意義

を有することは明らかである。しかも，公知技術

として細孔容積が小さすぎると毒性物質の吸着

被告の主張 

…「細孔直径７．５～１５０００ｎｍの細孔容

積」は，本件特許明細書の記載，及び本件特許の

出願時の常法を利用して種々に制御することが可

能であり，「細孔直径７．５～１５０００ｎｍの

細孔容積」が，例えば「０．０８ｍＬ／ｇ」であ
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能に支障があることが明らかである…というの

であれば，「０．０４ｍＬ／ｇよりも極端に小さ

いもの」については，経口投与用吸着剤として有

効に機能しないことを推認させるものである。フ

ェノール樹脂及びイオン交換樹脂を炭素源とす

る場合について，「０．０４ｍＬ／ｇよりも極端

に小さい」ものが試行錯誤を経れば製造し得るか

ということと，それが経口投与用吸着剤として有

効に機能することが明細書に記載されているか

ということは，全く次元が異なる。 

る球状活性炭は，当業者が常法に従って製造可能

であることが分かる。 

以上のように，「細孔直径７．５～１５０００

ｎｍの細孔容積」の制御は，本件特許の出願当初

明細書の記載，及び本件特許の出願時の技術常識

に基づいて当業者が容易に実施することができる

ものであるから，本件特許の明細書には本件特許

発明が記載されていることは明らかである。した

がって，法３６条６項１号違反も存在しない。 

裁判所の判断 

…本件特許明細書には，当初明細書の表１，２と同様の表が記載されており（段落【００４７】，

【００４９】），細孔直径７．５～１５０００ｎｍの細孔容積が０．４２ｍＬ／ｇの場合に，選択吸

着率が２．１と比較的に劣っていることが示されており（なお，実施例としてみた場合に，回折強度

比（Ｒ値）が１．４以上であるか否かを重視する必要がないことは，取消事由１に関して説示したと

おりである。），…細孔容積が小さすぎると毒性物質の吸着能に支障がある等，細孔容積の大小によ

り選択吸着率が変化し得る旨の知見…は，本件出願日（平成１５年１０月３１日）当時公知の技術で

あったと認めることができる。 

そうすると，本件特許明細書における前記実施例の記載に加え，選択吸着能は，（細孔容積が極小

の場合を除き）その減少に応じて漸次発現する特性がある旨の上記知見を考慮すれば，当業者はこれ

により優れた選択吸着率の達成を認識することができるから，本件特許請求の範囲の記載は，本件特

許明細書における詳細な説明に記載したものであるということができる。 

…当業者は，本件特許発明の規定する細孔容積の条件について，それ自体厳密な意味における臨界

的な意義を有するというよりも，選択吸着率を優れたものとするために孔径の大きな細孔を少なくす

べきことを表現し，そのための一つの目安として「０．２５ｍＬ／ｇ」との数値を規定したものとし

て理解することができるから，明細書の記載上，殊更に上記数値の意義が明らかにされていないとし

ても，当業者において本件特許発明の課題を解決できることについて認識できないということはでき

ない。 

…細孔容積が小さすぎると毒性物質の吸着能に支障があることは当業者において公知である以上，

一般に吸着能を奏し得ない程度に極小の細孔容積のものが実質的に本件特許発明に含まれるもので

ないことは当業者において明らかというべきである。したがって，細孔容積の数値が極小であること

に関して特段の記載がないとしても，これにより当業者において本件特許発明の課題を解決できるこ

とについて認識できないということはできず，この点に関する原告の主張は採用することができな

い。 
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(23)-4 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明のポイントとサポート要件 

 

１．書誌的事項 

事件 「無鉛はんだ合金」（無効審判） 

知財高判平成21年9月29日（平成20年（行ケ）第10484号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平11-548053号（国際公開第99/48639号） 

分類 B23K 35/26 

結論 認容 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 中野哲弘裁判長、森義之裁判官、澁谷勝海裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、無鉛でかつ錫を基材としたはんだ合金を開発し、工業的に入手しやすい材料で、従来

の錫鉛共晶はんだにも劣ることがなく、強度が高く安定したはんだ継手を構成することができるはん

だ合金を開示することを目的としている。Ｃｕ０．３～０．７重量％、Ｎｉ０．０４～０．１重量％、

残部Ｓｎからなる、金属間化合物の発生を抑制し、流動性が向上した無鉛はんだ合金により、この目

的を実現する。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

「…無鉛はんだ合金としては、錫の特性を十分に活かし、かつ従来の錫鉛共晶はんだに劣らない接合信

頼性を発揮させることができる添加金属をどの範囲で特定するかということが非常に重要になる。 

  そこで、本発明では無鉛でかつ錫を基材としたはんだ合金を開発し、工業的に入手しやすい材料で、

従来の錫鉛共晶はんだにも劣ることがなく、強度が高く安定したはんだ継手を構成することができるは

んだ合金を開示することを目的としたものである。」 

「…Ｓｎのみでは鉛含有はんだのように比重の大きい鉛を含まないので，溶融時には軽くふわふわした

状態になってしまい，噴流はんだ付けに適した流動性を得ることができない。又，結晶組織が柔らかく

機械的強度が十分に得られない。従って，Ｃｕを加えて合金自体を強化する。」 

「Ｃｕの添加量としては，０．３～０．７重量％が最適であり，これ以上Ｃｕを添加すればはんだ合金

の融点が再び上昇する。融点が上昇するとはんだ付け温度も上げなければならないので，熱に弱い電子

部品には好ましくはない。しかし，一般的なはんだ付け温度の上限を考慮すると，３００℃程度まで許

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/026/038026_hanrei.pdf


附属書 D 記載要件に関する審判決例 

- 62 - 

容範囲ということができる。そして，液相温度が３００℃の場合にはＣｕの添加量は約２重量％である。

そこで，最適値と限界値を上述した通りに設定した。」 

(ウ) 「本発明において重要な構成は，Ｓｎを主としてこれに少量のＣｕを加えるだけでなく，Ｎｉを

０．０４～０．１重量％添加したことである。ＮｉはＳｎとＣｕが反応してできるＣｕ６Ｓｎ５あるい

はＣｕ３Ｓｎのような金属間化合物の発生を抑制する作用を行う。このような金属間化合物は融点が高

く，合金溶融時に溶湯の中に存在して流動性を阻害し，はんだとしての性能を低下させる。そのために

はんだ付け作業時にはんだパターン間に残留すると，導体同士をショートさせるいわゆるブリッジとな

ることや，溶融はんだと離れるときに，突起状のツノを残すことになる。そこで，これを回避するため

にＮｉを添加したが，Ｎｉ自身もＳｎと反応して化合物を発生させるが，ＣｕとＮｉは互いにあらゆる

割合で溶け合う全固溶の関係にあるため，ＮｉはＳｎ－Ｃｕ金属間化合物の発生に相互作用をする。本

発明では，ＳｎにＣｕを加えることによってはんだ接合材としての特性を期待するものであるから，合

金中にＳｎ－Ｃｕ金属間化合物が大量に形成されることは好ましくないものということができる。そこ

で，Ｃｕと全固溶の関係にあるＮｉを採用し，ＣｕのＳｎに対する反応を抑制する作用を行わしめるも

のである。 

ただし，Ｓｎに融点の高いＮｉを添加すると液相温度が上昇する。従って，通常のはんだ付けの許容

温度を考慮して添加量の上限を０．１重量％に規定した。また，Ｎｉの添加量を減らしていった場合，

０．０４重量％以上であればはんだ流動性の向上が確認でき，またはんだ接合性，およびはんだ継手と

しての強度などが確保されることが判明した。従って，本発明ではＮｉの添加量として下限を０．０４

重量％に規定した。」 

 (オ) 「なお，ＣｕとＮｉ両者の含有比については，適正範囲が問題になるが，図１に示したようにＮ

ｉは０．０４～０．１重量％，Ｃｕは０．３～０．７重量％の範囲で示された部分は全てはんだ継手と

して好ましい結果を示す。即ち，上述したように母合金をＳｎ－Ｃｕ合金と考えた場合には，Ｘ軸に示

されたＣｕの含有量が０．３～０．７重量％の範囲で一定の値に固定されることになるが，その場合に

はＮｉを０．０４～０．１重量％の範囲で添加量を変えた場合でも好ましい結果を示す。一方，母合金

をＳｎ－Ｎｉ合金と考えた場合にはＹ軸に示されたＮｉの含有量が０．０４～０．１重量％の範囲で一

定の値に固定されることになるが，その場合であってもＣｕを０．３～０．７重量％の範囲で添加量 

を変えた場合でも好ましい結果を示す。なお，これらの値については，Ｎｉの作用を低下させてしまう

元素以外の不可避不純物が混入している割合でも同様であることはいうまでもない。」 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】Ｃｕ０．３～０．７重量％，Ｎｉ０．０４～０．１重量％，残部Ｓｎからなる，金属間

化合物の発生を抑制し，流動性が向上したことを特徴とする無鉛はんだ合金。 

 

（４）考慮された技術常識等 

「本件特許出願前から，ＣｕとＮｉは互いにあらゆる割合で溶け合う全固溶の関係にあることは広く

知られていたと認められる（甲４，横山亨著「図解合金状態図読本」６３頁オーム社昭和４９年６月

２５日第１版第１刷発行）」（判決より抜粋） 
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（５）手続の経緯 

平成13年 1月26日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成16年12月24日 ： 原告による第1次特許無効審判の請求（無効2004-80275号） 

平成17年11月22日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

平成19年 1月30日 ： 審決取消訴訟、請求棄却(平成17年(行ケ)第10860号) 

平成19年 6月22日 ： 上告受理申立て不受理(平成19年(行ヒ)第123号) 

平成18年10月30日 ： 原告による第2次特許無効審判の請求(無効2006-80224号) 

平成19年 7月31日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

平成20年 9月 8日 ： 請求項1～4について、第2次審決を取り消す決定(平成19(行ケ)第10307号) 

平成20年11月14日 ： 第2次特許無効審判の請求につき、訴え取下げ 

平成19年 4月 6日 ： 原告による本件特許無効審判の請求(無効2007-800071号) 

平成20年11月12日 ： 「…特許を無効とする。」との本件審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 …すなわち、無鉛はんだ合金が本件発明１の組成を有することにより、「金属間化合物の発生を抑

制し、流動性が向上した」という性質が得られたとの結果の記載並びにその理由として「ＣｕとＮｉ

は互いにあらゆる割合で溶け合う全固溶の関係にあるため、ＮｉはＳｎ－Ｃｕ金属間化合物の発生を

抑制する作用をする」との趣旨の記載があるにすぎず、本件発明１が有する性質である「金属間化合

物の発生を抑制し、流動性が向上した」が達成されたことを裏付ける具体例の開示はおろか、当該性

質が達成されたか否かを確認するための具体的な方法（測定方法）についての開示すらない。 

  そうすると、本件明細書の「発明の詳細な説明」が、当業者において、無鉛はんだ合金が本件組

成を有することにより、本件発明１が有する「金属間化合物の発生を抑制し、流動性が向上した」と

いう性質が得られるものと認識することができる程度に記載されたものとはいえないから、本件発明

１に係る特許請求の範囲の記載は特許法第３６条第６項第１号に規定する要件に適合するものとい

うことはできない。 

判決 

原告の主張 

 …Ｓｎ－Ｃｕ系のはんだ合金では，Ｃｕ6Ｓｎ5 

のようなＳｎ－Ｃｕ金属間化合物が流動性を阻

害して，はんだとしての性能を低下させ，ショー

トなどの問題を生じることが「発明の詳細な説

明」に開示されていること，及び，ＣｕとＮｉが

互いにあらゆる割合で溶け合う全固溶（全率固

溶）の関係にあるという出願時に知られていた事

実から，発明者は，上記③の「ＮｉはＳｎ－Ｃｕ

金属間化合物の発生に相互作用をする」ことを突

被告の主張 

 サポート要件に求められるものは，当業者が当

該発明の課題を解決できると認識できる開示がな

されることなのであって，本件発明１は「Ｃｕ：

０．３～０．７重量％，Ｎｉ：０．０４～０．１

重量％，残部Ｓｎからなる，金属間化合物の発生

を抑制し，流動性が向上したことを特徴とするは

んだ合金」であるから，上記発明特定事項がはん

だ接合において，その課題に対してどのように作

用効果を発揮するのか，具体的に開示されなけれ
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きとめたものであることも，記載された事実であ

る。これらの関連については，当業者であれば十

分に理解することができる内容である。 

ばならない。 

 

裁判所の判断 

…本件訂正後の明細書（甲３）の「発明の詳細な説明」には，「金属間化合物の発生を抑制し，流

動性が向上した」ことについての具体的な測定結果は記載されていない。 

確かに，数値限定に臨界的な意義がある発明など，数値範囲に特徴がある発明であれば，その数値

に臨界的な意義があることを示す具体的な測定結果がなければ，発明の詳細な説明の記載により当業

者が当該発明の課題を解決できると認識できない場合があり得る。しかし，本件全証拠によるも，本

件優先権主張日前に「Ｓｎを主として，これに，ＣｕとＮｉを加える」ことによって「金属間化合物

の発生が抑制され，流動性が向上した」発明（又はそのような発明を容易に想到し得る発明）が存し

たとは認められないから，本件発明１の特徴的な部分は，「Ｓｎを主として，これに，ＣｕとＮｉを

加える」ことによって「金属間化合物の発生が抑制され，流動性が向上した」ことにあり，ＣｕとＮ

ｉの数値限定は，望ましい数値範囲を示したものにすぎないから，上記で述べたような意味において

具体的な測定結果をもって裏付けられている必要はないというべきである。 

そして，本件特許出願前から，ＣｕとＮｉは互いにあらゆる割合で溶け合う全固溶の関係にあるこ

とは広く知られていたと認められる（甲４，横山亨著「図解合金状態図読本」６３頁オーム社昭和４

９年６月２５日第１版第１刷発行）から，ＮｉがＣｕのＳｎに対する反応を抑制する作用を行わしめ

るものであると考えることは，「Ｓｎを主として，これに，ＣｕとＮｉを加える」ことによって「金

属間化合物の発生が抑制され，流動性が向上した」理由の説明としては不合理ではない。したがって，

本件訂正後の明細書（甲３）の記載において，従来の金属間化合物発生等で生じた流動性の問題がな

く，フローめっき（噴流めっき）に適していることが，Ｃｕ－Ｓｎ系から出発したＮｉの添加の場合

も，Ｎｉ－Ｓｎ系から出発したＣｕの添加の場合も確認されており，その原因については，ＮｉとＣ

ｕの全固溶関係という上記技術常識及びＣｕＳｎ金属間化合物が生じた場合は流動性に問題を生じ

るという上記技術常識を考慮すれば，ＮｉがＣｕのＳｎに対する反応を抑制する作用を行わせること

の裏付けとしてはなされているというべきである。 
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(23)-5 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明のポイントとサポート要件 

 

１．書誌的事項 

事件 「押し棒を有する電気スイッチ」（無効審判） 

知財高判平成22年7月28日（平成21年（行ケ）第10252号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平4-27179号（特開平7-262864号公報） 

分類 H01H 9/24 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 中野哲弘裁判長、真辺朋子裁判官、田邉実裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 作動部が接点保持部から分離された時に、接続具が

電気回路を開く構造とすることにより、保守時等の安

全管理を確実にすることを目的とする。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【０００５】 

【課題を解決する為の手段】上記目的を達成する為に本

発明は次の技術的手段を有する。即ち本発明は電気回路

の接点を開閉する接点具と、その接点具を開閉する為に

操作する作動部と、作動部の動きを接点具に伝える押し

棒とを有し、接点具が電気回路を閉じて電気回路を接続

した状態と、接点具が電気回路を開いて電気回路を遮断

し得る状態を有する押し棒を有する電気スイッチに於

いて、上記接点具は作動部と接点具を有する接点保持部

が一体結合された状態で押し棒が停止状態の時に閉じて、電気回路を接続と成し、作動部の操作によっ

て押し棒が押下された時に開いて、電気回路を遮断となす以外に、作動部と接点保持部を分離した時に

接点具がバネの作用によって電気回路を開き電気回路を遮断できるように構成されていることを特徴

とするものである。 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/505/080505_hanrei.pdf
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【０００６】 

【作用】上記構成によると作動部が接点保持部から分離された時には、接点具はバネの作用によって電

気回路を開くので、保守時等も安全である。 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】(a)電気回路の接点を開閉する接点具と，(b)その接点具を開閉する為に操作する作動部

と，(c)作動部の動きを接点具に伝える押し棒とを有し，(d)接点具が電気回路を閉じて電気回路を接

続した状態と，接点具が電気回路を開いて電気回路を遮断し得る状態の２つを有する押し棒を有する

電気スイッチに於いて，(e)上記接点具は(e-1)作動部と接点具を有する接点保持部が一体結合された

状態で押し棒が停止状態の時に閉じていて電気回路を接続と成し，(e-2)作動部の操作によって押し棒

が押下された時に開いて，電気回路を遮断となす以外に，作動部と接点保持部を分離した時に接点具

がバネの作用によって電気回路を開き電気回路を遮断できるように構成されていることを特徴とする

押し棒を有する電気スイッチ。 

 

（４）手続の経緯 

平成9年  1月 9日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成20年10月27日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2008-800219号） 

平成21年 7月13日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 請求人は、証拠として上記甲第１号証を示し、『甲第１号証の第２～３頁「3.2.1特許法第３６条第

５項第１号違反の類型」の「(1)発明の詳細な説明中に、特許請求の範囲に記載された事項と対応す

る事項が、記載されていないことが明らかである場合」に該当する。』（審判請求書第１９頁第１行～

第４行）と主張している。しかしながら、上記したように、「バネ」及び「接点具」については、発

明の詳細な説明に記載されているものである。すなわち、審査基準に示された当該類型には該当しな

い。  

判決 

原告の主張 

 …バネが関与することなく構成ｅ－１，ｅ－２

の機能・動作を実現し，かつ，作動部と接点保持

部を分離した時にバネの作用により接点具が開

いて構成ｅ－３の機能・動作を実現するためのバ

ネの例について，発明の詳細な説明には一切開示

されておらず，本件特許は特許法旧３６条５項１

号に規定するサポート要件を満たしていない。 

被告の主張 

…本件発明の課題は，「分離時には接点具が必

ず開かれ，電気回路が遮断されるようになし，安

全管理上有利とする」ことにあり，発明の詳細な

説明にはバネの作用により構成要件ｅ－１～構成

要件ｅ－３を実現する実施例が明確に記載されて

いるから，当業者であれば，本件発明の課題を解

決できると認識できる範囲のものであるといえ

る。すなわち，バネが関与することなく構成要件
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ｅ－１及びｅ－２の機能・動作を実現し，かつ，

作動部と接点保持部を分離した時にバネの作用に

より接点具が開いて構成要件ｅ－３の機能・動作

を実現する具体的な構成が発明の詳細な説明に記

載されていなければサポート要件違反となるとす

る原告の前提に誤りがある。 

また，前記のとおり，バネの関与しないスイッ

チについては当業者にとって周知技術であったか

ら，バネの関与しない構成要件ｅ－１及びｅ－２

の実施例が具体的に記載されていなかったとして

も，その程度の技術は当業者にとってみれば記載

があるに等しい。 

裁判所の判断 

原告は，構成要件ｅ－１及びｅ－２はバネの作用を要件としていないから，本件発明には，バネの

関与なしに構成要件ｅ－１及びｅ－２を実現し，バネの作用により構成要件ｅ－３を実現するものも

包含されるところ，発明の詳細な説明にはその具体的構成の開示がなく，実施可能要件及びサポート

要件違反である旨主張する。 

しかし，構成要件ｅ－１及びｅ－２は電気スイッチの一般的な機能を規定するもので，本件発明の

技術的特徴ではないと考えられるところ，特許法はそうした部分についてまで，実施可能要件及びサ

ポート要件として網羅的に実施例を開示することを要求しているとは解されない，すなわち，構成要

件ｅ－１及びｅ－２の機能におけるバネの関与の有無は発明を特定するための事項ではないところ，

かかる発明を特定するための事項ではない技術的事項に着目し，実施可能要件及びサポート要件を問

うことは適切ではないと解される。加えて，電気スイッチに関し，構成要件ｅ－１及びｅ－２の機能

にバネが関与するか否かに着目して分類することが一般的であるとは認められず，原告独自の分類で

あると解されることに照らすと，バネの関与なしに構成要件ｅ－１及びｅ－２を実現し，バネの作用

により構成要件ｅ－３を実現する構成が発明の詳細な説明に具体的に記載されていないとしても，実

施可能要件及びサポート要件違反であるということはできないから，原告の上記主張は採用すること

ができない。 
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(23)-6 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明のポイントとサポート要件 

 

１．書誌的事項 

事件 「高圧縮フィルタートウベール，およびその製造プロセス」（無効審判） 

知財高判平成23年3月24日（平成22年（行ケ）第10214号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2003-586035号（特表2005-528096号公報） 

分類 A24D 3/02 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 滝澤孝臣裁判長、本多知成裁判官、荒井章光裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

【課題】ベールの頂部または底部に妨害となるような膨

張部分またはくびれ部分が無い、梱包され、ブロック形

態に高圧縮したフィルタートウのベールを提供する。 

【解決手段】ここで説明しているのは、 

（ａ）前記ベールが、少なくとも３００ｋｇ／ｍ３の梱

包密度を有し； 

（ｂ）前記ベールが、機械的に自己支持する弾性梱包材

料で完全に包装され、かつこの材料は、対流に対して気

密性を有する１つまたはそれ以上の結合部分を備えてお

り； 

（ｃ）非開封状態のベールを水平面上に配置した状態で、平坦な板をベールの中心上で垂直方向に作

用する１００Ｎの力でベールの頂部上に圧接したとき、圧接板に対するベールの垂直投影に内接する

最大の矩形の範囲内で、ベールの頂面における内接矩形内に位置する部分の少なくとも９０％が平坦

板から約４０ｍｍ以下離間する程度に、前記ベールの頂面および底面が平坦である、ことを特徴とす

るベールである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【０００６】本発明の課題は、ベールの移動を妨害するような膨張部分、ならびにトウベールの頂部と

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/182/081182_hanrei.pdf
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底部におけるフィルタートウの繰り出しを妨害するくびれ部分の無い、理想的なブロック形態に高圧縮

したフィルタートウのベールを提供することであり、この場合、梱包したフィルタートウにかかる負荷

が低減されることで、特に、内圧の影響下におけるパッケージの破裂開封をほぼ完全に回避することが

できる。本発明のさらなる課題は、これに関連した梱包プロセスを提供することである。 

【課題を解決するための手段】 

【０００７】これらの課題は、本発明に従い、請求項１によるフィルタートウのブロック形態のベール

と、請求項１４によるプロセスによって達成される。 

【０００８】すなわち、本発明は、 

（ａ）ベールが、少なくとも３００ｋｇ／ｍ３の梱包密度を有し； 

（ｂ）ベールが、機械的に自己支持する弾性梱包材料で完全に包装され、かつこの材料は、対流に対し

て気密性を有する１つまたはそれ以上の結合部分を備えており； 

（ｃ）非開封状態のベールを水平面上に配置した状態で、平坦な板をベールの中心上で垂直方向に作用

する１００Ｎの力でベールの頂部上に圧接したとき、圧接板に対するベールの垂直投影に内接する最大

の矩形の範囲内で、ベールの頂面における内接矩形内に位置する部分の少なくとも９０％が平坦板から

約４０ｍｍ以下離間する程度に、前記ベールの頂面および底面が平坦であることを特徴とする、ベール

の頂面または底面に妨害となるような膨張部分またはくびれ部分が無い、梱包され、ブロック形態に高

圧縮したフィルタートウのベールである。 

 

【００１６】本発明にかかるフィルタートウベールを梱包するプロセスは、 

（ａ）フィルタートウを圧縮形態にするステップと； 

（ｂ）圧縮されたフィルタートウをパッケージ包装材で包装するステップと； 

（ｃ）パッケージ包装材を気密にシールするステップと； 

（ｄ）包装されたベールにかかる負荷を解放するステップとを備えている。 

気密シールされたベールに対する負荷が解放されると、パッケージ包装材内に負圧が発生する。この負

圧は少なくとも０．０１ｂａｒであることが好ましく、特に有利な方法では０．１５～０．７ｂａｒの

範囲内である。 

【００１７】したがって、包装材で取り囲まれた領域内で発生した負圧は、パッケージ包装材の気密シ

ールによって維持することができる。この負圧により、可撓性材料の弾性復元力によって内部から梱包

へ加わる圧力が減衰される。この理由のために、最新技術によれば通常はフィルタートウベールに発生

する膨張を防止することができる。これにより、積層ベールの製造が遥かに容易になる。梱包内部から

作用する機械圧が（負圧によって）減衰されるために、梱包が失敗する危険性または梱包が裂開する傾

向が低減される。さらに、より高い梱包密度も得られ、これにより、より小型なパッケージの利点が得

られ、保管容量および移動容量を縮小することが可能になる。特に、この方法によれば、このように梱

包されたフィルタートウを収納するコンテナの収納容量を最適に使用できるようになる。 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】ベールの頂側部と底側部に妨害となるような膨張部分またはくびれ部分が無い，梱包さ

れ，ブロック形態に高圧縮したフィルタートウのベールであって， 
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(a) 前記ベールが，少なくとも３００ｋｇ／ｍ３の梱包密度を有し； 

(b) 前記ベールが，機械的に自己支持する弾性梱包材料内に完全に包装され， 

かつこの材料は，対流に対して気密性を有する１つまたはそれ以上の接続部分を備えており，かつこ

の材料は，温度２３℃，相対湿度７５％で，ＤＩＮ５３，３８０－Ｖに従って測定される空気に関す

るガス透過率が１０，０００ｃｍ３／（ｍ２・ｄ・ｂａｒ）未満であるフィルムであって； 

(c) 非開封状態のベールを水平面上に配置した状態で，平坦な板をベールの頂部に圧接させ，ベール

の中心に対して垂直方向に１００Ｎの力を作用させたとき，圧接板に対するベールの垂直投影に内接

する最大の矩形の範囲内で，ベールの頂面における内接矩形内に位置する部分の少なくとも９０％が，

平坦な板から４０mm以下離間する程度に，前記ベールの頂面および底面が平坦であり； 

(d) 前記ベールが，少なくとも９００mmの高さを有しており； 

(e) 少なくともベールが梱包された後に，外圧に対して少なくとも０．０１ｂａｒの負圧がベールに

かかっている， 

ことを特徴とするフィルタートウのベール 

 

（４）手続の経緯 

平成19年 2月16日 ： 特許権の設定登録 

平成19年 5月23日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2007-800098号） 

平成20年 9月30日 ： 本件発明1～26を無効とする旨の審決 

平成21年 9月 3日 ： 審決を取り消す旨の判決（平成21年（行ケ）第10004号） 

平成22年 1月29日 ： 被告による訂正審判の請求 

平成22年 5月31日 ： 「訂正を認める。本件審判の請求は、成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 請求人は、証拠として上記甲第１号証を示し、『甲第１号証の第２～３頁「3.2.1特許法第３６条第

５項第１号違反の類型」の「(1)発明の詳細な説明中に、特許請求の範囲に記載された事項と対応す

る事項が、記載されていないことが明らかである場合」に該当する。』（審判請求書第１９頁第１行～

第４行）と主張している。しかしながら、上記したように、「バネ」及び「接点具」については、発

明の詳細な説明に記載されているものである。すなわち、審査基準に示された当該類型には該当しな

い。  

判決 

原告の主張 

 本件訂正明細書の詳細な説明【００２５】にも，

０．１５ｂａｒないし０．７ｂａｒなどの比較的

高い値の負圧による課題の解決について記載が

あるが，０．０１ｂａｒという小さい値の負圧に

よる課題の解決について，本件訂正明細書の発明

被告の主張 

本件訂正発明１については，本件訂正明細書に，

べールの頂部と底部に膨張が生じ積み上げが阻害

されたり移動が妨害され，ストラップを用いると

くびれが生じ繰り出しが妨害されるという課題を

解決するための手段として，ベールの頂面におけ
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の詳細な説明には全く開示がされていない。 

(3) 本件訂正発明１は，引用発明１及び２と数値

限定部分以外において実質的な差違はないもの

であって，負圧と平坦度に係る数値限定により公

知技術との差違を導いたいわゆるパラメータ発

明であるところ，本件訂正明細書の発明の詳細な

説明によっては，当業者が当該発明の課題を解決

できると認識できるものではなく，また，記載や

示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照

らし当該発明の課題を解決できると認識できる

範囲内のものでもあり得ない。 

る内接矩形内に位置する部分の少なくとも９０％

が，平坦な板から約４０ｍｍ以下離間する程度に，

ベールの頂面及び底面が平面であるようにするこ

と，フィルタートウのパッケージ包装材を気密に

シールするとともに，少なくともベールが梱包さ

れた後に外圧に対して少なくとも０．０１ｂａｒ

の負圧がベールに掛かっている状態にすること，

負圧の制御方法の記載があることが認められるの

であるから，課題と解決手段が本件訂正明細書に

記載されているということができ，本件訂正発明

１は，本件訂正明細書に記載されているというこ

とができる。 

本件訂正発明１の「外圧に対して少なくとも０．

０１ｂａｒの負圧がベールにかかっている」との

規定は，本件特許出願前には存在しなかった「ベ

ールの形状を負圧によって制御する」という技術

思想を表現したものである。 

裁判所の判断 

本件訂正発明１においては，包装材で取り囲まれた領域内で発生した負圧が，パッケージ包装材の

気密シールによって維持され，この負圧によって，可撓性材料の弾性復元力により内部から梱包へ加

わる圧力が減衰されるとともに，製造工程中にベールの頂部と底部に生じる圧力勾配を吸収及び等化

されることにあり，これらによって，少なくともベールが梱包された後に外圧に対して負圧がベール

に掛かるものであると理解することができる。また，「負圧は少なくとも０．０１ｂａｒであること

が好まし」いとも記載されており，その意味自体も明瞭である。 

… 

気候による大気圧の変動が想定されること，高圧縮したベールの復元膨張力はかなり大きなもので

あり，しかも，ベールの圧縮率は様々なものが想定され，ベールの材料によっても変化するものであ

ることから，ベールの形状を制御するために利用する負圧について一義的に数値を決められないとい

う状況の下で，本件訂正発明１は，実質的に負圧として取り扱える有意な値を選択して発明の技術思

想を表現するために，「少なくとも０．０１ｂａｒ」という値の範囲を規定したものとみることがで

きるものである。そして，本件訂正発明１においては，ベールが梱包された後に，外圧に対して少な

くとも０.０１ｂａｒの負圧がベールに掛かっているものであるところ，梱包した材料に付加されて

いる外圧が解放されることによって，発生していた少なくとも０.０１ｂａｒとの負圧の値が更に大

きくなるものであること，他方，本件訂正発明１においては，トウが膨脹し続ける時間はせいぜい数

時間であるところ（甲２３），天候にも左右されるが，通常の気圧の日変化は０.０１ｂａｒには至

らないものであることに照らすと，ベールには，フィルタートウ材料が膨脹し，ベールに膨脹部分や

くびれ部分が出現しないようにしなければならない間，外圧に対しての負圧が掛かり続けるものであ
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るということができる。 

 また，本件訂正明細書には，０．０１ｂａｒ又はその近辺ではないが，「少なくとも０．０１ｂ

ａｒ」との負圧の数値の範囲内の複数の実施例が開示されている。 

… 

したがって，本件訂正発明１に係る特許請求の範囲の記載がサポート要件を満たすとした本件審決

の判断に誤りはない。 
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(23)-7 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について  

キーワード 発明のポイントとサポート要件 

 

１．書誌的事項 

事件 「ヒートポンプ式冷暖房機」（無効審判） 

知財高判平成23年9月29日（平成23年（行ケ）第10010号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平9-188864号（特開平10-339511号公報） 

分類 F25B 13/00 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 滝澤孝臣裁判長、髙部眞規子裁判官、齋藤巌裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、コンプレッサー１、コンデンサー

２、蒸発器３よりなるヒートポンプ式冷暖房機に

おいて、コンプレッサー１とコンデンサー２を四

方弁１０を介したガスパイプ６で結び、コンデン

サー２の冷媒ガス出口に設置したキャピラリチュ

ーブ４と、追設コンデンサー９とをガスパイプ７

で結び、追設コンデンサー９と蒸発器３のキャピ

ラリチューブ５をガスパイプ７′で結び、蒸発器３

のガス出口とコンプレッサー１とを四方弁１０を介したガスパイプ８で結んで、冷房運転と暖房運転

を切替え可能としたヒートポンプ式冷暖房機であり、運転効率を向上させるとともに、夏期、冷房運

転時は冷媒ガスの飽和を防ぎ、冬期、暖房運転時は、室外機内の蒸発器の霜の付着を防止する。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

 「オ（図１の実施形態による）…キャピラリチューブを出た冷媒ガスは、ガスパイプで一旦蒸発を

始めるが、追設コンデンサーのガスパイプの断面積が小さいためにそれ以上蒸発せず、追設コンデン

サー内は液状の冷媒ガスで充満するようになり、この時点より凝縮を始める追設コンデンサーは熱交

換がよいので凝縮が進み、更に液化がよくなった冷媒ガスで充満し、キャピラリチューブは、液状の

冷媒ガスが通過するだけになる（【００１８】）。 

【図１】 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/689/081689_hanrei.pdf
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 これを追設コンデンサーの冷媒ガス入口、出口双方に取り付けた液面計より観察すると、入口では

コンプレッサーが作動した約３０秒後から、液とガスが混合して吹き出すのが見られるが、段々と泡

の混じった液状の冷媒ガスが充満していくのが見られるようになり、この時点で蒸発は止まる。追設

コンデンサーの出口に付けられた液面計より観察すると、ほとんど泡のない状態の冷媒ガスが通過し

ているのが見られる。追設コンデンサーの冷媒ガス入口より出口まで通過する間に、冷媒ガスの温度

は約１０℃下降するが、追設コンデンサーを通った大気温度は、冷媒ガス入口付近で１０℃、出口付

近で０．２℃、平均して５℃上昇しており、追設コンデンサーの全ての個所で放熱し、凝縮器として

作動しているのがわかる。追設コンデンサー入りの大気温度より、出の大気温度の上昇が１℃以上に

なったときは、冷媒ガスは完全に凝縮している。この追設コンデンサーは、冷媒ガス入口より出口ま

でガス回路を一本にして、冷媒ガスの流れる距離を長くすると、冷媒ガスは蒸発せずによく凝縮する。 

 （図１の実施形態による）暖房運転では、四方弁で冷媒ガス回路は切り換えられ、冷媒ガスは蒸発

器に送られて凝縮した後、追設コンデンサーに送られて流れが逆になるが、冷房運転と同様、追設コ

ンデンサーは凝縮器として作動する。暖房運転では、追設コンデンサーは室外機に取り付けてあるの

で、室内機内の蒸発器と追設コンデンサーとを結ぶガスパイプの距離は長くなるが、この場合もガス

パイプは最初温度は下がるがすぐに上昇する。追設コンデンサーの冷媒ガス入口の液面計より観察す

ると、泡混じりの液化ガスが流れているのがわかる。一般に、キャピラリチューブを出た冷媒ガスは、

次の熱交換器では蒸発するが、本件発明は、追設コンデンサーのガス回路の断面積を少なくしている

のと、冷媒ガスが流れる回路の距離を長くしているので、追設コンデンサーはつねに凝縮器として作

動する（【００１９】）。 

 室外機内のコンデンサーを出て、室内機内の蒸発器に至るガス回路に、コンデンサー１個を追設し、

既設コンデンサーを出た冷媒ガスは、追設コンデンサーを通って蒸発器に送るようにした（【００２

６】）。 

 上記データに示すように、冷房運転、暖房運転ともに充分良好な運転状態である。冷房運転では、

追設コンデンサーで４８．５℃のガス温度が３７．７℃と１０．８℃下降しており、暖房運転では３

１．５℃のガス温度が１１．１℃と２０．４℃下降している。冷房運転では、追設コンデンサーでガ

ス温度が下降している分、今までより多く放熱されており、その分吸熱、冷却カロリーが多くなる。

凝縮が充分なため運転圧力も低く、冷媒ガスが飽和することもないのである。暖房運転では、追設コ

ンデンサーの設置した個所では平均７．４℃大気温度が上昇しており、その分既設コンデンサーの吸

熱はよくなる。…（【００２９】）。」（判決より抜粋） 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】コンプレッサーと既設コンデンサーを四方弁を介したガスパイプで結び，既設コンデン

サーの冷媒ガス出口に設置したキャピラリチューブと，内部のガスパイプ回路の管を前記既設コンデ

ンサー内のガスパイプ回路の管の内径の８０％以内又は断面積を６４％以下と細くした追設コンデン

サーとをガスパイプで結び，追設コンデンサーと蒸発器のキャピラリチューブをガスパイプで結び，

蒸発器の冷媒ガス出口とコンプレッサーとを四方弁を介したガスパイプで結び，ガスパイプ側にコン

プレッサーより冷媒ガスを吐出して既設コンデンサーに送り，既設コンデンサーで大気又は冷却水と

熱交換して凝縮させ，ガスパイプを通って追設コンデンサーに送って放熱してさらに凝縮させ，ガス
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パイプを通って蒸発器に設置したキャピラリチューブで減圧し，蒸発器に送って蒸発させたのち，ガ

スパイプで冷媒ガスをコンプレッサーに戻す冷房運転と，コンプレッサーよりガスパイプに冷媒ガス

を吐出し，蒸発器をコンデンサーとして作動させて冷媒ガスを凝縮させ，ガスパイプを通って追設コ

ンデンサーに送って放熱してさらに凝縮させ，ガスパイプで冷媒ガスを既設コンデンサーに設置した

キャピラリチューブに送って減圧し，既設コンデンサーに送って既設コンデンサーを蒸発器として作

動させて冷媒ガスを蒸発させたのち，ガスパイプを通ってコンプレッサーに戻す暖房運転とを，四方

弁で切替え運転を可能とし，冷房運転、暖房運転のいずれの場合でも追設コンデンサーで冷媒ガスを

放熱して，凝縮を進めることを特徴とするヒートポンプ式冷暖房機。 

 

（４）手続の経緯 

平成20年10月31日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成22年3月2日 ： 被告による特許無効審判の請求（無効2010-800034号） 

平成22年12月7日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

（１）請求人は、請求項１に記載された「冷房運転、暖房運転いずれの場合でも追設コンデンサーで

冷媒ガスを放熱して、凝縮を進めること」について、（ア）追設コンデンサーのガス回路の断面積と

蒸発器のそれとの関係、（イ）追設コンデンサー内で冷媒ガスが流れる回路を一本にしてその距離を

長くすること、及び（ウ）追設コンデンサーを液化ガスが流れる流量を、既設コンデンサー２を流れ

る流量と、キャピラリーチューブ４を流れる流量の合計の５０％以内とすること、が発明の詳細な説

明において必要条件として記載されている以上、請求項１において、発明の詳細な説明に記載された、

発明の課題を解決するための手段として記載すべきである旨主張している。  

 そこで、検討すると、発明の詳細な説明からみて、本件特許に係る発明は、ヒートポンプ式冷暖房

機において、冷房運転時、暖房運転時いずれも冷媒ガスの凝縮能力だけを増大させることを課題とし、

その課題を解決するために、ヒートポンプ式冷暖房機に追設コンデンサーを設け、当該追設コンデン

サー内のガスパイプ回路の管の内径を既設コンデンサー内のガスパイプ回路の管の内径より細くす

ることを発明の本質的事項として、追設コンデンサーを冷房運転時及び暖房運転時に常に凝縮器とし

て作動させるものである。  

 そして、冷暖房切換可能な冷凍サイクルにおいて、コンデンサーと蒸発器に互換性があることは、

技術常識である。 

 そうしてみると、請求項１には、少なくとも追設コンデンサー内のガスパイプ回路の管の内径を既

設コンデンサー内のガスパイプ回路の管の内径と比較して特定すれば足りるものといえる。  

判決 

原告の主張 

(ア) 冷房運転と暖房運転の両方の場合に追設コ

ンデンサーで凝縮を進めるためには，いずれの運

被告の主張 

…サポート要件の規定は，特許請求の範囲の記

載について，発明の詳細な説明の記載と対比して，
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転条件においても，①追設コンデンサー入口の段

階で冷媒が完全には液化せず，なお飽和状態にあ

ること，②追設コンデンサー内の冷媒温度が外気

又は冷却水の温度よりも高いことが必要である。

本件発明は，上記①の条件を満たすことが前提と

なっているから，追設コンデンサーで凝縮が行え

るか否かは，上記②の条件を満たすか否かの問題

に収斂するところ，本件発明において，圧縮機を

出てから最初の熱交換器…で凝縮を行った後，室

外に設置された追設コンデンサーに入る前に，本

来，蒸発を行う熱交換器の前に設けるのと同等の

減圧能力を持ったキャピラリチューブを通過さ

せて冷媒を減圧し，その温度を低下させると，通

常，外気や冷却水の温度を下回り，上記②の条件

を満たさなくなる場合があるため，凝縮を進める

ことはできない。 

 被告は，サポート要件について，実施可能要件

を判断するのと全く同様の手法によって解釈，判

断することは許されず，…原告の主張は，サポー

ト要件の規定の趣旨に反したものであると主張

する。 

 しかし，請求項１は，本件具体的構成が記載さ

れるとともに，本件機能的構成を含む形式をと

り，その効果も本件機能的構成を前提とする効果

のみが記載されている…。 

広すぎる独占権の付与を排除する趣旨で設けられ

たものであるのに対し，実施可能要件の規定は，

発明を実施するための明確でかつ十分な事項を開

示することなく，独占権の付与を受けることを防

止する趣旨で設けられたものであり，その趣旨を

異にするから，サポート要件について，実施可能

要件を判断するのと全く同様の手法によって解

釈，判断することは許されない。 

 したがって，原告のキャピラリチューブの機能

に関する実施可能性についての主張は，サポート

要件の規定の趣旨に反するものである。 

(イ) また，本件発明の課題は，ヒートポンプ式冷

暖房機において，冷房運転時，暖房運転時のいず

れの場合も冷媒の凝縮能力だけを増大するように

して，ヒートポンプ式冷暖房機の性能を向上させ

ることであり…，追設コンデンサーのガスパイプ

の径に関する本件明細書の記載…は，本件発明の

実施形態の説明の一部であり，原告は，その記載

のみで本件発明の課題を誤って認定している。 

裁判所の判断 

 ア 特許請求の範囲の記載が，サポート要件に適合するものであるか否かについては，特許請求の

範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，発明の詳細な説明に，当業者において，特許請求

の範囲に記載された発明の課題が解決されるものと認識し得る程度の記載ないし示唆があるか否か，

又は，その程度の記載や示唆がなくても，特許出願時の技術常識に照らし，当業者において，当該課

題が解決されるものと認識し得るか否かを検討して判断すべきものと解するのが相当である。 

 …本件発明は，冷房運転時，暖房運転時のいずれも冷媒ガスの凝縮能力だけが増大するように工夫

したものであって，冷房運転では，冷媒ガスの凝縮をよくして飽和を，暖房運転では，追設，増大し

た凝縮器より出る温風を蒸発器となるコンデンサーに送り，コンデンサーで熱交換する大気温度を高

くして，コンデンサーに霜が付着するのを防ぐとともに，冷房運転でも，暖房運転でも，追設，増大

した凝縮器よりの放熱カロリー分，ヒートポンプ式冷暖房機の性能を向上させるという技術課題につ

いて，冷房運転，暖房運転のいずれの場合でも，追設コンデンサーで冷媒ガスを放熱して凝縮を進め
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ることにより解決することを特徴とするものであるところ，発明の詳細な説明には，冷房運転，暖房

運転のいずれも場合でも追設コンデンサーで冷媒ガスを放熱して凝縮することが達成されることが，

具体例とともに記載されている。 

 したがって，発明の詳細な説明には，当業者において，特許請求の範囲に記載された発明の技術課

題が解決されるものと認識し得る程度の記載があるということができる。 

 しかしながら，一般に，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された実施

例とは異なる条件で実施された場合にあっては，発明の詳細な説明に記載された効果を奏しないこと

があることは想定されるのであって，全ての設計条件，環境条件の下で常にその効果が奏するもので

ないからといって，発明の詳細な説明には，当業者において，特許請求の範囲に記載された発明の課

題が解決されるものと認識し得る程度の記載がないとして，サポート要件が否定されるべきものとは

いえない。 
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(23)-8 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23: サポート要件について 

キーワード 出願後に提出された実験結果 

 

１．書誌的事項 

事件 「抗菌、抗ウィルス及び抗真菌組成物」（査定不服審判） 

知財高判平成23年12月26日（平成22年（行ケ）第10402号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2003-408761号（特開2005-170797号公報） 

分類 A01N 59/20 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第1部 中野哲弘裁判長、東海林保裁判官、矢口俊哉裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、（Ａ）触媒機能を有する金属イオン化合物、（Ｂ）還元能力を有する補酵素、Ｈ２Ｏ２、

及び酸化能力を有する試薬との混合物、（Ｃ）添加剤と、を適宜な比率で混合、攪拌して得た組成物で

あり、バクテリア，ウィルス及び真菌類を破壊，殺菌するという課題を解決することを目的とする。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示（判決の認定） 

 「本願当初明細書及び図面…には，成分（Ａ）として塩化第一銅を，成分（Ｂ）として過酸化水素，

補酵素ＮＡＤＰＨ及びアズレンキノン派生物を，（Ｃ）として塩化ナトリウム，重炭酸ナトリウム，リ

ン酸水素カリウム，リン酸二水素カリウム，硫酸カルシウム及び塩化マグネシウムを含有する水溶液

が記載されており（実施例１，段落【００１１】），また，上記水溶液と脂肪酸を混合した場合に，上

記脂肪酸の９７％が３０分以内に破壊され（実験例１，図２，段落【００１５】），上記水溶液とＤＮ

Ａを混合した場合にＤＮＡの９９％が破壊される（実験例２，図４，段落【００１６】）ことが記載さ

れている。」（判決より抜粋） 

 

（３）特許請求の範囲（補正後）（本願補正発明） 

【請求項１】以下の成分からなる抗菌，抗ウィルス，及び抗真菌組成物であって， 

一般公式が，Ｍ＋ａＸ－ｂで，Ｍは，ニッケル，コバルト，クロム，鉄，銅，チタン，白金及びバラジウ

ムからなる群から選択された金属素子で，Ｘは，塩化物，臭化物…からなる群から選択された陰性基

で，ａ＝１～６，ｂ＝１～６である，触媒機能を有する金属イオン化合物（Ａ）と， 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/860/081860_hanrei.pdf
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還元能力を有する補酵素，Ｈ２Ｏ２，および酸化能力を有する試剤との混合物（Ｂ）と， 

前記（ｂ）について，前記還元能力を有する補酵素は，還元フラビンモノヌクレオチド（ＦＭＮＨ２），

還元フラビンアデニンジヌクレオチド（ＦＡＤＨ２），還元ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド（Ｎ

ＡＤＨ），及び還元ニコチンアミドアデニンジヌクレオチドリン酸（ＮＡＤＰＨ）からなる群から選択

され，酸化能力を有する試剤は，アズレンキノン，１，２－ジヒドロキノン，および１，４－ジヒド

ロキノンからなる群から選択され， 

塩化ナトリウム，重炭酸ナトリウム，リン酸水素カリウム，リン酸二水素カリウム，硫酸カルシウム，

および塩化マグネシウムよりなる添加剤（Ｃ）と，からなり， 

前記（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）の重量比は，１：１０～５０：１５００～３０００であることを特徴とする組

成物。 

 

（４）手続の経緯 

平成19年9月3日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2007-24198号） 

平成19年10月3日 ： 手続補正（本件補正）（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成22年8月23日 ： 本件補正を却下、「本件審決の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

（ウ）本願明細書の発明の詳細な説明の記載について 

 …補正後の請求項１の「Ｍ」についての選択肢のうち、本願明細書の発明の詳細な説明の記載によ

り当業者が当該発明の課題を解決できる範囲のものといえるのは、本願明細書に記載された「実施例

１」の具体例で実証されている「銅」のみであり、それ以外の「ニッケル、コバルト、クロム、鉄、

チタン、白金及びバラジウム」の７つの選択肢については、本願明細書の発明の詳細な説明により当

業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるとは認められない。 

（エ）出願時の技術常識について 

 …補正後の請求項１の「Ｍ」についての…７つの選択肢の各々が、「銅」と同様に作用すると認識

できる範囲のものであるといえることが、本願の出願時の技術常識となっていたとは解せないので、

当該「ニッケル、コバルト、クロム、鉄、チタン、白金及びバラジウム」の７つの選択肢については、

本願明細書の発明の詳細な説明に具体的な記載や示唆がなくとも、当業者が出願時の技術常識に照ら

し当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるとは認められない。 

判決 

原告の主張 

 …本願補正発明で限定された「ニッケル，コバ

ルト，クロム，鉄，銅，チタン，白金及びパラジ

ウム」は，いずれも触媒機能を有する物質として

当業者において周知であることは疑いの余地が

なく，これらは特殊な条件でのみその機能を発揮

被告の主張 

 原告は，本願補正発明で限定された「ニッケル，

コバルト，クロム，鉄，銅，チタン，白金及びパ

ラジウム」は，いずれも触媒機能を有する物質と

して当業者において周知であることは疑いの余地

がないと主張するが…上記事実を認めるに足りる
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するような触媒でもない。 

 したがって，本願の当初明細書の実施例１にお

いて「銅」（酸化第一銅）が示されている以上，

当業者は他の７つの化合物においても，本願の出

願時の技術常識において当然に触媒機能を発揮

すると推定することができるというべきであっ

て，そうであれば，７つの選択肢については，本

願の当初明細書の発明の詳細な説明に具体的な

記載や示唆がなくとも，当業者が出願時の技術常

識に照らし当該発明の課題を解決できると認識

できる範囲のものであるから，審決の上記判断は

誤りである。 

 さらに、…銅以外の各種金属イオン，すなわち，

ニッケル…などの金属イオン化合物が触媒機能

を発揮することを立証するため，銅以外の各種金

属イオンを含有する抗菌，抗ウィルス，及び抗真

菌組成物を本件明細書の実施例１と同じ手順で

調製し，実験例１及び２で述べた手法で検証した

ところ，ニッケル…などの金属イオン化合物が本

願補正発明において触媒機能を発揮し，これらの

化合物を使用して組成物を調製した場合におい

ても所望の抗菌，抗ウィルス，及び抗真菌作用を

奏することが示されている。 

 したがって，本願補正発明に列記した金属イオ

ン化合物が何らかの触媒機能を有していれば，こ

れら全ての金属イオン化合物について実施例を

示すまでもなく，本願補正発明において抗菌，抗

ウイルス，抗真菌活性を示すことが認識できると

いうべきである… 

証拠もない。しかも，一般に，使用する触媒の種

類が異なれば，その触媒機能も異なるのが普通で

あることが知られているし（化学大百科，乙４），

少なくとも「ＯＨ＊を形成する」という触媒機能

に関して，ニッケル，コバルト，クロム，チタン

などの遷移金属イオンと，鉄などの遷移金属イオ

ンとの間には相違があるから（甲１１の１文献），

「実施例１において『銅』（酸化第一銅）が示され

ている以上，当業者は他の７つの化合物において

も，本願の出願時の技術常識において当然に触媒

機能を発揮すると推定することができる。」との原

告の主張は失当である。 

裁判所の判断 

 …本願の当初明細書には…Ｍ＋ａＸ－ｂで表される成分（Ａ）のＭとして「銅」以外の金属を使用す

る組成物については，発明の詳細な説明に具体的データの記載がなく，また，本願の組成物が脂肪酸

やＤＮＡを分解するメカニズムを説明する記載もなく，脂肪酸やＤＮＡの分解において組成物中の各

成分が果たす役割を実証する記載もない。 

 他方，本件補正後の請求項１の記載によって特定される３つの成分を組み合わせることにより，脂

肪酸やＤＮＡが分解でき，その結果，バクテリア，ウイルス及び真菌類を破壊，殺菌できることにつ

いて，具体例をもって示さなくとも当業者が理解できると認めるに足りる技術常識はない。 
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 そうすると，本願の組成物の成分（Ａ）のＭとして「銅」以外の金属を使用するものが，脂肪酸や

ＤＮＡを分解でき，バクテリア等を破壊，殺菌するという課題を解決できるということはできないの

で，本願における発明の詳細な説明は，本件補正の請求項１の記載によって特定される成分（Ａ）の

Ｍの全ての範囲において所期の効果が得られると当業者において認識できる程度に記載されている

ということができない。 

 したがって，本件補正後の請求項１（本願補正発明）の記載は，「特許を受けようとする発明が発

明の詳細な説明に記載したものである」（サポート要件充足）ということはできない。 

 (エ) さらに、原告は，…本願明細書の実施例１と同じ手順で調製し，実験例１及び２で述べた手

法で検証したところ，…所望の抗菌，抗ウィルス及び抗真菌作用を奏することが示されたと主張する。 

 しかし，明細書等に記載されていなかった事項について，出願後に補充した実験結果等を参酌する

ことは，特段の事情がない限り，許されないというべきところ，原告が主張する上記実験結果は本願

の当初明細書に記載されておらず，それがいつ，どこで行われた実験であるか明らかでないばかりか，

同主張が平成２３年８月２６日付け「技術説明書」と題する書面により初めて主張されていることか

らすれば，上記実験は本件訴訟提起後に行われたと推認されるし，本願の当初明細書又は出願時の技

術常識から上記実験の結果が示唆ないし推認されるような特段の事情も認められないから，そもそも

上記実験結果を参酌することはできないというべきである。 
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(23)-9 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明の課題 

 

１．書誌的事項 

事件 「有機LED用燐光性ドーパントとしての式L2MXの錯体」（無効審判） 

知財高判平成24年11月7日（平成23年（行ケ）第10235号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2005-241794号（特開2005-344124号公報） 

分類 C09K 11/06 

結論 認容 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 土肥章大裁判長、井上泰人裁判官、荒井章光裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、いずれも燐光性錯体である特定式で表される有機イリジウム錯体を含む、有機発光デ

バイスの発光層として用いるための組成物である。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

 「…本件明細書の発明の詳細な説明をみると，…本件発明が，式Ｌ２ＭＸ（式中，Ｌ及びＸは異な

った二座配位子であり，Ｍは金属，特にイリジウムである。）の有機金属化合物，それらの合成及びあ

るホスト中のドーパントとして，有機発光装置の発光層を形成するために使用することに関するもの

である旨が記載されている（…【０００１】）。その上で，本件明細書の発明の詳細な説明には，燐光

では全ての励起子が発光に関与できるため，原理的に蛍光よりも高い効率で発光が得られることから，

燐光の利用に成功することは有機ＥＬ装置の前途を約束するものである（…【００２４】【００２５】）

との記載がある一方，多くの有機材料は一重項励起子からの蛍光を示すが，三重項による効果的室温

燐光を出すことができるものは，ほんの僅かなものしか確認されていない（…【０００６】【０００７】）

旨が記載されている。」（判決より抜粋） 

 

（３）考慮された技術常識等（判決の認定） 

 「…本件出願日当時における技術水準は，理論上，燐光を発する有機金属化合物を発光材料として

発光層に使用することにより，有機発光デバイスの発光効率を改善することができるにもかかわらず，

極めて多数にわたる有機金属化合物のうち当該発光材料として発光層に使用できるものがごく限られ

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/742/082742_hanrei.pdf
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た特定のものしか知られておらず，しかも，これらのうちＩｒ（ｐｐｙ）３が８％というＥＬ効率を

示していたほかは，いずれもごく低いＥＬ効率を達成するにとどまっていたものと認められる。」 

（判決より抜粋） 

 

（４）特許請求の範囲（訂正後）（請求項1のみ記載）（本件発明1） 

【請求項１】式Ｌ２ＭＸ（式中，Ｌ及びＸは，異なったモノアニオン性二座配位子であり，ＭはＩｒ

であり，さらに前記Ｌ配位子はｓｐ２混成炭素及び窒素原子を介してＭに配位し；前記Ｘ配位子がＯ

－Ｏ配位子又はＮ－Ｏ配位子である）の燐光性錯体を含む，有機発光デバイスの発光層として用いる

ための組成物（但し，Ｌ２ＭＸ中，Ｘがヘキサフルオロアセチルアセトネート又はジフェニルアセチ

ルアセトネートである組成物を除く）。 

 

（５）手続の経緯 

平成22年4月28日 ： 被告による特許無効審判の請求（無効2010-800084号） 

平成22年9月17日 ： 原告らによる訂正の請求（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成23年3月23日 ： 「訂正を認める。…特許を無効とする。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 …「ＢＴＩｒ」以外の「Ｌ２ＩｒＸ」なる式で表される化合物を使用して発光デバイスを構成した

場合に，従来技術である甲１に記載された発明で達成されている「８％」なるものと同等以上の高い

量子効率を得ること」にある…，本件明細書の発明の詳細な説明の記載に基づき，当該構成によって

そのような高い量子効率を得ることが一般的にできるであろうと当業者が認識することができると

まではいえず，このことは技術常識に照らしても同様であるなどとして，本件発明１が発明の詳細な

説明に記載したものではなく，また，本件発明１を引用する本件発明２ないし７も，同一の理由によ

り発明の詳細な説明に記載したものではない… 

判決 

原告の主張 

 …本件明細書には，本件発明の課題として，本

件審決が認定した「高い量子効率で燐光発光でき

る発光デバイスの発光層に使用するための組成

物の提供」であるとは記載されていないし，先行

技術に関する甲１に８％の量子効率が記載され

ているからといって，「８％と同等以上の量子効

率」で燐光発光できる発光デバイス等を提供する

ことがすべからく本件発明を含む燐光性有機発

光デバイスの課題であることを認定する根拠は

ない。このように，本件審決は，本件明細書の記

被告の主張 

 ３ 発明の課題の認定は，明細書及び図面の全

ての記載事項を考慮すべきであり，本件明細書に

は，特定の実施態様（ＢＴＩｒ）が高い量子効率

で燐光発光する旨の記載があるが，それを超えて，

前記〔原告らの主張〕４において原告らが主張す

るような発明の課題についての記載はない。むし

ろ，本件明細書には，発明の課題が明確に記載さ

れていないところ，本件審決による，「高い量子効

率で燐光発光できる発光デバイスの発光層に使用

するための組成物の提供」という発明の課題の認
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載に基づかずに本件発明の課題を認定し，かつ，

何らの根拠もなくその課題を不合理に高いレベ

ルに限定するという誤りを犯している。 

 むしろ…本件発明の課題は，「有機発光デバイ

スの発光層として用いるための組成物として，従

来知られていた式Ｌ３Ｍの構造を有する燐光性

錯体とは異なる構造を有する燐光性錯体を提供

すること」であるというべきであり，当該課題及

びその解決手段は，本件明細書の発明の詳細な説

明に記載されているから，本件発明は，本件明細

書の発明の詳細な説明による開示を超えるもの

ではない。 

定は，合理的なものである。 

 …本件出願日当時，有機ＥＬデバイス開発の課

題は，量子効率の向上であった（甲１，５，６，

乙２５）ところ，本件発明と同じイリジウム錯体

を発光層に含む甲１に記載の発明は，量子効率が

８％であり，これは，燐光に理論上期待されてい

た量子効率（１５％）には及ばない以上，本件発

明の課題が８％と同等又はそれ以上の量子効率を

実現することにあると考えることは，至極当然で

ある。 

裁判所の判断 

 …サポート要件に係る判断の前提として本件発明の課題について認定する必要があり，その上で，

本件発明の特許請求の範囲の記載と本件明細書の発明の詳細な説明の記載を対比し，本件発明として

特許請求の範囲に記載された発明が本件明細書の発明の詳細な説明に記載された発明で，当該発明の

詳細な説明の記載により当業者が本件発明の当該課題を解決できると認識できる範囲内のものであ

るか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし本件発明の当該課題

を解決できると認識できる範囲内のものであるか否かを検討する必要があるというべきである。 

 …本件明細書には，本件発明の課題が必ずしも明確に記載されていないが，本件明細書は，上記技

術水準を前提として，本件発明について，有機発光デバイスの発光層として用いることができる組成

物であって，本件出願日当時に知られていた有機金属化合物とは異なるものとして説明しているもの

であるから，本件発明の課題は，「有機発光デバイスの発光層に使用した場合に燐光を発する新たな

有機金属化合物を得ること」であると認めるのが相当である。 

 ア 被告は，「高い量子効率で燐光発光できる発光デバイスの発光層に使用するための組成物の提

供」，具体的には甲１に記載の８％と同等以上のＥＬ効率で燐光発光できる有機発光デバイスの組成

物の提供を本件発明の課題として認定した本件審決は合理的なものであり，本件発明のＬ２ＭＸで

１％でも燐光の量子効率が得られればよいというものではない旨を主張する。 

 しかしながら…本件出願日当時における技術水準によれば，有機発光デバイスの発光材料として使

用することができる有機金属化合物を見いだすことは，本件出願日当時において，それ自体解決すべ

き技術的課題として成立し得るものというべきであって，本件出願日前に甲１のＩｒ（ｐｐｙ）３が

８％というＥＬ効率を示していたとしても，そのことは，本件出願日当時における当該技術分野にお

いて解決すべき技術的課題を「８％と同等以上の高いＥＬ効率で燐光発光できる発光デバイスの発光

層に使用するための組成物の提供」に限定する根拠となるものではない。 

 …本件発明の課題は…「有機発光デバイスの発光層に使用した場合に燐光を発する新たな有機金属

化合物を得ること」であるところ，本件明細書の発明の詳細な説明には…本件出願日前に燐光を発す

ることが知られていなかった特定の有機イリジウム錯体が，その製造方法及び本件発明の他の構成と
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ともに具体的に記載されているばかりか…当該有機イリジウム錯体を有機発光デバイスの発光層に

使用した場合に燐光を発することが，その作用機序とともに具体的に記載されているといえる。 

 したがって，本件発明として特許請求の範囲に記載された発明は，本件明細書の発明の詳細な説明

に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が本件発明の課題を解決できると認識で

きる範囲内のものである… 
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【図５】 

(23)-10 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明のポイントとサポート要件 

 

１．書誌的事項 

事件 「回転歯ブラシの製造方法」（無効審判） 

知財高判平成25年6月6日（平成24年（行ケ）第10365号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2002-99172号（特開2003-289947号公報） 

分類 A46D 1/08 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第4部 土肥章大裁判長、大鷹一郎裁判官、齋藤巌裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、ブラシ単体を構成する素線同士の重なりをなくして均

一な厚さとすべく、素線群１を台座２に設けた挿通孔５１ａから外方

に一定量突出させる第１の工程と、この素線群1の突出端の中央にエ

アを吹き込んで素線群を放射方向に開く第２の工程とを行い、さらに、

中心部の形状を均一に仕上げるべく、第１及び第２の工程に続いて、

開かれた素線群１を台座２に固定した状態で素線群1の中央部分を溶

着する第３の工程と、溶着された中央部分の中心部を切除する第４の

工程とを行い、これら各工程を行なうことにより、簡易かつ画一的に

均一にブラシ単体の製造を可能にしたというものである。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【０００２】 

【従来の技術】…多数の素線を束状に集合させてなる素線群の一端を加熱溶着することにより半球形状

の溶着部を形成し、この後溶着部を加圧して扁平状とする。これに続いて、扁平部の軸孔となる部分を

カットして、さらに加圧することにより素線群の全体を略円形とし、かつ扁平部を略円形とする。この

後、扁平部の両端を溶着などにより接合させて環状部を形成し、シート状のブラシ単体を製作する。… 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００３】…以上のように製作される回転ブラシは、そのブラシ単体の厚みを均一とするには熟練を

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/308/083308_hanrei.pdf
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要し、ブラシ単体の厚みが不均一の場合は回転ブラシの毛足密度が不均一となる。しかも、工程数が多

く複雑な工程を要するので、一貫した連続製造が困難で回転歯ブラシの製造コストも高くなる。 

【０００４】そこで、本発明は、回転歯ブラシを構成するブラシ単体を高度な熟練を要することなく、

しかもできるだけ工程数少なく効率良く製造できるブラシ単体の製造方法とその装置を提供し、ひいて

は回転歯ブラシを量産化可能とする製造方法を提供することを目的とする。 

 

（３）特許請求の範囲（請求項2のみ記載） 

【請求項２】多数枚を重ねて回転ブラシを形成するブラシ単体の製造方法であって，多数の素線を束

状に集合させてなる素線群を台座に設けた挿通孔から外方に一定量突出させる第１の工程と， 

この素線群の突出端の中央にエアを吹き込んで素線群を放射方向に開く第２の工程と， 

開かれた素線群を台座に固定した状態で素線群の中央部分を溶着する第３の工程と， 

溶着された中央部分の中心部を切除する第４の工程とからなる回転ブラシのブラシ単体の製造方法。 

 

（４）手続の経緯 

平成19年7月6日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成23年12月22日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2011-800265号） 

平成24年9月19日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 本件特許明細書に記載された本件実施態様発明１は、本件請求項２に係る発明の発明特定事項に対

応する構成を全て有している。 

 そして、請求項２に係る発明は、多数の素線を束状に集合させてなる素線群を、第１の工程から第

４の工程を実施して回転ブラシのブラシ単体を製造しており、ブラシ単体を製造するために必要な工

程が特定されており、本件実施態様発明１を参酌すれば、本件特許明細書の段落【０００３】に記載

された本件発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように記載された範囲を超えるもの

ではない。 

 本件請求項２に係る発明が、出願時の技術常識に照らしても、本件請求項２に係る発明の範囲まで、

発明の詳細な説明に開示された内容を拡張ないし一般化できるとはいえない場合、または、本件請求

項２において、発明の詳細な説明に記載された、発明の課題を解決するための手段が反映されていな

いため、発明の詳細な説明に記載した範囲を超えて特許を請求することとなる場合に該当するもので

もない。 

 したがって、本件請求項２に係る発明は、発明の詳細な説明に記載したものである。 

判決 

原告の主張 

 …請求項２及び３の記載は本件各具体例の構

成を含む包括的な記載となっているが，発明の詳

被告の主張 

 明細書の「発明の詳細な説明」には，請求項に

係る発明の実施形態を少なくとも一つ記載するこ
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細な説明には，本件各具体例の構成についての記

載はなく，本件出願時の技術常識に照らしても，

本件各具体例の構成を備えた本件各発明の範囲

まで，発明の詳細な説明において開示された内容

を拡張ないし一般化できるものではない。 

とが必要とされるが，請求項に係る発明（上位概

念）に含まれる全ての下位概念又は全ての選択肢

について実施の形態を示す必要はなく，単に発明

の詳細な説明において，想定され得る全ての実施

態様について記載していないからといってサポー

ト要件違反になるものではない。 

裁判所の判断 

 (1) サポート要件違反について 

 特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発

明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載さ

れた発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲

のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明

の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものと解される。 

 そこで検討するに，本件明細書の発明の詳細な説明には，本件各発明（請求項２及び３）の各構成

及びその実施例が記載されており…，本件明細書に接した当業者において，本件各発明の各構成を採

用することにより，ブラシ単体の厚みを均一とするのに熟練を要し，しかも，工程数が多く複雑な工

程を要するため，一貫した連続製造が困難であるという本件各発明の課題…を解決できると認識でき

るものと認められるから，本件各発明に係る本件特許は，サポート要件に適合するというべきである。 

 (2) 原告の主張について 

 …原告は，請求項２及び３の記載は本件各具体例の構成を含む包括的な記載となっているが，発明

の詳細な説明には，本件各具体例の構成についての記載はなく，本件出願時の技術常識に照らしても，

本件各具体例の構成を備えた本件各発明の範囲まで，発明の詳細な説明において開示された内容を拡

張ないし一般化できるものではなく，また，本件具体例６の構成のように「溶着中の切除」では，切

除前に中央部分が完全に固化した状態にならないので，ブラシ単体の厚みが不均一になるという問題

を解決できないはずであるが，本件明細書には，それを回避する手段についての記載もないから，本

件各発明はサポート要件に違反しており，これと異なる本件審決の判断は，誤りである旨主張する。 

 しかしながら，特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，前記の基準

により判断されるべきものであり，発明の詳細な説明に，想定され得る全ての実施態様についての記

載がないからといって，そのことが直ちにサポート要件違反を構成するものではない。 
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(23)-11 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明の課題 

 

１．書誌的事項 

事件 「船舶」（無効審判） 

知財高判平成25年9月10日（平成24年（行ケ）第10424号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2007-238381号（特開2009-67253号公報） 

分類 B63D 13/00 

結論 認容 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 塩月秀平裁判長、池下朗裁判官、新谷貴昭裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

【課題】多種多様な船舶に対して、多種多様な方式のバラスト水処理装置を船内適所に容易に設置可

能とする船舶構造を提供すること。 

【解決手段】バラスト水の取水時または排水時にバラスト水中の微生物類を処理して除去または死滅

させるバラスト水処理装置２０を備えている船舶構造であって、バラスト水処理装置２０が船舶後方

の舵取機室９内に配設されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/557/083557_hanrei.pdf
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（２）発明の詳細な説明の開示 

【発明が解決しようとする課題】 

【０００５】ところで、上述したバラスト水処理装置は、荷役の進行と略同時に吸入または排水される

バラスト水を処理するものであるから、高い処理速度（たとえば、大型原油タンカーの場合には７００

０ｍ３ ／hr程度）が求められる。このため、バラスト水処理装置自体が 

大型化する傾向にあり、船舶にバラスト水処理装置の適当な設置場所を確保することは、下記の理由に

より困難な状況にある。 

【０００６】（１）バラスト水処理装置は、電気や薬剤などを使用する高度な処理レベルが求められる

ため、海洋環境下での波浪・風雨に対する耐食性を考慮すると、甲板等の船外よりも船内に設置するこ

とが好ましい。 

（２）バラスト水処理装置を船内に配置する場合、貨物積載量の確保や可燃性貨物の積載に伴う危険区

画等を考慮すると、船体中央部分に配置することを避け、船首または船尾に配置することが望ましい。 

（３）一般的な船舶設計では、バラストポンプ等の機器類は船尾の機関室に配置される。このため、船

首にバラスト水処理装置を配置すると、船尾のバラストポンプ近傍に設けられた取水口から船首まで長

距離の配管が必要となる。 

【０００７】このように、今後設置が義務づけられるバラスト水処理装置について、船体設計の大幅な

変更を必要とせず、しかも、新造船に設置する場合はもとより、既存の船舶を改造して設置する場合に

も容易に適用可能な船舶構造が望まれる。すなわち、新造船や既存船の区別がなく、しかも、タンカー

（ＬＰＧ船、ＬＮＧ船、油送船等）、貨物船（コンテナ船、ロールオン／ロールオフ船、一般貨物船等）

及び専用船（ばら積貨物船、鉱石運搬船、自動車運搬船等）等のように多種多様な船舶（特に一般商船）

に対して、多種多様な方式のバラスト水処理装置を船内適所に容易に設置可能とする船舶構造が望まれ

ている。 

  本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、多種多様な船舶に対

して、多種多様な方式のバラスト水処理装置を船内適所に容易に設置可能とする船舶構造を提供するこ

とにある。… 

【００２７】具体的に説明すると、舵取機室９の空間は、上述した振動の問題があるため、通常機器類

の設置に適さない場所（空間）として残されている。しかし、バラスト水処理装置２０は、主としてＬ

ＮＧ船１の停船時に使用されるものであるから、上述した振動のない状態での使用が可能となる。本発

明者らは、上述した船舶構造に着目し、舵取機室９がバラスト水処理装置２０の設置場所として最適で

あること発見したものである。 

  すなわち、バラスト水の取水または排水は、船舶が港に停船して荷役作業を行う際に実施されるので、

バラスト水処理装置２０の運転時には船舶航行用のエンジンや舵が駆動されることはなく、従って、舵

取機室９は、バラスト水処理装置２０の運転時に周囲の振動を考慮する必要はなく、バラスト水処理装

置２０の設置場所としては最適である。なお、要すれば航海中にも処理することがあるが、これを否定

するものではない。 

【００２８】バラストポンプ１３の近傍という観点では、バラスト水処理装置２０を機関室８内に設置

することも考えられる。しかし、通常の船舶設計における機関室８内は、メンテナンスや操作性を考慮

すると、特別な要件がある場合を除いて種々の機器類を配置する場所とされる。しかも、機関室８の内
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部は、通行性や作業性を考慮するとともに、機器類の設置及メンテナンスを可能にする必要最小限の空

間を確保しているのが実情であり、実質的には余分な空間は存在しない。従って、機関室８内にバラス

ト水処理装置２０を設置しようとすれば、機関室８を大型化するように船殻設計を変更するなど、船体

構造や船型の大幅な変更が必要となる。 

  特に、既存船に適用する場合には、機関室８を改造してバラスト水処理装置２０を設置することは、

船体構造の大規模な改造工事が必要となる。このような改造工事は、コストや工事期間の増大を伴うも

のであるから、機関室８をバラスト水処理装置２０の設置場所とすることには問題が多くきわめて困難

である。 

【００２９】また、舵取機室９は、機関室８の上部に配置された乗員の居住区７から近く、作業時等の

アクセス面でも有利になる。このような観点から見ても、舵取機室９はバラスト水処理装置２０の設置

場所に適している。 

  また、舵取機室９は船内空間であるから、海洋環境下における波浪や風雨に対する腐食対策を施す必

要がなく、この点でもバラスト水処理装置２０の設置場所に適している。… 

【００３３】また、舵取機室９は、バラストポンプ１３が設置される機関室８に隣接して近いため、処

理装置入口側配管系統１５及び処理装置出口側配管系統１６に必要となる配管長及び配管設置スペー

スが少なくてすみ、バラスト水処理に伴う圧力損失も最小限に抑えることができる。 

  また、舵取機室９は非防爆エリアであるから、各種制御機器や電気機器類の制約が少なくてすむとい

う利点もある。 

  また、舵取機室９は、船舶の吃水より上方に位置するため、緊急時においてはバラスト水を容易に船

外へ排水できるという利点もある。 

  なお、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲内にお

いて適宜変更することができる。 

 

（３）特許請求の範囲（請求項6のみ記載） 

【請求項６】バラスト水の取水時または排水時にバラスト水中の微生物類を処理して除去または死滅

させるとともにバラスト水が供給されるバラスト水処理装置を備えている船舶であって，バラスト水

が供給される前記バラスト水処理装置が船舶後方の非防爆エリアで，船舶の吃水線より上方かつバラ

ストタンクの頂部よりも下方に配設されていることを特徴とする船舶。 

 

（４）考慮された技術常識等 

甲１０２～１０４，甲２０８～２１１によれば，本件特許の出願時において，「非防爆エリア」とい

う用語は，船舶の分野で一般的に用いられている用語であると認められ，危険場所（危険区画又は区

域）の反対語である非危険場所と同義であり，防爆構造が要求されない領域，すなわち，電気機器の

構造，設置及び使用について特に考慮しなければならないほどの爆発性混合気が存在しない区画又は

区域を意味するものと認められる。 

また，本件特許の出願時において，当業者にとって，船舶のどの場所が「非防爆エリア」であるか

についても，以下の理由により明確であると認められる。 

すなわち，甲１０２（「鋼船規則 鋼船規則検査要領 Ｈ編 電気設備」財団法人日本海事協会）には，
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タンカー，液化ガスばら積船及び危険化学品ばら積船のそれぞれについて，０種，１種及び２種の三

段階で危険場所を分類しなければならないことが記載されており，どこを危険場所とすべきについて

も，危険場所の段階毎に具体的に例示されている。 

また，甲２１５（「ＪＩＳ 船用電気設備－第５０２部：タンカー－個別規定」日本規格協会）には，

危険区域の分類について詳細な規定が定められており，危険区域の分類の例についても具体的に図示

されている。 

さらに，危険区域の分類については、甲２１６（「爆発性雰囲気で使用する電気機械器具－第１０部：

危険区域の分類」日本規格協会）においても詳細に定められている。 

これらの記載に照らせば，本件特許の出願時において，当業者にとって，船舶のどの場所が危険場

所又は区域になるのかは明確であり，そうである以上，危険場所又は区域ではない「非防爆エリア」

がどこかも明確であるというべきである。 

また，甲１０２，２１５，２１６は，船舶を設計するにあたって遵守すべき基本指針に関するもの

であるから，本件特許の出願時において，「非防爆エリア」の意味はもとより，その具体的な場所につ

いても，当業者の技術常識であったものと認めて差し支えない。 

 

（５）手続の経緯 

平成22年 5月14日 ： 特許権の設定登録 

平成23年12月 6日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2011-800251号） 

平成24年 3月26日 ： 被告による訂正請求 

平成24年10月26日 ： 訂正を認めた上で、請求項6に係る発明についての特許を無効とする旨の審

決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 本件発明６は，「バラスト水が供給される前記バラスト水処理装置が船舶後方の非防爆エリアで，

船舶の吃水線より上方かつバラストタンクの頂部よりも下方に配設されている」と訂正され，特に「バ

ラスト水処理装置が船舶後方の非防爆エリアに配設されている」構成を特徴としている。 

本件発明６におけるバラスト水処理装置２０の設置場所について，「バラストポンプ１３の近傍と

いう観点では，バラスト水処理装置２０を機関室８内に設置することも考えられる。しかし，通常の

船舶設計における機関室８内は，メンテナンスや操作性を考慮すると，特別な要件がある場合を除い

て種々の機器類を配置する場所とされる。しかも，機関室８の内部は，通行性や作業性を考慮すると

ともに，機器類の設置及メンテナンスを可能にする必要最小限の空間を確保しているのが実情であ

り，実質的には余分な空間は存在しない。従って，機関室８内にバラスト水処理装置２０を設置しよ

うとすれば，機関室８を大型化するように船殻設計を変更するなど，船体構造や船型の大幅な変更が

必要となる。特に，既存船に適用する場合には，機関室８を改造してバラスト水処理装置２０を設置

することは，船体構造の大規模な改造工事が必要となる。このような改造工事は，コストや工事期間

の増大を伴うものであるから，機関室８をバラスト水処理装置２０の設置場所とすることには問題が
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多くきわめて困難である（本件明細書【００２８】参照）」と記載されており，「舵取機室９は，機関

室８の上部に配置された乗員の居住区７から近く，作業時等のアクセス面でも有利になる。このよう

な観点から見ても，舵取機室９はバラスト水処理装置２０の設置場所に適している。また，舵取機室

９は船内空間であるから，海洋環境下における波浪や風雨に対する腐食対策を施す必要がなく，この

点でもバラスト水処理装置２０の設置場所に適している（同【００２９】参照）」としていることか

らみて，本件特許の明細書の趣旨は，バラスト水処理装置２０を機関室８ではなく舵取機室９に配設

することが適するとしていることである。 

そうすると，「非防爆エリア」という語は，当業者において「非危険区域」や「非危険区画」と解

釈すると，「バラスト水処理装置」は船舶後方の舵取機室以外の場所（機関室も含む）でもよいこと

になり，これは本件特許の明細書の趣旨からみて，本件明細書の発明の詳細な説明の記載の範囲を超

えて特許されたことになり，特許法３６条６項１号の規定に違背し，特許法１２３条１項４号の規定

により，無効とされるべきものである。 

判決 

原告の主張 

 本件明細書の【００３３】には，「舵取機室９

は非防爆エリアであるから，各種制御機器や電気

機器類の制約が少なくてすむという利点もあ

る。」という記載がある。この記載は，当業者が

読めば，「舵取機室９は非防爆エリアであるから，

バラスト水処理装置を構成する各種制御機器や

電気機器類の制約が少なくてすむという利点も

ある。」という意味であると当然に理解すること

ができる。すなわち，バラスト水処理装置は各種

の制御機器や電気機器類によって構成されると

ころ，バラスト水処理装置を非防爆エリア（非危

険場所）に配設する場合には，防爆エリア（危険

場所）に配設する場合と比較して，その制御機器

や電気機器類についての制約が少なくて済むと

いう利点があるということを理解する。 

被告の主張 

…バラスト水処理装置の機関室設置が困難であ

ることの理由が記載されている。 

さらに続けて…バラスト水処理装置の機関室設

置が困難であることの理由が記載されている。 

これらの記載されている理由は，「問題が多く

きわめて困難」，すなわち，通常の場合には，実

現がほとんど不可能に近いことを意味し，バラス

ト水処理装置の機関室配設排除と理解できる。 

この「きわめて困難な事柄」を否定するために

は，通常，打破する特別の事情でも記載されてな

い限り，当該「困難」の克服はできないものと解

するのが通常であるが，その観点から，本件明細

書の全記載を検討してみても，「困難を打破する

事情」についての記載はない。 

…本件発明６の出願時には，明細書起草者の意

図は，当初から舵取機室配置のみを考慮し，機関

室配置は意識の外にあったと見ることができる。 

つまり，本件明細書では，「バラスト水処理装

置２０を機関室ではなく，舵取機室９に配設する

ことが適している」として，舵取機室配置を第一

義的に考慮していたと見ることができ，審決判断

に誤りはない。 
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裁判所の判断 

「非防爆エリア」は，「電気機器の構造，設置及び使用について特に考慮しなければならないほど

の爆発性混合気が存在しない区画又は区域」を意味するから，「非防爆エリア」であれば，そこに配

置される電気機器の構造，設置及び使用について特に考慮する必要がないことは当然で，その結果と

して，「各種制御機器や電気機器類の制約が少なくてすむという利点」があることも明白である。す

なわち，「各種制御機器や電気機器類の制約が少なくてすむという利点」は，「非防爆エリア」の用

語の意味の裏返しであり，「非防爆エリア」が当然に備える効果を述べたものである。 

そうすると，本件明細書の趣旨が全体として舵取機室に主眼を置かれており，【００３３】の記載

が操舵機室の効果を文理上述べているとしても，【００３３】の記載に接した当業者は，「各種制御

機器や電気機器類の制約が少なくてすむという利点」が舵取機室特有の効果であると理解することは

なく，それとは別次元の，舵取機室には限定されない，より広義の「非防爆エリア」に着目した効果

であると即座に理解するものと認めることができる。そして，かかる理解の下，「非防爆エリア」に

ついても，舵取機室とは別に念頭に置いている独自の構成として理解するというというべきである。 

よって，【００３３】の記載から，バラスト水処理装置を「非防爆エリア」に配設する構成によっ

て，「各種制御機器や電気機器類の制約が少なくてすむ」という効果を奏する，独自の技術的思想を

読み取ることができ，本件発明６の「非防爆エリア」は，【００３３】によってサポートされている

というべきである。 

(2) 【００２８】との関係 

ところで，本件明細書の趣旨は，全体として，バラスト水処理装置を舵取機室に配設することに主

眼を置いており，特に，【００２８】には，舵取機室の優位性が機関室（「非防爆エリア」の一つ）

との対比において述べられている。 

本件明細書で全体として述べられている，バラスト水処理装置を舵取機室に配設するという技術的

思想は，【００２７】に記載されているように，舵取機室固有の特性，すなわち，操舵機室は，プロ

ペラ及び舵の直上に位置しており，振動の問題があるため，通常機器類の設置に適さない場所（空間）

として残されていることに着目したものである。 

これに対して，バラスト水処理装置を「非防爆エリア」に配設するという技術的思想は，【００２

８】に記載されているように，「非防爆エリア」が「各種制御機器や電気機器類の制約が少なくてす

むという利点」を有することに着目したものである。したがって，バラスト水処理装置を「非防爆エ

リア」に配設するという技術的思想は，バラスト水処理装置を舵取機室に配設する技術的思想とは，

着目点の次元を異にしているものである。 

バラスト水処理装置を「非防爆エリア」に配設するとの技術的思想が【００３３】によってサポー

トされている以上，本件明細書において，全体的には，それとは次元の異なる技術的思想が示されて

いることや，それに比してバラスト水処理装置を「非防爆エリア」に配設することに関連する記載が

さほど多くないとしても，「非防爆エリア」に関する本件発明６のサポート要件の判断を左右するも

のではない。 

また，バラスト水処理装置を舵取機室に配設することと，これを「非防爆エリア」に配設すること

とは，次元を異にする別個の技術的思想であるから，前者の優位性を後者との関係で述べた【００２

８】の記載が存在するとしても，後者に関する記載の存在を無視すべきものではない。 
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(23)-12 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明の課題 

 

１．書誌的事項 

事件 「安定化された臭化アルカン溶媒」（無効審判） 

知財高判平成25年9月19日（平成24年（行ケ）第10387号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平9-531832号（特表2000-506211号公報） 

分類 C11D 7/50 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁第2部 塩月秀平裁判長、池下朗裁判官、新谷貴昭裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

臭化ｎ－プロピルを少なくとも９０重量％含有する溶媒部分とニトロアルカン、１，２－ブチレン

オキサイドおよび１，３－ジオキソランを含んでいて１，４－ジオキサンを含まない安定剤系で構成

させた安定化溶媒組成物。この溶媒組成物は冷洗浄系および蒸気洗浄系の両方で脱グリース剤および

洗浄剤として用いるに有用である。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

本発明は，１，４－ジオキサンを含まない安定剤系と臭化アルカン溶媒を基とする新規な高性能溶媒

組成物に関する。… 

 この技術分野で臭化溶媒が魅力的であることが見い出されたのは新しいことからようやく今活発に

臭化溶媒と安定剤系の最良組み合わせの選択が調査されるようになったところである。 

…本発明の目的は，使用者および環境の両方に優しくて高い効果を示す脱グリ－ス用および洗浄用溶

媒を提供することにある。 

本発明は安定化を受けさせた（ｓｔａｂｉｌｉｚｅｄ）脱グリ－ス用および洗浄用溶媒組成物に関し，

これに，臭化ｎ－プロピルを少なくとも９０重量％含む溶媒部分を含有させ，かつニトロアルカン，１，

２－ブチレンオキサイドおよび１，３－ジオキソラン組成物を含んでいて１，４－ジオキサンを含まな

い安定剤系を含有させる。 

… 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/625/083625_hanrei.pdf
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（３）特許請求の範囲（請求項9のみ記載） 

【請求項９】物品を洗浄する方法であって，臭化ｎ－プロピルを少なくとも９０重量％含有する溶媒

部分とニトロアルカン，１，２－ブチレンオキサイドおよび１，３－ジオキソランを含んでいて１，

４－ジオキサンを含まない安定剤系部分を含む室温から５５℃の範囲内の温度の溶媒組成物に該物品

を浸漬することを含む方法。 

 

（４）手続の経緯 

平成20年 2月22日 ： 特許権の設定登録 

平成23年 7月 8日 ： 被告による特許無効審判の請求（無効2011-800120号） 

平成24年 7月 2日 ： 請求項1ないし10に係る発明についての特許を無効とする旨の審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

…請求項１～８の特許を受けようとする発明は，「安定化された溶媒組成物」との発明特定事項を有

するために，「安定化された」との効果が奏されるものであって，その発明特定事項を含まない請求

項９，１０の特許を受けようとする発明は，安定剤の含有量の好適範囲として記載されている数値範

囲以外，特に好適範囲の下限値を下回るものを含むものであるから，そのようなものにあっては，必

ずしも「金属腐食の遅延化をもたらす」との課題が解決できるといえないことは明らかである。さら

に，請求項９，１０は，請求項１～８に記載される「溶媒組成物」を引用して記載するものでもない

から，請求項９，１０の特許を受けようとする発明が，「安定化された溶媒組成物」との発明特定事

項を含む請求項１～８の特許を受けようとする発明の「安定化された溶媒組成物」の方法発明である

ということもできない。 

  

 してみると，被請求人の上記主張は採用できないから，本件特許の請求項９，１０の特許を受けよ

うとする発明では，その範囲すべてにおいて本件発明の課題が解決できるとはいえない。 

判決 

原告の主張 

 本件明細書には，本件発明は，金属の腐食を妨

げることを目的として臭化ｎ－プロピルを安定

化させることに関するものであるということが，

終始一貫して記載されている。したがって，当業

者であれば，請求項９及び１０が，請求項１と同

じように，金属腐食の遅延化を達成することので

きる，安定化された溶媒組成物を使用するもので

あることを，当然に理解することができる。 

被告の主張 

…本件明細書において，安定剤の含有量の好適

範囲として記載された，ニトロアルカン，１，２

－ブチレンオキサイド及び１，３－ジオキソラン

の含有量について，特に，ニトロアルカンが０．

０４５重量％未満であり，１，２－ブチレンオキ

サイドが０．０４５重量％未満であるような，極

めて低い含有量である組成物であっても，請求項

９及び１０は対象としている。 

そして，このような組成物を用いた場合に，必

ずしも，「金属腐食の遅延化」という課題を解決
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できるとはいえないから，審決の判断に誤りはな

い。 

裁判所の判断 

審決は，特許請求の範囲における「安定化された溶媒組成物」との発明特定事項の有無により，課

題が解決できない範囲が特許請求の範囲に含まれるか否かを判断し，本件発明９及び１０は，発明の

詳細な説明に記載された安定剤の含有量の好適範囲の下限値を下回る場合には，本件発明の効果を奏

さない蓋然性が高いので，本件発明１～１０はサポート要件を満たさないと判断した。 

しかし，本件発明は，臭化ｎ－プロピル溶媒とその安定剤系の最良の組合せを調査することにより，

使用者及び環境に優しく，かつ，より高い温度で使用した場合に金属が腐食されないという安定化効

果を示す脱グリ－ス及び洗浄用溶媒を提供するという課題を解決しようとする発明であることから，

発明の詳細な説明に開示された課題を解決するために使用する臭化ｎ－プロピルの安定剤にかかる

化学物質が，過不足なく特許請求の範囲に記載されていれば，サポート要件を満たすというべきであ

る。 

… 

審決は，特許請求の範囲に臭化ｎ－プロピルと組み合わせる安定剤の下限値が記載されておらず，

当然にその効果を奏さないような，安定剤をごくわずかしか含まないような配合量についての発明が

本件発明９及び１０の範囲に形式上含まれることをもって，本件発明９及び１０がサポート要件を満

たさないと判断した。しかし，本件発明は，臭化ｎ－プロピルを安定化する臭化ｎ－プロピルと安定

剤の最良の組合せを見出すことを発明の課題とするものであって，臭化ｎ－プロピルと安定剤の配合

比の最適化を発明の課題とするものではないので，特許請求の範囲に，安定剤系として選択される物

質の配合量の下限値が特定された記載されていないことを根拠に，本件発明９及び１０がサポート要

件を満たさないとすることはできない。 
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(23)-13 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第2節 

裁判例 

分類 

23:サポート要件について 

キーワード 発明の課題 

 

１．書誌的事項 

事件 「ピリミジン誘導体」（無効審判） 

知財高判平成30年4月13日（平成28年（行ケ）第10182号、第10184号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平4-164009号（特開平5-178841号公報） 

分類 C07D 239/42 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第1号 

裁判体 知財高裁特別部 

清水節裁判長、髙部眞規子裁判官、森義之裁判官、鶴岡稔彦裁判官、森岡礼子裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

本願発明は、ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する、所定の一般式で示される化合物に関する。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【０００２】  

高コレステロール血症はしばしば現れる心臓血管疾患であるアテローム性動脈硬化症の重大な危険因

子である。従って，コレステロール合成の中心的酵素である３－ヒドロキシ－３－メチルグルタリルＣ

ｏＡからメバロン酸の合成を触媒するＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素の活性への影響を調べることがアテロ

ーム性動脈硬化症を治療するための新規な薬剤を開発するために必要である。このような薬剤としては，

カビの代謝産物またはそれを部分的に修飾して得られたメビノリン（・・・），プラバスタチン（・・・）

およびシンバスタチン（・・・）が，第１世代のＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤として知られている。

これに対して，最近では，フルバスタチン（・・・）およびＢＭＹ２２０８９（・・・）等の合成ＨＭ

Ｇ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤が開発され第２世代として期待されている。 

【０００３】  

以上によりコレステロールの生成を抑制することがアテローム性動脈硬化の予防および治療に重要

であり，このことを考慮して有用な医薬品の開発が望まれている。 

【０００４】  

本発明者らは，前述の事情を考慮し鋭意研究した結果，下記一般式で示される化合物が優れたＨＭＧ

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0202bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/667/087667_hanrei.pdf
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－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有することを見出して本発明を完成した。即ち，本発明は式（Ｉ）…で示

される化合物またはその閉環ラクトン体で示されるＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤に関する。… 

 

（３）特許請求の範囲（訂正後）（本願発明） 

【請求項１】 

式（Ｉ） 

【化１】 

 

 

 

 

（式中， 

Ｒ１は低級アルキル； 

Ｒ２はハロゲンにより置換されたフェニル； 

Ｒ３は低級アルキル； 

Ｒ４は水素またはヘミカルシウム塩を形成するカルシウムイオン； 

Ｘはアルキルスルホニル基により置換されたイミノ基； 

破線は２重結合の有無を，それぞれ表す。） 

で示される化合物またはその閉環ラクトン体である化合物。 

 

（４）手続の経緯 

平成9年5月16日 ： 特許権の設定登録 

平成26年6月30日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成27年3月31日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2015-800095号） 

平成28年7月5日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

本件発明１…が解決しようとする課題は，優れたＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する化合物

を提供することにあ…るものと認める。 

そして，発明の詳細な説明には，ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤として，…メビノリン…等の合成

ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤が開発されていることが記載されているが，これら既に開発されてい

るＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤について何らかの課題があることは記載されていないから，本件発

明においては，既に開発されているＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤であるメビノリン…等よりも優れ

たＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を必要とするものではなく，「コレステロールの生成を抑制する」

医薬品となり得る程度に「優れたＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性」を有する化合物又はその化合物

を有効成分として含むＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を提供することを課題にするものと認められ
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る。 

…発明の詳細な説明には，本件発明１がその課題を解決できると当業者が理解できる程度に記載さ

れているということができる。 

判決 

原告の主張 

…本件発明１は，甲２の一般式（Ｉ）の範囲に

包含される。このような状況で本件発明１の化合

物に特許性（特に進歩性）があるとすれば，選択

発明としてであるが，そうであれば，甲２の一般

式（Ⅰ）の他の化合物に比較し顕著な効果を有す

る必要がある。 

…甲２の一般式（Ｉ）に含まれる化合物として，

メビノリンナトリウムと比較して２．６倍～８倍

ラット肝ミクロゾームを用いた in vitroＨＭＧ

－ＣｏＡ還元酵素阻害活性が強い（又は強いと合

理的に推測される）化合物が本件出願時に公知で

あった。  

したがって，本件発明１の化合物が甲２の一般

式（Ｉ）の化合物を考慮して進歩性を有するため

には，メビノリンナトリウムと比較して２．６倍

～８倍を超えるＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活

性を有することが必要であると理解できる。 

甲１には，ラットを用いた in vivo コレステ

ロール生合成阻害試験の結果が記載されており，

コンパクチンがメビノリンより約８．５倍 in 

vivo コレステロール生合成阻害作用が弱いこと

が示されている… 

コンパクチンが公知でオーソライズされたＨ

ＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤であったこと，ヒト

で血中コレステロール値を低下させるのに十分

な薬効を有していたことが知られていた（甲１

４，２６）ことから，メビノリンより８．５倍程

度ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性が弱くても，

審決で認定された課題である「『コレステロ ー

ルの生合成を抑制する』医薬品となり得る程度に

『優れたＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性』を有

する化合物を提供すること」は解決できると理解

被告の主張 

医薬品の有効成分には，医薬品になり得る程度

の薬理活性が求められる。もっとも，新たな有効

成分の薬理活性が，既に上市された有効成分と同

程度のレベルであっても，その新たな有効成分は，

代替的な解決手段を提供するという点で，技術的

な価値を有する。  

例えば，二つの有効成分が同じレベルの薬理活

性を示す場合であっても，他の観点（例えば，薬

物動態及び有害事象での差異）により，投与すべ

き患者群に違いが生じることもあり得る。この場

合，二つの有効成分は，いずれも技術的な価値を

有する。  

したがって，サポート要件の課題として，従来

技術の全ての有効成分を上回る薬理活性が求めら

れるわけではない。 

仮に，原告らの主張が正しいとすると，発明者

は，クレームされた発明の化合物について，あり

とあらゆる全ての公知化合物との比較試験を行

い，公知化合物よりも優れた活性を証明すること

を強いられる。このような結論は不当である。 

本件発明１…の化合物は，本件明細書【０００

４】記載の一般式（Ｉ）で示される化合物に含ま

れるから，本件発明１…の解決課題は，優れたＨ

ＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する化合物の

提供であ…ることは，本件明細書の【０００３】

及び【０００４】の記載から理解できる。  

 そして，そのＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性

の程度としては，【０００３】の記載からは，「コ

レステロールの生成を抑制する」医薬品となり得

る程度で足りると理解できる。  

そうすると，本件発明の課題は，優れたＨＭＧ

－ＣｏＡ還元酵素阻害活性化合物又はその化合物
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できる。  

そうすると，審決で認定された課題は，メビノ

リンナトリウムより約８．５倍ＨＭＧ－ＣｏＡ還

元酵素阻害活性の弱いコンパクチンでも達成で

きると理解することができる。  

しかし，本件発明１の化合物が甲２の一般式

（Ｉ）の化合物を考慮して選択発明としての進歩

性を有するためには，メビノリンナトリウムと比

較して２．６倍～８倍以上強いＨＭＧ－ＣｏＡ還

元酵素阻害活性を有することが必要であると理

解できるから，審決で認定された課題を解決して

も，選択発明としての進歩性が担保できない以

上，特許発明とはなり得ない。  

このように審決で認定された課題を解決して

も進歩性が担保できず，特許発明となり得ないの

は，審決で認定された課題が当時の技術常識に比

較してレベルが著しく低く，不適切であるからに

ほかならない。 

を含むＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を提供する

ことであり，サポ ート要件の充足性は，本件発明

１…の化合物を得ることができ（製造することが

でき），かつ，得られた化合物が優れたＨＭＧ－

ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有することが当業者に

理解できるように発明の詳細な説明に記載されて

いるかで判断されるべきである。 

裁判所の判断 

 …本件明細書の【０００２】には，ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤として，…メビノリン等の第１

世代のＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤が存在したが，プラバスタチン等の合成ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵

素阻害剤が開発され，第２世代として期待されていることが記載されている。 

しかし，本件明細書の発明の詳細な説明には，これら既に開発されているＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素

阻害剤の問題点等が記載されているわけではなく，… 証拠（甲３６）及び弁論の全趣旨によると，

医薬品の分野においては，新たな有効成分の薬理活性が既に上市された有効成分と同程度のものであ

っても，その新たな有効成分は，代替的な解決手段を提供するという点で技術的な価値を有するもの

と認められる。  

以上を考え合わせると，本件発明の課題が，上記の既に開発されているＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻

害剤を超えるＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を提供することにあるとまではいうことはできない。  

したがって，本件発明の課題は，コレステロールの生成を抑制する医薬品となり得る程度に優れた

ＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する化合物…を提供することであるというべきである。 

…原告らは，本件発明１は甲２の一般式（Ｉ）の範囲に包含されるから，進歩性が認められるため

には，甲２の一般式（Ｉ）の他の化合物に比較し顕著な効果を有する必要があるところ，選択発明と

しての進歩性が担保できない「コレステロ ールの生合成を抑制する医薬品となり得る程度」という

程度では，本件出願当時の技術常識に比較してレベルが著しく低く不適切である旨主張する。  

しかし，サポート要件は，発明の詳細な説明に記載していない発明を特許請求の範囲に記載すると，

公開されていない発明について独占的，排他的な権利が発生することになるので，これを防止するた
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めに，特許請求の範囲の記載の要件として規定されている（平成６年法律第１１６号による改正前の

特許法３６条５項１号）のに対し，進歩性は，当業者が特許出願時に公知の技術から容易に発明をす

ることができた発明に対して独占的，排他的な権利を発生させないようにするために，そのような発

明を特許付与の対象から排除するものであり，特許の要件として規定されている（特許法２９条２

項）。そうすると，サポート要件を充足するか否かという判断は，上記の観点から行われるべきであ

り，その枠組みに進歩性の判断を取り込むべきではない。… 

原告らは，本件特許出願人が本件出願時に本件発明１及び甲１発明の化合物が甲２の一般式(Ⅰ)

の範囲内に属することを認識していた以上，「コレステロールの生合成を抑制する医薬品となり得る

程度」に優れたＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する化合物又はその化合物を有効成分として含

むＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を提供することを本件発明の課題としたはずがない旨主張する。 

しかし，サポート要件の判断は，特許請求の範囲の記載及び発明の詳細な説明の記載につき，出願

時の技術常識に基づき行われるべきものであり，その判断が，出願人の出願当時の主観により左右さ

れるとは解されない。 

したがって，原告らの上記主張を採用することはできない。 
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(24)-1 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード 範囲を曖昧にし得る表現 

 

１．書誌的事項 

事件 「半導体装置のテスト用プローブ針」（無効審判） 

知財高判平成19年10月30日（平成19年（行ケ）第10024号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平11-241690号（特開2000-147004号公報） 

分類 G01R 1/067 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第2号 

裁判体 知財高裁第4部 田中信義裁判長、石原直樹裁判官、杜下弘記裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明３（請求項３に係る発明）は、電極パッドの表面に酸化膜が付着していてもプローブ針と

電極パッドの十分な電気的導通を確保するために、プローブ針の先端部を、押圧による電極パッドと

の接触により当該電極パッドにせん断を発生させる球状曲面形状とすることにより、電極パッドの表

面の酸化膜をプローブ針を滑らせて破り、電極パッドの新生面と接触できるようにしたものである。

更に、本件発明３は、プローブ針の先端部に付着するアルミニウム酸化膜によってプローブ針と電極

パッドの十分な電気的導通を確保することが困難になるという課題を解決するために、プローブ針の

先端部の表面粗さを０．４μｍ以下とし、これによりアルミニウム酸化物がプローブ針の先端部に付

着するのを防止している。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

「【００４５】実施の形態２．図８は本発明の実施の形態２によ

るプローブ針の表面粗さと接触抵抗が１オームを越えるコンタ

クト回数の関係を示すもので，電極パッドの厚さ約０．８μmの

ＤＲＡＭに対して先端の曲率半径１５μｍのプローブ針を用い

て試験をした結果である。これより，表面粗さが１μｍと粗い場

合には２００００回程度で寿命を迎えるが，電解研磨などにより

面粗度を上げていくと，０．４μm程度以下で急激にコンタクト

回数を増やすことができることがわかった。…」（判決より抜粋） 

【図８】 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/330/035330_hanrei.pdf
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（３）考慮された技術常識等 

 プローブ針先端部の表面が滑らかであればあるほど、アルミニウム酸化物の付着抑制に資する。 

 

（４）特許請求の範囲（訂正後）（請求項3のみ記載） 

【請求項３】先端部を半導体装置の電極パッドに押圧し，上記先端部と上記電極パッドを電気的接触

させて，半導体装置の動作をテストする半導体装置のテスト用プローブ針において，上記プローブ針

の先端部の形状は，上記押圧による電極パッドとの接触により当該電極パッドにせん断を発生させる

球状曲面形状であって，かつ，表面粗さは０．４μｍ以下であることを特徴とする半導体装置のテス

ト用プローブ針。 

 

（５）手続の経緯 

平成16年7月16日 ： 原告による第1次特許無効審判の請求（無効2004-80105号） 

平成16年10月4日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求（上記「特許請求の範囲」参照） 

平成17年4月18日 ： 「訂正を認める。本件審判の請求は，成り立たない。」との第1次審決 

平成17年5月27日 ： 原告による第1次審決取消訴訟（知財高判18年3月1日（平成17年（行ケ）第

10503号））の提起 

平成18年6月20日 ： 第1次審決取消訴訟の請求棄却 

平成17年6月7日 ： 原告による第2次特許無効審判の請求（無効2005-80177号） 

平成17年4月18日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との本件審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 (1) 請求人は，請求項３の「表面粗さは０．４μｍ以下である」には表面粗さが０μｍである場

合，すなわち鏡面である場合を含んでおり，…このような上限だけを示す数値範囲限定は発明の範囲

を不明確にするものであるから，特許を受けようとする発明が明確であるとはいえない旨主張する。 

 しかしながら，本件明細書の段落【００４５】には，「表面粗さが１μｍと粗い場合には２０００

０回程度で寿命を迎えるが，電解研磨などにより面粗度を上げていくと，０．４μｍ程度以下で急激

にコンタクト回数を増やすことができることがわかった。特に０．１μｍにした場合には３８万回に

達し，表面粗さが１μｍの場合の約２０倍の寿命を達成できる。これはプローブ針の先端に酸化物が

付着しにくくなったためと推察でき，上記実施の形態１で示した範囲内で，電極パッドの厚さあるい

はプローブ針の先端の曲率半径を変えてもほぼ同様の結果が得られた。」と記載されており，また，

図８の特性図には表面粗さが０．４μｍ程度以下では，表面粗さが小さくなればなる程コンタクト回

数が増えることが示されていることからすれば，表面粗さが０μｍに近づけばコンタクト回数を増や

すことができることは明らかであるから，上限だけを示す数値範囲限定であっても発明が明確でない

とはいえず，請求人の上記主張は採用することができない。 

 

http://www.ip.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/110/009110_hanrei.pdf
http://www.ip.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/110/009110_hanrei.pdf
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判決 

原告の主張 

 …「表面粗さ０．４μｍ以下」は，上限だけを

示す数値範囲限定に該当し，発明の範囲を不明確

にするものである。すなわち，表面粗さ０．４μ

ｍ以下には０μｍが含まれるが，本件明細書の発

明の詳細な説明には，表面粗さを０μｍにしたと

き，せん断を生じさせることができる旨の記載は

なく，またコンタクト回数を増やすことができる

旨の記載もない。したがって，請求項３の記載に

よっては特許を受けようとする発明が明確であ

るとはいえない…。 

被告の主張 

 …請求項３は，物の発明である本件発明３につ

いて記載しているのであり，現実に存在し得る物

を前提としている。現実に存在する物には必ず微

細な凹凸があり，表面粗さ０μｍということはあ

り得ない。 

 そもそも，本件発明３は，特別に意図しなけれ

ば，表面粗さが０．４μｍよりも大きくなること

を前提としており，一般に，通常存在するものを

小さく限定する発明においては，上限だけを限定

する発明は，不明確ではない。 

 表面粗さの場合，表面粗さを小さくすることに

意味があるのであるから，「表面粗さ０．４μｍ以

下」は不明確ではなく，本件明細書中の図８によ

って表面粗さ０．４μｍ以下の範囲でコンタクト

回数を増やすことができることは容易に理解でき

る。 

裁判所の判断 

 …本件明細書の発明の詳細な説明の記載によると，プローブ針先端部の表面が滑らかであればある

ほど，アルミニウム酸化物の付着を防止するという発明の効果の達成に資することは明らかであり，

…本件発明３は表面粗さを「０．４μｍ以下」とする構成を採用することにより，このような効果を

達成しようとしたものであるから，「０．４μｍ以下」が，この範囲で技術的に可能な限り表面粗さ

を小さくすることを意味することは明らかである。 

 したがって，本件発明３が不明確であるということはできないから、…。 
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(24)-2 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード 範囲を曖昧にし得る表現 

 

１．書誌的事項 

事件 「開き戸の地震時ロック方法」（無効審判） 

知財高判平成21年12月10日（平成21年（行ケ）第10272号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2004-197427号（特開2004-300919号公報） 

分類 E05C 21/02 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第2号 

裁判体 知財高裁第2部 中野哲弘裁判長、今井弘晃裁判官、真辺朋子裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

【目的】本発明は作動が確実な開き戸

の地震時ロック装置の提供を目的と

する。 

【構成】本発明の開き戸の地震時ロッ

ク方法は特に家具、吊り戸棚等の天板

下面において開き戸の自由端でない

位置に地震時ロック装置を取り付け

るため開き戸の動きが自由端よりも

少なくなり地震時のロックが確実に

なる。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【０００１】本発明は開き戸を地震時

に自動ロックして収納物の落下を防

止する開き戸の地震時ロック方法に

関するものである。 

 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/260/038260_hanrei.pdf
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【０００６】以下本発明の開き戸の地震時ロック方法を図面に示す実施例に従い説明する。 

図１は本発明の方法に用いることが可能なロック装置を示し、該ロック装置は家具、吊り戸棚等の本

体（１）に固定された装置本体（３）を有する。 

  該装置本体（３）には地震のゆれの力で動き可能に係止手段（４）が支持される。係止手段（４）

は係止部（４ａ）を有し装置本体（３）の停止部（３ａ）で停止されるものである。 

  次に開き戸（２）に係止具（５）が取り付けられ前記係止手段（４）が地震のゆれの力で動いた際

にその係止部（４ａ）が係止される係止部（５ｂ）を有する。一方係止手段（４）の戻り路に弾性手

段（６）が設けられている。 

  以上の実施例に示した比較のための地震時ロック装置の作用は次の通りである。すなわち開き戸

（２）が図１の様に閉じられた閉止状態では家具、吊り戸棚等の本体（１）側の装置本体（３）に開

き戸（２）側の係止具（５）が近接している。この状態で地震が起こると図２に示す様に係止手段（４）

が動いて係止具（５）に接触する。 

  更にゆれの力により図３に示す様に開き戸（２）がわずかに開くと係止手段（４）の係止部（４ａ）

が係止具（５）の係止部（５ｂ）に係止される。 

  この状態で係止手段（４）の係止部（４ａ）は装置本体（３）の停止部（３ａ）で停止され開き戸

（２）はその位置でロックされる。 

  当然のことながらゆれの力は開き戸（２）を閉じる方向にも作用するがロック位置で係止手段（４）

は装置本体（３）の弾性手段（６）に押さえられている。 

  該弾性手段（６）の押さえ力はゆれの力より大きく設定されているため係止手段（４）はその位置

で停止する。 

  次に地震が終わり開き戸（２）を開くには使用者は開き戸（２）を強く押す。 

  これにより図４に示す様に弾性手段（６）が退いていき一定以上退くと弾性手段（６）による押さ

えが外れる。 

  この結果係止手段（４）は慣性で図４の状態から図１の初期状態へと戻ることになる。 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】マグネットキャッチなしの開き戸において開き戸側でなく家具，吊り戸棚等の本体側の装

置本体に可動な係止手段を設け，該係止手段が地震のゆれの力で開き戸の障害物としてロック位置に移

動しわずかに開かれる開き戸の係止具に係止する内付け地震時ロック装置を開き戸の自由端でない位

置の家具，吊り戸棚等の天板下面に取り付け，前記係止後使用者が閉じる方向に押すまで閉じられずわ

ずかに開かれた前記ロック位置となる開き戸の地震時ロック方法 

 

（４）手続の経緯 

平成17年12月22日 ： 特許権の設定登録 

平成20年 9月24日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2008-800184号） 

平成21年 8月 6日 ： 請求項1に係る発明について、特許を無効とする旨の審決 
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３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 …「わずかに開かれる」及び「わずかに開かれた」の文言は，極めて抽象的な表現であるところ…

「わずかに開かれる（た）」で表される程度は，係止手段（４）の係止部（４ａ）が係止具（５）の

係止部（５ｂ）に係止されている状態であって，係止手段（４）の係止部（４ａ）が装置本体（３）

の停止部（３ａ）で停止された状態から，係止手段（４）が装置本体（３）の弾性手段（６）に押さ

えられた状態にわたっての，開き戸（２）の開き位置（即ち，地震が終わり開き戸（２）を強く押し

た際に，弾性手段（６）による押さえが外れて，係止手段（４）が図４の状態から図１の初期状態へ

と戻ることができる程度の開き戸（２）の開き位置）を意味するものと，当業者が一応は理解するこ

とができるものの，上記「わずかに開かれる」及び「わずかに開かれた」の文言を含む本件特許発明

１の上記各構成については，作動を確実にするとの本件特許発明の課題に照らし，また，本件特許明

細書の発明の詳細な説明の段落【０００６】乃至【０００９】全体の記載及び図面の記載を参酌し，

本件特許発明１の他の構成を参酌し，さらには，当業者の技術常識を勘案しても，具体的な構造や手

段に依らず機能（作用）的記載を以て特定された本件特許発明１の範囲は明らかでなく，実施例以外

の具体的な構成を想定できないから，本件特許発明１の範囲が明確でないものといわざるをえない。

（特許庁審査基準，「第Ｉ部 第１章 明細書及び特許請求の範囲の記載要件」，「第３６条第６項第

２号違反の類型」，「（6）機能・特性等により物を特定する事項を含む結果、発明の範囲が不明確とな

る場合…」を参照。） 

判決 

原告の主張 

…すなわち「押すまで閉じられずわずかに開かれ

た」係止状態は地震のゆれの力で閉じられず（ゆ

れの力より大きい）押す力では閉じられる係止状

態であればよいのであるから，その様な係止状態

は一定の力で保持される係止状態であればよい。 

したがって，それを達成するには慣用技術を用

いれば可能であるから具体的な構成を想定でき

る。しかも本件特許の原出願の当初明細書（甲２

の８）の図１０ないし図１３の実施例には解除具

（８）が前に突出し，磁石（７）の力で「押すま

で閉じられずわずかに開かれた」との構成も開示

されていたのである。本件特許は原出願の当初明

細書記載の図１０ないし図１３の実施例を含ん

でいないが，少なくとも他の構成が想定可能であ

り，実施例以外の具体的な構成を想定できること

が明らかである。 

被告の主張 

…審決は，本件特許発明１の特許請求の範囲の「わ

ずかに開かれる」及び「わずかに開かれた」の文

言が，極めて抽象的・機能的な表現であって…具

体的な構造や手段に依らず機能（作用）的表現を

以て特定された本件特許発明の範囲が明らかでな

く，実施例以外の具体的な構成を想定できないこ

とを理由として，本件特許が明確性要件に違反す

る旨判断しており（審決２３頁１行～３４行），か

かる審決の判断は極めて妥当なものである。 
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裁判所の判断 

  …本件明細書（甲１８）の発明の詳細な説明の記載内容は…この「わずかに開かれ」については，

「…更にゆれの力により図３に示す様に開き戸（２）がわずかに開くと係止手段（４）の係止部（４

ａ）が係止具（５）の係止部（５ｂ）に係止される。…」（段落【０００６】）と記載されている。そ

して，図３で示される係止手段（４）が係止具（５）に係止している状態がロック装置が開き戸を「ロ

ック」していると解されることから，「係止手段が…わずかに開かれる開き戸の係止具に係止する」，

「わずかに開かれた前記ロック位置となる開き戸」，及び「…更にゆれの力により図３に示す様に開

き戸（２）がわずかに開くと係止手段（４）の係止部（４ａ）が係止具（５）の係止部（５ｂ）に係

止される。…」の各表現は，図３の状態を表わしていると判断される。 

  これらによれば，このときの図３における係止手段（４）の係止部（４ａ）と係止具（５）の係止

部（５ｂ）が係止している状況での開き戸（２）と本体（１）との間隔が，本件特許発明１における

「わずかに」であると一応理解できる。 

  上記のとおり本件明細書の発明の詳細な説明の記載と図面とを参酌した上で，本件特許発明１は，

地震時において本体側に設けられた係止手段の係止部が，開き戸の係止具の係止部に当たり，それ以

上開き戸が開かないようにするとの構成を理解したとしても，その開き戸が開く程度については，特

許請求の範囲の記載に「わずかに」と極めて抽象的に表現されているのみで，特許請求の範囲の他の

記載を参酌しても，その内容が到底明らかになるものとはいえない。 

  そして，本件明細書の発明の詳細な説明にも，その「わずかに」で表わされる程度を説明したり，

これを示唆するような具体的な記載はない。 

そうすると，当業者にとって，その技術常識を参酌したとしても，本件特許発明１の「わずかに」と

記載される程度を理解することは困難であって，特許請求の範囲の記載が不明確であるといわざるを

得ない。 
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(24)-3 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード 範囲を曖昧にし得る表現 

 

１．書誌的事項 

事件 「溶剤等の攪拌・脱泡方法とその装置」（無効審判） 

知財高判平成22年7月28日（平成21年（行ケ）第10329号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2003-406507号（特開2005-131622号公報） 

分類 B01D 19/00 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第2号 

裁判体 知財高裁第2部 中野哲弘裁判長、清水節裁判官、古谷健二郎裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

【課題】真空の状態で容器の自転、公転を制御す

ることであらゆる種類の溶剤等を最適な状態に

攪拌、脱泡することのできる溶剤等の攪拌・脱泡

方法とその装置を提供する。 

【解決手段】  溶剤等を収納する容器５を自転し、

該容器の設けられたアーム体４を回転すること

で容器に収納された溶剤等を撹拌・脱泡する溶剤

等の撹拌・脱泡方法であって、少なくとも容器内

を真空にした状態で、容器の自転数及び容器の公

転数をそれぞれ制御する。この際、容器内の溶剤

等の温度を検知し、温度の上昇に応じて容器の自

転数及び容器の公転数をそれぞれ制御する 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【００１２】…本発明は、真空の状態で容器の自転、公転を制御することであらゆる種類の溶剤等を

最適な状態に攪拌、脱泡することのできる溶剤等の攪拌・脱泡方法とその装置を提供することを課題

とする。 

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/535/080535_hanrei.pdf
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【課題を解決するための手段】 

【００１３】即ち、本発明は上記のような課題を解決するために、溶剤等を収納する容器を自転し、

該容器の設けられたアーム体を回転することで容器に収納された溶剤等を攪拌・脱泡する溶剤等の攪

拌・脱泡方法であって、前記少なくとも容器内を真空にした状態で、容器の自転数、又は容器の公転

数、／及び容器の公転数をそれぞれ制御することを特徴とする。 

【００１４】また、具体的には少なくとも容器内を真空にした状態で、容器に収納された溶剤等の温

度を検知し、温度の上昇に応じて容器の自転数、及び容器の公転数を制御することであり、また、容

器の自転数、又は容器の公転数を検知しながら制御することである。 

【００１５】そして、装置としては、溶剤等を収納する容器と、該容器の設けられたアーム体と、容

器を伝達手段を介して自転、及びアーム体を伝達手段を介して回転するための駆動源とからなる溶剤

等の攪拌・脱泡装置において、装置本体には、少なくとも容器内を真空状態にするための真空手段と、

容器に収納された溶剤等の温度を検知するための検知手段とが設けられていることを特徴とする。 

【００１６】また、装置本体には、容器の自転数、及び容器の公転数をそれぞれ検知する検知手段が

設けられ、しかも、容器の自転、公転は独立して制御すべく構成されていることである。 

【発明の作用、及び効果】 

【００１７】次に、本発明の攪拌・脱泡の装置の作用を記載する。先ずアーム体に設けられた容器に

所望の溶剤を所定量収納し、駆動源の回転駆動を伝動手段より容器の設けられたアーム体に伝達して、

アーム体を回転（容器を公転）するとともに、他の伝動手段により容器を自転する。 

  この際、アーム体の回転数（容器の公転数）、及び容器の自転数は、駆動源の回転数等に応じて直接、

又は間接的に自在に調整することができるので、溶剤の種類に応じて最適な溶剤の攪拌、及び脱泡を

行うことができる。 

【００１８】その後、少なくとも容器内を真空にした状態にし、容器内の溶剤等の温度を検知手段を

介して検知することで、溶剤等の温度の上昇に応じて容器の自転数を独立して制御、又は容器の公転

数、自転数をそれぞれ独立して制御する。これにより、容器内の溶剤が真空による温度の上昇、及び

溶剤に内在する気泡の膨張による容器よりの噴出等を適切に制御することができ、最適な状態で溶剤

を攪拌し、さらに精度の高い脱泡を行うことが可能となる。 

【００１９】そして、容器内の真空を解除し、容器を取り出すことで溶剤を得ることができることと

なる。… 

【００２９】前記真空チャンバー６内で容器５の近傍には、容器５内に収納された溶剤の温度を検知

する温度検知手段として、例えば電子温度センサー２０が、前記溶剤に非接地の状態で設けられてい

る。尚、電子温度センサー２０は容器５内に接地することも可能である。 

 

（３）特許請求の範囲（訂正後）（請求項2のみ記載）（本件訂正発明） 

【請求項２】溶剤等を収納する容器と，該容器の上端部が公転中心側に向かって傾くようにして該容

器を端側にて支持するアーム体と，伝達手段を介して容器及びアーム体を回転するための駆動源とを

備えた溶剤等の攪拌・脱泡装置において，装置本体には，少なくとも容器内を真空状態にするための

真空手段と，容器に収納された溶剤等の温度を検知すべく，容器の上端部の近傍に設けられる検知手

段とが設けられていることを特徴とする溶剤等の撹拌・脱泡装置。 
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（４）手続の経緯 

平成16年12月17日 ： 特許権の設定登録 

平成20年 9月 9日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2008-800174号） 

平成20年12月26日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求 

平成21年 9月10日 ： 訂正を認容、「本件審判の請求は、成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 本件訂正明細書には、「近傍」の範囲を数値等により明確に定める記載はないが、一般に「近傍」

とは、「近辺、近く」を指すことからみて（広辞苑第五版 岩波書店 １９９８年１１月１１日、第

７３７頁「近傍」及び「近辺」の欄参照）、「容器の上端部の近傍」とは、「容器の上端部」の近くの

うち、「検知手段」が「容器に収納された溶剤等の温度」を検知できる範囲の距離までを指すことは

明らかである。…  

 そうすると、当業者にとって「容器の上端部の近傍」がどの程度の範囲を指すかは理解できるもの

であり、「近傍」の範囲が数値等により具体的に定められていないからといって、ただちに不明確で

あるとまではいえない。 

判決 

原告の主張 

…「近傍」が容器の上端部からどの程度の距離ま

でを意味するのかは当業者にとって依然として

不明であるから，審決の上記認定判断は誤りであ

る。 

 

 

被告の主張 

 本件訂正発明２において，「近傍」は，「容器の

上端部の近傍」と特定されるものであることから

わかるように，その範囲は，数値等により具体的

に定められていなくても，容器の形状，大きさ等

がわかれば，それとの関係でおのずと理解できる

ものである。 

裁判所の判断 

…本件訂正発明１及び２は，…真空状態における溶剤等の攪拌・脱泡作業によって，溶剤の温度の上

昇，溶剤に内在する気泡の膨張等が生じ，溶剤が容器より噴出したり溢れ出したりすることを防ぐこ

とを技術課題とするものであるところ，本件訂正発明２における温度の検知手段は，この課題を解決

する観点から，容器の温度を測定するために設けられた手段であり，容器内の溶剤等の温度を測定で

きる位置に設置すれば，その役割を果たすことができるものと認められる。そして，本件訂正発明２

では，その設置位置として「容器の上端部の近傍」と特定されているところ，近傍という言葉自体は，

「近所，近辺」（岩波書店刊，広辞苑第６版）と一般に理解されており，また，多数の特許請求の範

囲の記載で使用されている技術的用語であること（乙５の１及び２）を考慮すると，「近傍」の範囲

を更に数値により限定して具体的に特定しなければ，本件訂正発明２発明が有する上記技術的意義と

の関係において，課題を達成するための構成が不明瞭となるものではない。 

したがって，本件訂正発明２における「容器の上端部の近傍」について，当業者（その発明の属する

技術の分野における通常の知識を有する者）は，「容器の上端部」の「近辺」と認識し，かつ，「検知

手段」が「容器に収納された溶剤等の温度」を検知できる範囲を指示するものと理解することができ

るから，これと同旨の審決の上記判断に誤りはなく，原告の上記主張を採用することはできない。 
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(24)-4 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード 範囲を曖昧にし得る表現 

 

１．書誌的事項 

事件 「くつ下」（無効審判） 

知財高判平成23年9月15日（平成22年（行ケ）第10265号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平10-320874号（特開平11-217703号公報） 

分類 A41B 11/00 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第2号 

裁判体 知財高裁第4部 滝澤孝臣裁判長、髙部眞規子裁判官、齋藤巌裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、くつ下の爪先部１２における最先

端位置Ｇが親指側１６に偏って位置する非対称形

であって、くつ下の爪先部１２の形状が、親指が

他の指よりも太い人の足の形状に近似するように、

爪先部１２の小指側１８よりも親指側１６の厚み

を増加する厚み増加用編立部分２０ａ、ｂが、前

記爪先部１２の先端部で且つ親指側１６に偏って

編み込まれ、且つ前記厚み増加用編立部分２０ａ、

ｂの親指側１６の面積が拡大するように、前記厚

み増加用編立部分２０ａ、ｂを爪先部１２の親指

側１６の側面から前記爪先部１２の先端Ｇを上に

向けて見たとき、厚み増加用編立部分２０ａ、ｂ

の端縁ＨＪ、ＨＭがＶ字状に形成することで、人

の足の親指形状等にくつ下の親指部等を可及的に

倣って形成できる結果、くつ下を履いたとき、親指等に対するくつ下からの圧迫感を減少できる。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【０００６】しかし、一般的に、人の足は親指が他の指よりも太く且つ足の最先端の位置は親指側に

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/619/081619_hanrei.pdf
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位置する非対称形である。…また、通常、逢着部１４は爪先寄りに位置し、くつ下を着用したとき、

逢着部１４は足指先と足指の付け根との間に位置し、逢着部１４に擦られて足指の甲部表面に水腫（ま

め）を作り易くなることがあり、且つ外観上も改善が求められている。そこで、本発明の課題は、人

の足の形状に可及的に近似し、着用した際に、親指側に圧迫感等を与えることを防止し得るくつ下を

提供することにある。 

【００１１】 

【発明の実施の形態】本発明に係るくつ下の一例は、…図１（ａ）はくつ下１０の甲部側１０ｂから

見た図であり、…。図１に示すくつ下１０の爪先部１２において、図面に示す爪先部１２の左側部は

親指が挿入される親指側１６であり、図面に示す爪先部１２の右側部は小指が挿入される小指側１８

である。図１（ａ）（ｃ）に示す様に、図１に示すくつ下１０は、爪先部１２の最先端位置Ｇが中心線

Ｘよりも親指側１６に偏って位置する非対称形のくつ下１０である。この形状は、人の足の形状に倣

っているものである。 

 

（３）特許請求の範囲（訂正後）（請求項1のみ記載）（本件訂正発明） 

【請求項１】丸編機によって筒編して得たくつ下が、その爪先部における最先端位置が親指側に偏っ

て位置する非対称形であって、該くつ下の爪先部の形状が、親指が他の指よりも太い人の足の形状に

近似するように、前記爪先部の小指側よりも親指側の厚みを増加する厚み増加用編立部分が、前記爪

先部の先端部で且つ親指側に偏って編み込まれ、且つ前記厚み増加用編立部分の親指側の面積が拡大

するように、前記厚み増加用編立部分を爪先部の親指側の側面から前記爪先部の先端を上に向けて見

たとき、厚み増加用編立部分の端縁がＶ字状に形成されていることを特徴とするくつ下。 

 

（４）手続の経緯 

平成20年11月14日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2008-800254号） 

平成21年1月30日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求 

平成21年9月28日 ： 訂正を認容、「…特許を無効とする。」との審決 

- ： 被告による審決取消訴訟の提起（平成21年（行ケ）第10356号） 

平成22年1月29日 ： 上記審決を取り消す旨の決定 

平成22年2月22日 ： 上記取消決定確定後の特許無効審判の請求（無効2008-800254号）において、

被告による訂正の請求（本件訂正）（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成22年7月7日 ： 本件訂正を認容、「本件審判の請求は，成り立たない。」との本件審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 …くつ下の爪先部の形状が、親指が他の指よりも太い人の足の形状に近似する」とは、くつ下の爪

先部の形状が、一般的な人の足の形状に似せた形状であるということで、一般的な人の足の形状に、

どの程度、似せた形状であるかどうかは、当業者が見て、形状が似ていると認識できる程度のものと

いえるから、上記記載における「近似」の程度が不明確であるとまではいうことはできない。 
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判決 

原告の主張 

 (1) 本件訂正発明の請求項１及び請求項４に

は，いずれも「人の足の形状に近似する」との記

載があり，また，本件訂正明細書の発明の詳細な

説明には，「人の足の形状に可及的に近似」との

記載があるが（【０００６】），「近似」の程度につ

いては全く記載がない。 

 (2) 本件審決は，上記「近似」について，…

明確さに欠けるとまではいうことはできない旨

説示している。 

 しかし，一般的なくつ下においても，人のつま

先が収容可能な程度にくつ下の爪９先部分が形

成されているのであり，また，足の形状に類似さ

せた非対称形のくつ下自体は公知のものである。

したがって，本件訂正明細書における「近似」の

記載では，本件訂正発明に係るくつ下が，どの程

度の（可及的）近似をもって，従来公知のくつ下

と区別されるのかが全く明らかになっていない。 

被告の主張 

 しかしながら，ここでいう「近似」は，その程

度の問題ではなく，「人の足の形状に倣った」（本

件訂正明細書【００１１】）程度の意味であるから，

通常の知識を有する者であれば容易に理解される

ものである。 

 (2) したがって，「人の足の形状に近似する」

と表現した記載自体が明確さに欠けるとまではい

うことはできないと判断した本件審決に何ら誤り

はない。 

裁判所の判断 

 …「一般的に，人の足は親指が他の指よりも太く且つ足の最先端の位置は親指側に位置する非対称

形であること」（本件訂正明細書【０００６】）は周知であり，本件訂正発明の爪先部の形状が，こう

した一般的な人の足の形状に似ていることや，一般的な人の足の形状に倣った形状であることは，当

業者であれば十分に理解できるものであって，その近似の程度が具体的かつ詳細に示されていないか

らといって，当該発明を把握することができないということはない。 
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(24)-5 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード 範囲を曖昧にし得る表現 

 

１．書誌的事項 

事件 「ケミカルメカニカルポリシングの操作をインシチュウでモニタするための装置及び

方法」（無効審判） 

知財高判平成24年12月20日（平成24年（行ケ）第10117号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平8-74976号（特開平9-7985号公報） 

分類 H01L 21/304 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第2号 

裁判体 知財高裁第3部 芝田俊文裁判長、岡本岳裁判官、武宮英子裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

【課題】  研磨プロセスに関して正確性を向上し更に有

用な情報を与えるために用いる事ができる終点の検出器

及び方法を提供する。 

【解決手段】  基板上の層の均一性を、係る層の研磨の

最中にインシチュウで測定する方法である。この方法

は、：研磨中にレーザービームを層へ向けるステップと；

光ビームの基板からの反射されることにより発生する干

渉信号をモニタするステップと；この干渉信号から均一

性の尺度を計算するステップとを備えている。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

【００２７】プラーテンホール３０及びウエハ１４の詳

細な図（ウエハがプラーテンホール３０の上にある場合

の）が、図３（ａ）～（ｃ）に示される。図３（ａ）に

示されるように、プラーテンホール３０は、ステップ状

の直径を有し、ショルダ３６を形成する。ショルダ３６

は、レーザービーム３４のためのウィンドウとして機能

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/861/082861_hanrei.pdf
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するクオーツインサート３８を有してこれを指示するために用いられる。プラーテン１６とインサー

ト３８の間のインターフェースがシールされ、ウエハ１４とインサート３８の間の通り道を見つけよ

うとするケミカルスラリ４０の一部がプラーテン１６の底部から漏出できないようにされている。ク

オーツインサート３８は、プラーテン１６の上面の上に突出し、部分的にプラーテンパッド１８の中

に入り込む。このインサート３８の突出部は、インサート３８の上面とウエハ１４の表面との間のギ

ャップを最小にする意図をもって置かれている。このギャップを最小にすることにより、このギャッ

プに捉えられるスラリ４０の量が最小になる。…インサート３８とウエハ１４の間のスラリ４０の層

が薄くなるほど、レーザービーム３４とウエハに反射される光の弱化が少なくなる。…このギャップ

は小さいほど好ましい。このギャップはできるだけ小さい方がよいが、ＣＭＰプロセス中はいつでも

インサート３８がウエハ１４に接しないことを確保するべきである。… 

【００２８】図３（ｂ）は、プラーテン１６とパッド１８の別の具体例である。この具体例では、ク

オーツインサートは排除され、パッド１８には貫通穴は存在しない。…ウエハ１４とプラーテン１６

の底部との間には、パッド１８のポリウレタンカバー層２２だけが残っている。…従って、プラーテ

ン３０の上にあるカバー層２２の一部が、レーザービーム３４のためのウィンドウとして機能する。

この別の構成は、大きな利点を有している。第１に、パッド１８自身はウィンドウとして用いられて

いるため、検出できる大きさのギャップは存在しない。従って、レーザービームの有害な散乱を生じ

させるスラリ４０はほとんど存在しない。… 

【００２９】パッドのカバー層に用いられるポリウレタン材料は、レーザービームに対して実質的に

透過性を有しているものの、透過性を阻害する添加物を含有している。この問題点は、図３（ｃ）に

描かれている本発明の具体例において排除される。この具体例では、プラーテンホール３０の上の領

域における典型的なパッド材料は、ソリッドな（中空ではない）ポリウレタンプラグ４２に置き換え

られる。このプラグ４２は、レーザービームのウィンドウとして機能し、パッド材料を包囲するグル

ーブ（又はオープンセル構造）を有しないポリウレタン材料製であり、透過性を阻害する添加物を含

有していない。従って、プラグ４２を通ることによるレーザービームの弱化は最小になる。好ましく

は、プラグ４２はパッドと一体で成形される。 

 

（３）特許請求の範囲（訂正後）（請求項1のみ記載）（本件訂正発明） 

【請求項１】ウエハに対してケミカルメカニカルポリシング（ＣＭＰ）を行うための装置であって，

（ａ）シャシに回転自在に設置され，ホール（孔）を自身に有する回転可能な研磨プラーテンと，（ｂ）

プラーテンに設置され，研磨スラリによりウェットで，プラーテンのホールと調心されたウィンドウ

を有する，発泡材料からなる表面を有する研磨パッドであり，前記ウィンドウは，該パッドに形成さ

れた中実な材料からなるプラグであって，レーザービームに対して透過性を有する前記プラグを備え，

前記プラグは前記研磨パッドの表面とほぼ共面の上面を有する，前記研磨パッドと，（ｃ）研磨パッド

に対してウエハを保持するための，回転可能な研磨ヘッドであって，このウエハが酸化物層の下の半

導体基板を備える，前記研磨ヘッドと，（ｄ）ウエハへ向けてレーザービームを発生させることが可能

であり且つウエハ及びホール（孔）から反射されてくる光を検出することが可能なレーザー干渉計を

有する終点検出器とを備え，前記ウィンドウは，ウエハが前記ウィンドウの上にある時は，周期時間

の少なくとも一部の間にレーザービームをウエハへ入射させるための通路を与える装置。 
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（４）手続の経緯 

平成15年 5月23日 ： 特許権の設定登録 

平成19年 8月24日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2007-800172号） 

平成23年12月 8日 ： 被告（特許権者）による訂正の請求 

平成24年 2月21日 ： 訂正を認容、請求項1については、本件審判の請求は成り立たない旨の審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 本件特許発明１における「ほぼ共面」とは、本件特許明細書の段落【００２８】に「パッド１８自

身はウィンドウとして用いられているため、検出できる大きさのギャップは存在しない」と記載され

ているように、「ギャップが存在しない」ことを意味するものである。したがって、「ほぼ共面」が特

許明細書に該当する記載がないので特許法第３６条第６項第１号違反であるとすることはできない

し、また、明確性を欠くので特許法第３６条第６項第２号違反であるとすることはできない。 

  また、『ほぼ共面』とは、上記のとおり、「ギャップが小さい」ことを意味するものではなく、「ギ

ャップが存在しない」ことを意味するものであって、具体的には、本件特許の図面の図３（ｂ）、（ｃ）

の状態を意図するものである。そして、本件特許明細書における「ギャップのディメンジョンとして

２５０μｍ以下」との記載は、本件特許の図３（ａ）の状態を意図するものであって、「ほぼ共面」

を意図するものではない。また、請求人が上記弁駁書において言及した特開平３－２３４４６７号公

報には、「ガラス板４は、前記研磨定盤６に張られた研磨クロス５の表面からわずかに後退してほぼ

同一平面を形成するように該研磨定盤６の適宜部位に形成された取付孔６ｂに嵌着されており、その

表面は前記研磨クロス５が張られることなく露出している。」（第３ページ左下欄第１４行～第１９

行。）と記載されているように、「ギャップが小さい」ことは記載されているものの、「ギャップが存

在しない」ことが記載されているものではない。 

判決 

原告の主張 

…「ほぼ共面」なる語は，「おおかた共面」，「お

よそ共面」，「だいたい共面」を意味し，「完全な

共面」を意味するものではないから，文字どおり

であれば，「ギャップが存在しないこと」ではな

く，「ギャップが小さいこと」を示すと解される。

また，「ほぼ共面」の語は，本件明細書の段落【０

０２８】にもその他の箇所にも全く記載がないか

ら，同段落を参照しても，「ギャップが存在しな

いこと」を意味するとはいえず，審決は，「ほぼ

共面」が，プラグ上面とパッド上面の２つの面に

継ぎ目，隙間がないことを指すのか，２つの面が

被告の主張 

 …請求項１，４０，４２記載の「ほぼ共面」は，

本件明細書の段落【００２８】に「パッド１８自

身はウィンドウとして用いられているため，検出

できる大きさのギャップは存在しない」と記載さ

れているように，「ギャップが存在しない」ことを

意味する。 

したがって，「ほぼ共面」が本件明細書に該当す

る記載がないとの理由で特許法３６条６項１号違

反であるとすることはできず，また，明確性を欠

くとして同項２号違反であるとすることもできな

いとの審決の判断に誤りはない。 
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同一平面上に位置することを指すのか，明らかに

していない。審決が，「ほぼ共面」につき，本件

明細書の図面の図３（ｂ），（ｃ）の状態を意図す

るものであるとし，本件明細書における「ギャッ

プのディメンジョンとして２５０μｍ以下」との

記載は，本件明細書の図３（ａ）の状態を意図す

るものであって，「ほぼ共面」を意図するもので

はないとするのは，根拠のないことである。 

裁判所の判断 

…本件明細書の記載によれば，「（中実な）ポリウレタンプラグ４２」の上面と「パッド１８」におけ

る「カバー層２２」の表面がほぼ共面となっている構成を備えることにより，レーザービームの有害

な散乱を生じさせるスラリが殆ど存在しないとの作用効果を奏するというのであるから，本件訂正に

係る「ほぼ共面」とは，「プラグ」の上面と「研磨パッド」の表面との間に「ギャップが存在しない

こと」をいうことは，本件明細書（図面を含む。）の記載から明らかである。 
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(24)-6 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード 範囲を曖昧にし得る表現 

 

１．書誌的事項 

事件 「洗濯機の脱水槽」（無効審判） 

知財高判平成25年11月28日（平成25年（行ケ）第10121号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願平7-184351号（特開平9-28977号公報） 

分類 D06F 37/12 

結論 棄却 

関連条文 第36条第6項第2号 

裁判体 知財高裁第4部 富田善範裁判長、田中芳樹裁判官、荒井章光裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、金属板を円筒状に曲成しその両端部を接合するこ

とで形成した胴部１３に、底板１４とバランスリング１７とを取

付けて構成し、そのバランスリング１７又は底板１４に対し非接

触状態で胴部１３の接合部１２を内側より覆うフィルタ部材８を

備えている。これにより、フィルタ部材８とバランスリング１７

及び底板１４とで、胴部１３の接合部１２を実質的に見えなくで

き、且つ、洗濯物からも遮絶できることに加え、フィルタ部材８

が熱収縮しても、これとバランスリング１７との間、又は底板１

４との間にはもともと隙間があり、それらが広くなるだけで、そ

こには洗濯物が挟まれるようなことはない。 

 

（２）発明の詳細な説明の開示 

「…本件発明の目的は，胴部の接合部を見えなくし，かつ，その接合部に洗濯物が触れないようにで

きるばかりでなく，洗濯物が挟まれるようになることなく，かつ，組立性を悪くすることもなく達成

できる洗濯の脱水槽を提供することにある（【０００７】）。」（判決より抜粋） 

「 このような構成により，フィルタ部材で直接胴部の接合部を見えなくでき，かつ，洗濯物からも

遮絶できることに併せ，バランスリングからフィルタ部材までの間では，ここの接合部がバランスリ

ングの陰となって見えず，フィルタ部材から底板までの間では，ここの接合部がフィルタ部材の陰と

【図１】 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/805/083805_hanrei.pdf
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なって見えなくなる。また，それら各間の接合部には，洗濯物がバランスリングとフィルタ部材及び

フィルタ部材と底板にそれぞれ止められて触れることがなくなる（【０００９】）。 

 そして，フィルタ部材が熱収縮しても，これとバランスリングとの間，又は底板との間にはもとも

と隙間があり，それらが広くなるだけで，洗濯物が挟まれるようなことはない。さらに，フィルタ部

材は，バランスリングと底板とに関係なく組み付けることができる（【００１０】）。」（判決より抜粋） 

 

（３）特許請求の範囲（請求項1のみ記載） 

【請求項１】金属板を円筒状に曲成しその両端部を接合することにより形成した胴部と，この胴部の

下縁部に結合した底板，及び胴部の上縁部に装着したバランスリングとを具備するものにおいて，フ

ィルタ部材を具え，このフィルタ部材が上下の全長で前記胴部の接合部を内側より覆い，その上下の

全長より充分に小さな寸法の隙間を前記バランスリング又は底板との間に余すことを特徴とする洗濯

機の脱水槽。 

 

（４）手続の経緯 

平成14年3月22日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成24年8月21日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2012-800126号） 

平成25年3月19日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

 ２．本件の請求項１には，「その上下の全長より充分に小さな寸法の隙間を前記バランスリング又

は底板との間に余す」との記載があり，「隙間」という用語はそれ自体明確であるものの，上記記載

は，「隙間」について，フィルタ部材との関係で相対的に大きさを示し，バランスリング，底板及び

フィルタ部材との関係で位置を示しているから，本件特許発明の「隙間」の技術的意義は，特許請求

の範囲の記載のみでは一義的に理解することはできず，明細書の詳細な説明及び図面の記載を参酌し

なければ，その技術的意義を理解することはできない。そこで，明細書の詳細な説明及び図面の記載

に基づき，請求項１に係る発明（以下「本件特許発明」という。）の課題・課題の解決手段・作用効

果との関係で「隙間」の技術的意義を考慮して検討する。 

 上記本件特許発明の前提を参酌すると，「フィルタ部材で『直接』胴部の接合部を」「洗濯物からも

遮絶できる」とともに，直接遮絶できない隙間についても，「その上下の全長より充分に小さな寸法

の隙間」とすることで，バランスリング１７，フィルタ台１９，及び底板１４の突出する形状により

洗濯物が止められて，隙間の接合部に触れない，つまり，隙間を設けることによる欠点を低減する，

触れることが少なくなる，触れにくくなるという効果を奏すものといえる。 

 したがって，そのような効果を奏する程度の「その上下の全長より充分に小さな寸法の隙間」は当

業者が想定できるといえ，その技術的思想は明確であるといえる。 

判決 
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原告の主張 

 (ア) 本件明細書には，「充分に小さな寸法」

の意味を定義した記載は存在しないから，本件明

細書の記載を参酌したとしても，特許請求の範囲

の記載が明確性の要件を充足する余地はない。 

 本件審決は，本件明細書に記載された本件発明

の課題や効果に基づいて「（フィルタ部材の）全

長より充分に小さな寸法の隙間」の技術的意義を

明らかにしようとするが，このような手法は特許

法３６条６項２号の趣旨に反する。 

 (イ) 本件明細書には，…構成に関する説明は

存在しない。本件明細書における発明の効果に関

する記載から本件発明の構成を想定することは，

解決課題から解決手段を想定することに等しく，

解決手段を開示することによって特許を得ると

いう特許法の論理に反する。 

被告の主張 

 本件審決のように本件明細書の記載を参酌すれ

ば，本件発明の特許請求の範囲の記載は一義的に

解釈することができる。 

 明細書の発明の詳細な説明の記載を参酌するこ

とは，定義形式の表現のみを参酌することを意味

するものではなく，課題やその解決手段，作用効

果との関係で文言の技術的意義を理解することに

ほかならない。当該手法も，実務上確立した手法

であり，特許法が許容するところである。 

 したがって，本件明細書における発明の効果に

関する記載から本件発明の構成を想定することも

許されるから，本件明細書に「充分に小さな寸法」

の意味を定義した記載が存在しないからといっ

て，特許請求の範囲の記載が明確性の要件を充足

する余地はないということはできない。 

裁判所の判断 

 (ア) 本件発明は，「フィルタ部材の上下の全長」に対して「充分に小さな寸法の隙間をバランス

リング又は底板との間に余すこと」を発明特定事項の１つとしており，本件明細書（【０００７】【０

００９】【００１０】）には，これによって「胴部の接合部を見えなく」し，「その接合部に洗濯物が

触れないようにできるばかりでなく」「洗濯物が挟まれるようになることなく」「組立性を悪くするこ

ともなく達成できる洗濯の脱水槽を提供する」という効果を奏する発明であることが開示されてい

る。 

したがって，本件発明の「フィルタ部材の上下の全長」に対して「充分に小さな寸法の隙間」との

構成は，上記効果を達成することのできる技術的意義を有する「隙間」であるということができる。 

 (イ) 原告は，本件明細書における発明の効果に関する記載から本件発明の構成を想定すること

は，解決課題から解決手段を想定することに等しく，解決手段を開示することによって特許を得ると

いう特許法の論理に反すると主張する。 

 しかしながら，発明の技術的意義は，その構成自体だけでなく，作用等も考慮して定められるもの

であるから，発明の技術的意義や特許請求の範囲に記載された発明特定事項を検討する際に，明細書

の発明の詳細な説明に記載された構成だけではなく，発明の目的，課題及び効果を参酌することも当

然に許されるのであって，参酌する範囲を構成に関する記載に限定する合理的理由はない。 

 オ …本件発明の「フィルタ部材の上下の全長」に対して「充分に小さな寸法の隙間」を設ける構

成については，当業者が，①使用者から胴部の接合部を見えなくするという死角を存在させるという

技術的意義，②その接合部に洗濯物が触れないようにするという技術的意義，③各部材の熱膨張率の

相違が存在しても，隙間に洗濯物が挟まれないようにするという技術的意義を有することを前提とし

て，適宜設定可能であるということができるから，当該構成は明確である。 

 …本件発明の特許請求の範囲の記載は，請求項だけでなく，本件明細書の記載を参酌しても明確性

の要件を充足するというべきであるから，本件審決の認定及び判断は相当であって，取り消すべき違

法はない。 
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(24)-7 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード プロダクト・バイ・プロセス・クレーム 

 

１．書誌的事項 

事件 「抗汗抗原モノクローナル抗体」（査定不服審判） 

平成28年3月2日審決（不服2014-17732） 

出典 審決公報 

出願番号 特願2010-510175号（再公表2009/133951号公報） 

分類 C07K 16/18 

結論 原査定取消 

関連条文 第36条6項2号 

裁判体 田村明照審判長、中島庸子審判官、髙美葉子審判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 特定のハイブリドーマ細胞から生産される抗体またはその抗原結合性断片である。本発明による抗

体を用いて、被検試料中の汗抗原および／または汗抗原に特異的なＩｇＥ抗体を検出することにより、

汗抗原が関連する疾患またはその発症リスクを判定することができる。 

 

（２）特許請求の範囲（本願発明） 

【請求項２】ＦＥＲＭ ＢＰ－１１１１０またはＦＥＲＭ ＢＰ－１１１１１の受託番号のもと寄託

されたハイブリドーマから生産される、抗体またはその抗原結合性断片。 

 

（３）手続の経緯 

平成26年 5月29日 ： 拒絶査定 

     9月 5日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2014-17732号） 

平成27年11月 9日 ： 当審拒絶理由通知 

平成28年 1月 5日 ： 審判請求人による意見書・手続補正書の提出（上記「特許請求の範囲」を参

照） 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

第３．当審の判断 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/02_0203bm.pdf
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 … 

 本願の請求項２には、「ＦＥＲＭ ＢＰ－１１１１０またはＦＥＲＭ ＢＰ－１１１１１の受託番

号のもと寄託されたハイブリドーマから生産される、抗体またはその抗原結合性断片。」と記載され

ており、「抗体」という物の発明について、「ハイブリドーマから生産される」という製造方法が記載

されており、物の発明に係る請求項にその物の製造方法が記載されていると認められる。 

 

 しかし、最高裁判決（最判平成２７年６月５日 平成２４年（受）第１２０４号、同２６５８号）

によれば、物の発明に係る請求項にその物の製造方法が記載されている場合において、当該請求項の

記載が特許法第３６条第６項第２号にいう「発明が明確であること」という要件に適合するといえる

のは、出願時において当該物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか、又はお

よそ実際的でないという事情（「不可能・非実際的事情」）が存在するときに限られると解するのが相

当である、とされていることから、請求項２に係る発明が上記事情に該当するものであるかについて、

以下検討する。 

 

 まず、請求項２に記載される「ハイブリドーマ」は、発明の詳細な説明の段落【０１２７】や段落

【０１５３】に記載されているように、「汗抗原組成物を免疫することによって得られるリンパ球」

と「ミエローマ細胞」を融合して得られた典型的な「ハイブリドーマ」であるから、特定の「ハイブ

リドーマ」から生産される「抗体」（モノクローナル抗体）は、唯一つであることが技術常識から当

業者において明らかである（必要であれば、「遺伝子工学キーワードブック」羊土社、１９９６年４

月２５日発行、２９９頁『ハイブリドーマ』の項、「生化学事典（第２版）」東京化学同人、１９９０

年１１月２２日発行、９９３頁『ハイブリドーマ』の項参照。）。 

 そして、請求項２に記載されるハイブリドーマは、「ＦＥＲＭ ＢＰ－１１１１０またはＦＥＲＭ 

ＢＰ－１１１１１の受託番号のもと寄託され」ているから、「ハイブリドーマから生産される、抗体」

は、該受託番号のハイブリドーマを寄託機関よりそれぞれ入手して抗体を生産すれば、請求項２の「抗

体」を得ることができ、使用することができるのである。つまり、請求項２に「抗体」の化学構造（ア

ミノ酸配列など）が記載されていなくても、「ハイブリドーマから生産される、抗体」と特定すれば、

生産される「抗体」（モノクローナル抗体）は唯一つであり、その「抗体」を作り、使用できると認

められる。この点については、審判請求人も平成２８年１月５日付け意見書において「一つのハイブ

リドーマが生産する抗体は一つであり、ハイブリドーマを特定すれば、抗体も一義的に特定されま

す。」と述べている。 

 一方、「ハイブリドーマから生産される、抗体」について、さらにその化学構造を特定しようとす

る場合、「抗体」は低分子化合物ではなく三次元構造を有する高分子量のタンパク質であるから、審

判請求人が平成２８年１月５日付け意見書において主張するように、「抗体」の化学構造を決定する

ためには、時間、手間、さらには費用がかかると考えられる。 

 

 したがって、上述したような技術常識の下、…その「抗体」の化学構造を決定するためだけにその

ような時間、手間、費用をかけることは「非実際的」であるといえ、また、そのために出願時期が遅
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くなることは、先願主義の見地からも「非実際的」であるといえる。しかも、本願に係る発明が属す

るバイオテクノロジー分野は、技術が急速に進歩している国際規模でも競争の激しい分野であり、迅

速に特許出願をすることがきわめて重要であることから、なおさら「非実際的」であるという事情が

存在する。 

 

 そして、上記最高裁判決の補足意見では、「『およそ実際的でない』とは，出願時に当業者において，

どちらかといえば技術的な観点というよりも，およそ特定する作業を行うことが採算的に実際的でな

い時間や費用が掛かり，そのような特定作業を要求することが，技術の急速な進展と国際規模での競

争の激しい特許取得の場面においては余りにも酷であるとされる場合などを想定している。」とされ

ており、上記事情は、この補足意見にいう「およそ実際的でない」事情に該当すると認められる。 

 

 そうすると、請求項２の記載は、出願時において当該物をその構造又は特性により直接特定するこ

とが不可能であるか、又はおよそ実際的でないという事情（「不可能・非実際的事情」）が存在すると

き、に該当すると認められ、したがって、請求項２は特許法第３６条第６項第２号にいう「発明が明

確であること」という要件に適合するといえる。 
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(24)-8 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード プロダクト・バイ・プロセス・クレーム 

 

１．書誌的事項 

事件 「ダウクス属植物の育種方法、およびダウクス属植物」（査定不服審判） 

平成28年6月20日審決（不服2014-10863） 

出典 審決公報 

出願番号 特願2009-163308号（特開2011-015648号公報） 

分類 A01H 1/02 

結論 原査定取消 

関連条文 第36条6項2号 

合議体 田村明照審判長、長井啓子審判官、山崎利直審判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 交配、自殖、選抜を繰り返すことで、栽培中、根部の肩部分が地上に露出しても、該露出部分が着

色し難いダウクス属植物を得る。 

 

（２）特許請求の範囲（本願発明） 

【請求項４】受託番号ＦＥＲＭ Ｐ－２１８２４で特定されるダウクス属植物と、これとは異なるダ

ウクス属植物である黒田五寸との交配によって得られる、栽培中、根部の肩部分が地上に露出しても、

該露出部分が着色し難いダウクス属植物。 

 

（３）手続の経緯 

平成26年 3月 5日 ： 拒絶査定 

     6月10日 ： 拒絶査定不服審判の請求（不服2014-10863号） 

平成27年 9月 3日 ： 当審拒絶理由通知 

平成28年 1月 5日 ： 審判請求人による意見書・手続補正書の提出（上記「特許請求の範囲」を参

照） 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決 

第３ 当審の判断 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/pdf/tukujitu_kijun/02_0203.pdf#page=1
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 …請求項４について検討する。  

 …請求人は、植物交配種の遺伝子を解析することは膨大な時間と労力を要するうえ、たとえ解析し

たとしても、「栽培中、根部の肩部分が地上に露出しても、該露出部分が着色し難い」という特性に

は複数種類の遺伝子が関与していることが想定され、出願時において該遺伝子を特定することは困難

を極めることであったから、請求項４記載の「ダウクス属植物」をその構造又は特性により直接特定

することには不可能・非実際的事情が存在する旨主張する。 

 上記主張について検討するに、植物の交配育種の技術分野においては、親系統を交配して得た後代

の中から選抜された特定の性質を示す個体をさらに交配し、当該性質を遺伝的に固定するのが常套手

段であるところ、当該性質の基になる遺伝子を特定するには、多数の交配種それぞれの遺伝子を解析

するという、膨大な時間及び労力が必要であると認められる。そのうえ、植物の特性には複数種類の

遺伝子が関与していることが通常であり、本願発明のように、親系統の両方が所定の性質を有してい

ない場合にはなおさら複数遺伝子間の複雑な相互関係が想定され、その解析には大きな困難性が予測

される。よって、請求人が主張する上記事情は、出願時において物の構造を解析することが技術的に

不可能であった場合に該当し、最判平成２７年６月５日 平成２４年（受）第１２０４号および同２

６５８号に判示された「不可能・非実際的事情」が存在すると認められ、請求項４に係る発明は特許

法第３６条第６項第２号にいう「発明が明確であること」という要件に適合するといえる。 
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(24)-9 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード プロダクト・バイ・プロセス・クレーム 

 

１．書誌的事項 

事件 「二重瞼形成用テープまたは糸及びその製造方法」（無効審判） 

知財高判平成28年9月20日（平成27年（行ケ）第10242号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2001-160951号（特開2002-177316号公報） 

分類 A61F 9/00 

結論 棄却 

関連条文 第36条6項2号 

合議体 知財高裁第3部 鶴岡稔彦裁判長、杉浦正樹裁判官、寺田利彦裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、弾性的に伸縮し、あるいは、延伸可能でその延伸後に弾性的な伸縮性を有する細いテ

ープ状部材に粘着剤を塗着し、端部に指先で把持するための把持部を設けることにより構成する二重

瞼形成用テープを提供するものである。両端を把持して引っ張った状態で、瞼におけるひだを形成し

たい位置に押し当て、粘着剤によりテープ状部材をそこに貼り付け、そのまま両端の把持部を離すこ

とにより、引っ張った状態にあるテープ状部材が弾性的に縮むとき、それが瞼にくい込んだ状態にな

って、簡易で容易、安全にきれいな二重瞼のひだが形成される。 

 

（２）特許請求の範囲（本願発明） 

【請求項１】延伸可能でその延伸後にも弾性的な伸縮性を有する合成樹脂により形成した細いテープ

状部材に，粘着剤を塗着することにより構成した，ことを特徴とする二重瞼形成用テープ。 

 

（３）手続の経緯 

平成14年 2月 8日 ： 特許権の設定登録（上記「特許請求の範囲」を参照） 

平成27年 4月 1日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2015-800103号） 

平成27年11月 4日 ： 「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/pdf/tukujitu_kijun/02_0203.pdf#page=1
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/154/086154_hanrei.pdf
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 本件発明１には，「塗着する」なる特定事項が存在するが，本件発明１は「テープ状部材」に「粘

着剤」が「塗着」された状態のものであれば二重瞼を形成し得，「塗着する」という「動作」が二重

瞼の形成に技術的意義を有するものではない。そうすると，本件発明１は「プロダクト・バイ・プロ

セス・クレーム」に当たらない。 

判決 

原告の主張 

 本件発明１に係る「…細いテープ状部材に，粘

着剤を塗着する」との記載は，「塗着する」とい

う動作を伴う経時的な要素を記載しているもの

であるから，プロダクト・バイ・プロセス・クレ

ームに該当するところ，本件発明１については，

｢出願時において当該物をその構造又は特性によ

り直接特定することが不可能であるか，又はおよ

そ実際的でないという事情が存在する｣ことはな

い。そうすると，最高裁判所第二小法廷平成２７

年６月５日判決（民集６９巻４号７００頁）によ

れば，本件発明１は，「発明が明確であること」

との要件に適合しない。 

被告の主張 

物の発明としての本件発明１がプロダクト・バ

イ・プロセス・クレームか否かを判断するに当た

っても，同様に，技術常識とともに本件明細書の

発明の詳細な説明及び図面の記載等を考慮するこ

とによって，本件発明１が実質的に製造方法で特

定されているものか否かを判断するべきであると

ころ，本件発明１における「テープ状部材に粘着

剤を塗着することにより構成した」という特定事

項の意味を素直に理解すれば，当業者にとって，

当該特定事項は本件発明１を実質的に製造方法で

特定するものではなく，「テープ状部材」に「粘

着剤」が「塗着」された状態を特定するものであ

ることは明らかである。 

裁判所の判断 

物の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載されている場合（いわゆ

るプロダクト・バイ・プロセス・クレームの場合）において，当該特許請求の範囲の記載が法３６条

６項２号にいう「発明が明確であること」という要件に適合するといえるのは，出願時において当該

物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか，又はおよそ実際的でないという事

情が存在するときに限られると解される（最高裁判所第二小法廷平成２７年６月５日判決・民集６９

巻４号７００頁）ところ，本件発明１に係る上記記載は，これを形式的に見ると，確かに経時的な要

素を記載するものということもでき，プロダクト・バイ・プロセス・クレームに該当すると見る余地

もないではない。 

しかし，プロダクト・バイ・プロセス・クレームが発明の明確性との関係で問題とされるのは，物

の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載されているあらゆる場合に，

その特許権の効力が当該製造方法により製造された物と構造，特性等が同一である物に及ぶものとし

て特許発明の技術的範囲を確定するとするならば，その製造方法が当該物のどのような構造又は特性

を表しているのかが不明であることなどから，第三者の利益が不当に害されることが生じかねないこ

とによるところ，特許請求の範囲の記載を形式的に見ると経時的であることから物の製造方法の記載

があるといい得るとしても，当該製造方法による物の構造又は特性等が明細書の記載及び技術常識を

加えて判断すれば一義的に明らかである場合には，上記問題は生じないといってよい。そうすると，

このような場合は，法３６条６項２号との関係で問題とすべきプロダクト・バイ・プロセス・クレー
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ムと見る必要はないと思われる。 

ここで，本件明細書の記載を参酌すると，本件明細書には「二重瞼形成用テープは，図２に示すよ

うに，弾性的に伸縮するＸ方向に任意長のシート状部材１１の表裏前面に粘着剤１２を塗着…し，こ

れを多数の切断面Ｌに沿って細片状に切断することにより，極めて容易に製造することができる。」

（甲１の段落【００１３】）という態様，すなわち，粘着剤を塗着した後，細いテープ状部材を形成

する態様を含めて「図１及び図２に示す実施例では，弾性的に伸縮する細いテープ状部材の表裏両面

に粘着剤２を塗着している」（同段落【００１４】）と記載されている。また，本件発明１は，「テ

ープ状部材の形成」と「粘着剤の塗着」の先後関係に関わらず，テープ状部材に粘着剤が塗着された

状態のものであれば二重瞼を形成し得ること，すなわちその作用効果を奏し得ることは明らかであ

る。 

そうすると，本件発明１の「…細いテープ状部材に，粘着剤を塗着する」との記載は，細いテープ

状部材に形成した後に粘着剤を塗着するという経時的要素を表現したものではなく，単にテープ状部

材に粘着剤が塗着された状態を示すことにより構造又は特性を特定しているにすぎないものと理解

するのが相当であり，物の製造方法の記載には当たらないというべきである。 

したがって，本件発明１は，法３６条６項２号との関係で問題とされるべきプロダクト・バイ・プ

ロセス・クレームには当たらない。 
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(24)-10 

審査基準の

該当箇所 

第II部第2章第3節 

裁判例 

分類 

24:明確性要件について 

キーワード プロダクト・バイ・プロセス・クレーム 

 

１．書誌的事項 

事件 「旨み成分と栄養成分を保持した無洗米」（無効審判） 

知財高判平成29年12月21日（平成29年（行ケ）第10083号） 

出典 裁判所ウェブサイト 

出願番号 特願2005-093152号（特開2006-271229号公報） 

分類 A23L 1/10 

結論 認容 

関連条文 第36条6項2号 

合議体 知財高裁第4部 髙部眞規子裁判長、山門優裁判官、片瀬亮裁判官 

 

２．事案の概要 

（１）本願発明の概要 

 本願発明は、玄米粒において，⒜表層部から糊粉細胞層までが除去され亜糊

粉細胞層が米粒の表面に露出しており，⒝米粒の５０％以上に「胚芽の表面部

を削りとられた胚芽」又は「胚盤」が残っており，⒞糊粉細胞層の中の糊粉顆

粒が米肌に粘り付けられた状態で米粒の表面に付着している「肌ヌカ」のみが

分離除去されてなることを特徴とする，旨み成分と栄養成分を保持した無洗米

の発明である。 

 

（２）特許請求の範囲（訂正後）（本件発明） 

【請求項１】外から順に，表皮（１），果皮（２），種皮（３），糊粉細胞層（４）と，澱粉を含まず食

味上もよくない黄茶色の物質の層により表層部が構成され，該表層部の内側は，前記糊粉細胞層（４）

に接して，一段深層に位置する薄黄色の一層の亜糊粉細胞層（５）と，該亜糊粉細胞層（５）の更に

深層の，純白色の澱粉細胞層（６）により構成された玄米粒において， 

前記玄米粒を構成する糊粉細胞層（４）と亜糊粉細胞層（５）と澱粉細胞層（６）の中で，摩擦式

精米機により搗精され，表層部から糊粉細胞層（４）までが除去された，該一層の，マルトオリゴ糖

類や食物繊維や蛋白質を含有する亜糊粉細胞層（５）が米粒の表面に露出しており，且つ米粒の５０％

以上に『胚芽（７）の表面部を削りとられた胚芽（８）』または『舌触りの良くない胚芽（７）の表層

部や突出部が削り取られた基底部である胚盤（９）』が残っており， 

更に無洗米機（２１）にて，前記糊粉細胞層（４）の細胞壁（４’）が破られ，その中の糊粉顆粒が

【図１】 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/pdf/tukujitu_kijun/02_0203.pdf#page=1
http://www.ip.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/337/087337_hanrei.pdf
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米肌に粘り付けられた状態で米粒の表面に付着している『肌ヌカ』のみが分離除去されてなることを

特徴とする旨み成分と栄養成分を保持した無洗米。 

 

（３）手続の経緯 

平成23年 3月25日 ： 特許権の設定登録 

平成27年 9月 4日 ： 原告による特許無効審判の請求（無効2015-800173号） 

  被告による訂正請求 

平成29年 3月24日 ： 訂正を認容、請求項1に係る発明について、特許を無効とする旨の審決 

 

３．判示事項に対応する審決・判決の抜粋 

審決（判決より抜粋） 

 本件発明は，明確ではなく，その特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項２号に規定する要件

（以下「明確性要件」という。）を満たさないから，本件発明に係る特許は無効にすべきである…。 

判決 

原告の主張 

仮に，本件訂正後の特許請求の範囲請求項１の

「摩擦式精米機により搗精され」及び「無洗米機

（２１）にて」という記載が物の製造方法の記載

であるとする本件審決の認定に誤りがないとし

ても，以下のとおり，本件発明は，明確性要件を

充足する。 

…⑵ …本件発明に係る無洗米は，「胚盤９や

亜糊粉細胞層５には米粒の栄養成分及び旨み成

分を多く含有しているのであるから，これを可及

的に残すと共に，食味にマイナス作用を与える糊

粉細胞層４やそれより表層の物質，いわゆる糠層

成分や，胚芽７の表面部を可能なかぎり除去」

（【００２３】）したもの，すなわち，「むら剥

離を無くすと共に，可能なかぎり高栄養・良食味

の亜糊粉細胞層５と胚盤９か，または，口当たり

の悪い胚芽７の表面部を除去した胚芽８を残る

ように」し，「亜糊粉細胞層５が表面に露出し」

（【００２８】），「亜糊粉細胞層５は除去され

ず，肌ヌカが除去され…全米粒のうち，胚盤９ま

たは表面部が除去された胚芽８が残存した米粒

の合計数が５０％以上を占めている」（【００４

１】）無洗米であると認められる。 

被告の主張 

本件訂正後の特許請求の範囲請求項１は，玄米

粒，搗精処理された精白米，無洗米処理された無

洗米と，明らかに時の経過を伴う製造プロセスを

含んだ記載によって無洗米を特定しており，いわ

ゆるプロダクト・バイ・プロセス・クレームとな

っている。 

また，「無洗米」という物の発明としての権利

取得を希望するのであれば，無洗米機により洗米

処理された後の，「無洗米の現在ある構造（構成）」

のみの記載により，発明を特定しなければならな

いところ，上記請求項においては，無洗米機によ

る洗米プロセスを経た後の，本来最も長く正確に

記載すべき無洗米の構成は，ほとんど記載されて

おらず，無洗米の発明としての特定に失敗してい

る。 

したがって，本件発明は，明確性要件を満たし

ていない。 
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そうすると，本件発明に係る無洗米の構造，特

性が，「一層の亜糊粉細胞層が米粒の表面に露出

した状態，米粒の５０％以上に『胚芽の表面部を

削りとられた胚芽』又は『舌触りの良くない胚芽

の表層部や突出部が削り取られた基底部である

胚盤』が残った状態，糊粉細胞層の細胞壁が破ら

れ，その中の糊粉顆粒が米肌に粘り付けられた状

態で米粒の表面に付着している『肌ヌカ』のみを

分離除去した状態」であることは明確であるか

ら，本件訂正後の特許請求の範囲請求項１の記載

は，権利範囲についての予測可能性を奪うもので

はなく，第三者の利益が不当に害されるものでも

ない。 

したがって，本件審決が本件発明は明確性要件

を満たさないと判断したことは，誤りである。 

裁判所の判断 

２ 取消事由（明確性要件に係る判断の誤り）について 

…⑵ 本件発明について 

…ウ 製造方法の記載の有無 

…特許請求の範囲の記載及び本件明細書の記載によれば，請求項１は全体として，物の発明である「無

洗米」を特定する事項の一部に製造方法が記載されているということができる。 

… 

⑶ 本件発明の明確性 

ア 物の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法が記載されている場合（い

わゆるプロダクト・バイ・プロセス・クレームの場合）において，当該特許請求の範囲の記載が特許

法３６条６項２号にいう「発明が明確であること」という要件に適合するといえるのは，出願時にお

いて当該物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか，又はおよそ実際的でない

という事情が存在するときに限られる（最高裁平成２４年（受）第１２０４号同２７年６月５日第二

小法廷判決・民集６９巻４号７００頁参照）。… 

イ 他方，前記最高裁判決が，物の発明についての特許に係る特許請求の範囲にその物の製造方法

が記載されている場合において，当該特許請求の範囲の記載が明確性要件に適合するといえるのは，

出願時において当該物をその構造又は特性により直接特定することが不可能であるか，又はおよそ実

際的でないという事情が存在するときに限られると判示した趣旨は，特許請求の範囲にその物の製造

方法が記載されている場合の技術的範囲は，当該製造方法により製造された物と構造，特性等が同一

である物として確定されるが，そのような特許請求の範囲の記載は，一般的には，当該製造方法が当

該物のどのような構造又は特性を表しているのかが不明であり，権利範囲についての予測可能性を奪

う結果となることから，これを無制約に許すのではなく，前記事情が存するときに限って認めるとし
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た点にある。そうすると，特許請求の範囲に物の製造方法が記載されている場合であっても，上記一

般的な場合と異なり，当該製造方法が当該物のどのような構造又は特性を表しているのかが，特許請

求の範囲，明細書，図面の記載や技術常識から一義的に明らかな場合には，第三者の利益が不当に害

されることはないから，明確性要件違反には当たらない。 

ウ そこで検討するに，本件訂正後の特許請求の範囲請求項１の記載は，…本件発明は，玄米粒に

おいて，⒜表層部から糊粉細胞層までが除去され亜糊粉細胞層が米粒の表面に露出しており，⒝米粒

の５０％以上に「胚芽の表面部を削りとられた胚芽」又は「胚盤」が残っており，⒞糊粉細胞層の中

の糊粉顆粒が米肌に粘り付けられた状態で米粒の表面に付着している「肌ヌカ」のみが分離除去され

てなることを特徴とする，旨み成分と栄養成分を保持した無洗米の発明であることが記載されてい

る。 

エ…本件明細書には，…運転条件（搗精の条件）が調整された摩擦式精米装置を適用することによ

って，本件発明に係る無洗米の前段階である，前記ウ⒜⒝の米を製造することが可能であること…型

式（無洗米とする方式）が特定され運転条件が調整された無洗米機を適用することにより，上記無洗

米の前段階である米から，前記ウ⒞の本件発明に係る無洗米を製造することが可能であること…が記

載されている。 

他方，本件明細書には，本件発明に係る無洗米の前段階である前記ウ⒜⒝の米を製造するために摩

擦式精米機により搗精し，かかる米から前記ウ⒞の本件発明に係る無洗米を製造するために無洗米機

を用いるということのほかに，摩擦式精米機により搗精される米が前記ウ⒜⒝以外の構造又は特性を

有することや，かかる米を無洗米機により無洗米としたものが，前記ウ⒞以外の構造又は特性を有す

ることをうかがわせる記載は存在しない。 

オ 以上のような特許請求の範囲及び本件明細書の記載によれば，本件訂正後の特許請求の範囲請

求項１の「摩擦式精米機により搗精され」という記載は，本件発明に係る無洗米の前段階である前記

ウ⒜⒝の構造又は特性を有する精白米を製造する際に摩擦式精米機を用いることを意味するもので

あり，「無洗米機（２１）にて」という記載は，上記精白米から前記ウ⒞の構造又は特性を有する無

洗米を製造する際に無洗米機を用いることを意味するものであって，前記ウ⒜ないし⒞のほかに本件

発明に係る無洗米の構造又は特性を表すものではないと解するのが相当である。そして，本件発明に

係る無洗米とは，…といえる。 

そうすると，請求項１に「摩擦式精米機により搗精され」及び「無洗米機（２１）にて」という製

造方法が記載されているとしても，本件発明に係る無洗米のどのような構造又は特性を表しているの

かは，特許請求の範囲及び本件明細書の記載から一義的に明らかである。よって，請求項１の上記記

載が明確性要件に違反するということはできない。 
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